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開 会 午前10時１分

散 会 午後８時45分

場 所

第２委員会室

議 題

１ 参考人からの説明聴取について（陳情第81号について）

２ 社会福祉及び社会保障について（児童虐待問題について）

３ 乙第６号議案 沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を

改正する条例

４ 乙第７号議案 沖縄県立高等学校等の授業料等の徴収に関する条例の一部

を改正する条例

５ 乙第８号議案 沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例

６ 陳情平成20年第41号、同第43号、同第53号、同第57号、同第63号、同第64

、 、 、 、 、 、 、号 同第78号 同第112号 同第125号 同第134号 同第137号 同第142号

同第148号、同第188号、同第189号、同第192号、同第195号、同第199号、陳
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、 、 、 、 、 、 、同第52号 同第57号 同第60号 同第61号 同第65号 同第67号 同第68号
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第116号、同第117号、同第122号の３、同第132号、同第133号、同第137号か

ら同第139号まで、同第142号、同第145号、同第148号、同第149号、同第153

、 、 、 、 、 、 、号 同第160号 同第178号 同第192号 同第193号 同第196号 同第197号
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７ 閉会中継続審査（調査）について

８ 意見書の提出について（細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化等を求め

る意見書 （追加議題））

（ ）９ 意見書の提出について 保育所・児童入所施設の環境改善を求める意見書

（追加議題）

10 参考人招致について（陳情第147号について （追加議題））

11 視察調査日程について（追加議題）

出 席 委 員

委 員 長 赤 嶺 昇 君

副 委 員 長 西 銘 純 恵 さん

委 員 桑 江 朝千夫 君

委 員 佐喜真 淳 君

委 員 仲 田 弘 毅 君

委 員 翁 長 政 俊 君

委 員 仲 村 未 央 さん

委 員 渡嘉敷 喜代子 さん

委 員 上 原 章 君

委 員 奥 平 一 夫 君

委 員 比 嘉 京 子 さん

委員外議員 なし

欠 席 委 員

なし
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説明のため出席した者の職・氏名

（参考人 （陳情第81号について））

沖縄県がん患者会連合会会長 田 名 勉 君

（補助者 （陳情第81号について））

沖縄県がん患者会連合会副会長 吉 田 祐 子 さん

沖縄県がん患者会連合会事務局長 上 原 弘 美 さん

沖縄県がん患者会連合会会計 安 里 加代子 さん

福 祉 保 健 部 長 奥 村 啓 子 さん

福 祉 企 画 統 括 監 當 間 秀 史 君

保 健 衛 生 統 括 監 宮 里 達 也 君

高 齢 者 福 祉 介 護 課 長 宮 城 洋 子 さん

青 少 年 ・ 児 童 家 庭 課 長 田 端 一 雄 君

医 務 課 長 平 順 寧 君

国 保 ・ 健 康 増 進 課 長 上 原 真理子 さん

病 院 事 業 局 長 伊 江 朝 次 君

県 立 病 院 課 長 武 田 智 君

県 立 病 院 課 医 療 企 画 監 篠 崎 裕 子 さん

中 部 病 院 副 院 長 宮 城 良 充 君

（補助答弁者）

警察本部刑事部捜査第一課次席 幸 喜 一 史 君

ただいまから、文教厚生委員会を開会いたします。○赤嶺昇委員長

乙第６号議案、乙第７号議案及び乙第８号議案の３件、陳情平成20年第41号

外113件、本委員会所管事務調査事項社会福祉及び社会保障についてに係る児

童虐待問題について、参考人からの説明聴取について及び閉会中継続審査（調

査）についてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、福祉保健部長及び病院事業局長の出席を求めておりま

す。

また、参考人として、沖縄県がん患者会連合会会長田名勉氏の出席をお願い

しております。
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まず初めに、参考人からの説明聴取について、陳情第81号がん対策推進条例

制定に関する陳情について審査を行います。

休憩いたします。

（休憩中に、参考人着席。その後、参考人から申し出のあった補助者の

出席について協議した結果、申し出のとおり出席を認めることで意見

の一致を見た ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

お諮りいたします。

参考人から申し出のあった補助者の出席及び説明につきましては、休憩中に

協議したとおり取り計らうことに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

休憩いたします。

（休憩中に、補助者着席 ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

参考人及び補助者の皆様、本日は御多忙のところ御出席いただきましてまこ

とにありがとうございます。

参考人等から説明を求める前に、委員会の審査の進め方について御説明申し

上げます。

まず、参考人等から御説明をいただいた後、委員から参考人等に対し質疑を

行うことにしております。

なお、参考人等が発言しようとするときは、あらかじめ委員長の許可を得な

ければならず、発言は、陳情の趣旨の範囲内で行うこととなっております。

また、本日は委員会が参考人等の説明を聞く場でありますので、参考人等が

委員に対して質疑することはできませんので、御承知おきください。

それでは、田名勉参考人から、陳情第81号について簡潔に御説明をお願いい

たします。

田名勉参考人。
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今現在、県民が人の命を尊重するヌチドゥ宝の精神に基づい○田名勉参考人

て、人を大切にするがん対策の推進に当たり、人と人が助け合うユイマールの

精神で、がんになっても助け合い、安心して暮らせる沖縄の現実を目指すお願

いをすることに当たり、去る平成18年にがん対策基本法が設立され、現在、全

国ではいろいろながん対策の取り組みがなされています。しかしながら、沖縄

県では十分な成果を県民の皆様にもたらしているとは言えません。今日、がん

が県民の死因の第１位であり、すべての県民が、自分自身、家族、友人ががん

になる可能性があり、もはや他人事ではありません。医学の進歩でがんの治療

成績は上がり、がんと共に生きる時代になりましたが、一方では、多くの患者

や家族が長期にわたり、ストレスや悩みを抱えているのも事実です。そこで、

沖縄県内の現在活動しているがん患者会、関連団体がお互いに手を結び、沖縄

県のがん患者が抱えるいろいろな問題の解決に取り組むため、平成22年４月18

日に沖縄県がん患者会連合会を立ち上げました。私たち沖縄県がん患者会連合

会を初め県内のがん患者、家族が充実したがん医療を受けるため、沖縄県がん

対策推進条例制定を希望したく、県議会並びに県知事への陳情をお願い申し入

れた次第です。きょうはよろしくお願いいたします。

参考人の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより参考人等に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

沖縄県がん患者会連合会ということで、みずからもがんにか○西銘純恵委員

かった皆さんが活動されているということですけれども、それぞれ病気が違う

かと思うのですよ。皆さんがやっぱり条例制定を求めるということは、いろい

ろ病気を患って、不都合があるとか、いろいろ治してほしいとか、足りないと

ころとかということがあってだと思っているのです。それぞれに一言ずつとい

うことでは短いかとは思うのですが、述べていただけたらと思います。

私は聞いてわかるとおり、喉頭を全摘出いたしまして、こち○田名勉参考人

らに気管孔が開いて、こちらの永久気管孔で息をしています。口は食べるのみ

です。ただ、今現在しゃべっているのは、食道活性法で空気を飲みこんで、げ
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っぷの要領で一瞬に声に切りかえているわけです。したがって、私がどうして

、 、この条例をお願いしたいかという意見は 医療関係も確かにそうですけれども

重複している医療がありまして、例えば、ある病院に行って病理検査するため

に切開します。終わって、紹介状をいただいて大きい病院へ行くと、また同じ

切開で病理検査と二重の経費とかが支払いされているわけです。そういったの

をどうしても考慮して、オンライン形式でそちらの資料をこのまま紹介した病

院になぜ持っていけないのか、こういったのも疑問点があります。短いではあ

りますけれども、まだまだいっぱいあるのですけれども、大体こういった大ま

かなことと言えます。

皆さんは、別々の病気だと思うのですが 。○西銘純恵委員 ……

沖縄県がん患者会連合会副会長の吉田祐子です。きょうは○吉田祐子補助者

このような機会をお与えいただきありがとうございます。私は、宇宙船子宮号

といいます子宮頸がん、子宮体がん、そして後遺症すべてを網羅する患者会の

代表もさせていただいております。私自身、子宮の全摘出、そして卵管とリン

パのほうを切除しております。子宮は人工がないです。人工を取りつけてら、

子供を生むということがもうできません。それでも、身体障害者扱いにもなら

ないのです。見た目は全然普通なので、心の痛みというものをどこに訴えてい

いのかわからずに家の中に引っ込んでしまう方が大変多いです。患者会をやっ

ていても、初めてこういう場所に来れました。まだ、患者会までは足を運べま

せんけれども、電話でお話だけ聞いてくださいですとか、メールアドレスのほ

うにいろいろな問題を訴えてくださる方々が一人ずつふえてきております。ま

た、離島のほうからも御連絡をいただいて―私たちは今、サロンという場所を

固定で持っておりません。ですので、頭を下げて、使えるところで月に１回定

、 、例会というのをしているのですが 離島から沖縄本島へおいでになられる方は

それに合わせて旅費を使ってというのはなかなかできないです。沖縄本島のほ

うに診察にいらしたときにお話を聞かせてくださいということでいらしたりす

るのです。本当に、私たち患者にとって、もちろん傷を治してくださるのはお

医者様なのですけれども、心の傷というものは24時間あるのです。特に、夜の

本当に寂しいときですとか、あと先日も、夜は御主人が一緒なのでいいのです

けれども、昼間がどうしても不安で仕方がない。この不安がどこから来るのか

わからなくて、どうしていいかわからないという方が患者会にもいらっしゃい

ました。そういうときに、一本、24時間つながる電話をかけられる場所ですと

か、そしてこれを時間制限なく24時間いつでも行って相談ができるところ、こ
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れも本当に病院ではなく、病院外で私たちが切実に求めているところなのです

けれども、ただ話を聞いてもらいたい。そしてそこから、本当の意味での医療

者への連携といいますか、どういうところに行ったらいいのかという、病院に

相談をする前のつながるパイプというのをとても必要性を感じております。そ

して、私はリンパ浮腫という後遺症を持っておりまして、これはリンパを切除

したり、放射線を当てた場合にリンパ節のほうが傷つきますと―私たちの場合

は足になるのですけれども、液体が下のほうに流れて、そのまま上に、自分で

上がってこないものですから、こうして座っている間にもぱんぱんにはれてい

くのです。これは明らかに後遺症だとわかっているにもかかわらず、病気認定

。 、 、をされておりません 今のところ 私たちは治療法という確実なものがなくて

マッサージ、リンパトレナージュというのを受けることができるのですけれど

も自費になります。本当は毎日でも受けたいのですが、１回１万円かかるので

す。そして、まだ沖縄の中では、これができる方がとても少なくて、本当でし

たら内地の病院とかにも行きたいです。本当は、こっちにそういうお医者様が

いらしたり、医療の場所がふえて保険適用になったりするのが一番望ましいの

ですけれども、そういった同じ国民でありながら均等の治療が受けられないと

いうことにとても憤りを感じておりますし、悲しさを覚えております。子宮が

んで亡くなる率は、沖縄県は大変高いです。心とそして傷を同時にいやしてい

ただけるような治療、そして話をする場所というのをつくっていただくために

もこの条例のほうをぜひ制定していただきたく願います。

私は、沖縄県がん患者会連合会事務局長をしております上○上原弘美補助者

原と申します。私は６年前に乳がんを患いまして、これまでに２回、右と左両

側の乳がんを経験しております。私は当事者でもありますし、あと看護師とい

う医療現場でも働いておりました。そこからすごくいろいろなことを感じて、

この５年間、がん患者会の活動をさまざまな角度からやってきました。乳がん

は、比較的治療というか、手術自体が軽く、元気な方が多いのですが、在日数

がすごく少ないです。どんどん少なくなっていって、今では１週間以内、もう

入院して四、五日で退院するような形になっております。私たちがん患者は、

、 、 。告知を受けて 検査をして 手術に至るまですごくさまざまな葛藤があります

心の準備もないまま入院をして、手術をして、四、五日で退院と。退院してそ

、 。の後は外来の通院になるのですが 外来で通院をしながら家から通うわけです

そうしたときに、だんだん予後というか、これから先の将来に関しての不安が

すごく出てきたりですとか、手術後のさまざまな後遺症だったり、副作用とか

に悩まされてくるのですけれども、そういったときに術後のケアというものは
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すごく大事なのですけれども、今、病院自体がすごく疲弊しておりまして、医

者も、看護師も、医療スタッフの方たちもすごく忙しくてなかなかそういった

。 、ケアまでは十分に行き届かない現状があります そういったところを補うのが

がん患者会の役割なのですけれども、そのがん患者会の中でも、やっぱりすご

く限界があるのです。同じ当事者同士が悩みを分かち合ったりとか、支え合う

―ペアサポートですとか、ペアカウンセリングと言われていますけれども、そ

ちらはすごく重要な部分でもありますけれども、なかなか当事者だけでは解決

できなかったりですとか、サポートする側も患者になりますので、すごく精神

。 、的な負担が大きくなったりとかしてきます それで結構つぶれちゃうというか

負担になってきてしまう方がいっぱいいまして、それは私もたくさん見てきま

した。そこには、どうしてもやっぱり患者会だけでは補いきれない部分があっ

て、それをサポートしてくださるのがやっぱり医療の現場の方たち、それでも

補いきれない部分がすごくいっぱいあるというのが、この５年間、活動を通し

てわかってきました、自分の体験を通して。地域社会ですとか、全体でがん患

者とか家族の方を支えていくようなシステムがない。治療は病院に行けばでき

るのですけれども、それ以外のケアがなかなか不十分というか、包括的にサポ

ートするシステムがどこにもないというのが現状でして、それは社会全体でそ

ういった方たちを支えていかなければいけないと思っていたのですが、ではそ

れをだれがやるかとなったときに、やっぱり患者、当事者でも無理ですし、医

療者でもいろいろな限界があります。個人ではなかなかそれはできない部分な

ので、そこを県が指導していただいて、リーダーシップをとっていただいて、

みんなをまとめてよりよいがん対策を進めていくのが一番理想的な方法なのか

なと思っていますし、そこにはやはりこういったがん条例というものがありま

すと。変な話ですけれども、やらざるを得ない状況からのスタートでもいいと

思うのです。そこから、皆さんそれぞれの立場の方たちが集まって、いろんな

意見を出し合って協働していく。そこから意識改革が始まっていくのかなと私

は思っております。

私は、沖縄県がん患者会連合会で会計をさせていただい○安里加代子補助者

ています。遺族の立場でかかわらせていただいているのですけれども、今、お

話があったように、がん患者―実際に闘病なさっている方の大変さは、今のお

話があったように十分おわかりになったかと思うのですけれども、大事な家族

を失うということはまた大変つらいことなのです。私の場合は、パートナーを

亡くしたり、妹を亡くしたりしたこともありまして、家族を失うことの苦しい

ところが今のかかわりとなって手伝わせていただいているのですけれども、大
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きな問題は、がん患者当人が今苦しい思いをしながら闘病しているということ

に加えて、やっぱり看病をする側も、健康状態に合わせて一喜一憂するのがそ

のままもろに伝わってくる、こういうところがあります。それから大きなこと

は、放射線だとか、がん特有の病気に使われる治療というのは、かなり高額な

医療費を要するのですよ。そういうときに、治療している当事者にとっても、

それを家族に負担をかけるのに苦しい思いをしていますし、家族としてもでき

るだけ十分な治療をさせてあげたいというためには、それなりの治療費を覚悟

しないといけないのですが、その分をどうやって自分たちの生活の中から出し

ていくかというのも、とても大きな問題なのですよ。加えて、亡くなりました

ら、今度は亡くなった後の自分の心の痛み、そういうものをどこでいやしてい

けるものなのか。それも―闘病しているときも大変ですけれども、大事な人を

失ったというその後の苦しみとかつらさというのは、どこかで何かをしていか

なければ自分の人生が新しくやり直していけない部分もあったりして、そうい

う思いで苦しんでいらっしゃる方もいるわけなのです。ですから、先ほどサロ

ンの問題も出ましたけれども、どこかで自分の気持ちをいやしていただける部

分、それからお互いに共有できるところの話ができる部分。那覇市にがんケア

サロンというのができたのを御存じだと思うのですけれども、私は２日目に行

きましたら、やっぱり向こうではがん患者当人もとても大変で、どこかで話し

したい、同じ思いを共有したいという方もいらっしゃるし、それから遺族や家

族の方たちからも問い合わせの電話が殺到していますと。２日間の間にもう十

五、六件も電話が入っているのですよとおっしゃっていたのです。そういうの

も含めて、やっぱり経済的なものは、ほかの人に頼ることができませんので、

自分たちで何とかしなければいけない部分もあります。沖縄の場合には、特に

またこちらからもありましたけれども、セカンドオピニオンを求めたいと思っ

ても、すぐこの場にあるわけではないし、どうしても治療には遠くのほうに行

かないといけない。そのためにもまたお金がかかるわけですし、いろいろな意

味でがん条例ができるということにすごく期待をしないことには、私たちが持

っている思いというのは少しずつでもいいですから変わっていかないのではな

いかということです。

ほかの方もいろいろな声を聞いていらっしゃるとは思うので○西銘純恵委員

すが、県はがん条例制定に関して、沖縄県がん対策推進計画アクションプラン

があると。それと、沖縄県保健医療計画があるので、それに基づいてやれてい

るというようなことも言うのですよ。それと、皆さんが求めているこのがん条

例の制定ということの関係で述べていただけたらと思います。
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まず、県のほうでこのがん対策基本法が制定された。他都○吉田祐子補助者

道府県では対策推進委員会というものが発足いたしまして、それには患者、家

族、関係者という形で―患者、家族、遺族、この３名がほぼ必ず入っているの

ですが、沖縄県の場合は委員の中に入っていないのです。そして委員に入って

いない中で沖縄県がん対策推進計画アクションプランのもとというのをつくっ

ています。そういうことからしても、大変中身が当事者の意見を反映されてい

ない、そういう形で私たちの気持ちがどう反映していくのですかというところ

からこういったものに発展していったものなのですけれども、なかなか県の方

―これは沖縄県だけではないのですけれども、やはり異動とかも多いから仕方

ないところもあるのかなと思ってはいるのですが、もとにないからやりません

ですとか、いろんな案を出しても、今までにそれは例がないからという形で簡

単に返事をされてしまうのです、だめですと。だめではなく、ないからやって

くださいという形でお願いをしていくところで今回も始まっていますが、特に

今、私は普及啓発部会のほうで子宮がんも含めて教育を絡めていかなければ、

特にこういった子宮頸がんは、ＨＰＶウイルスということもあって普及という

のは難しいだろうということで学校単位で普及啓発を始めているのですが、こ

れも県の方にお願いをして、教育委員会に手をつなぐ形でお願いできないかと

いうことで打診をしたのですけれども、やはり簡単に頭を縦に振ってくださら

ないのです。書類は一緒に協力はできるでしょうと。でも、それをするために

は時間がかかりますよと。書類を何枚も出して、早くても２年先ぐらいになる

でしょうというようなことを、またこれも簡単に言われてしまうのです。それ

をして待つのと、普及啓発部会として事を進めてそれが進んでいくのと、どっ

ちの進行が速いでしょうかというところで、今回、普及啓発部会という形で―

今回は高等学校にあててなのですけれども、すべての高等学校に対して子宮頸

がんの資料をお配りして、そしていろいろなポスターですとか、ロゴマークな

どの公募をして、自分たちにも興味を持っていただいて、そこからがんという

ものを知ってもらおうということを始めています。こういうことも本来でした

ら条例というものができて、そしてそれぞれの義務ということを認識していた

だいて、私たちも認識してですけれども、教育委員会も自分たちがやらなけれ

ばいけないという思いを本当に持っていただいて県民の命は本当に宝だと思う

のです。やっぱりこれからの子供たち、そしてがんになっても、私たちも笑顔

で過ごしたいのです。そういうためにはやっぱりみんなで、それぞれの立場で

できることで手をつないでよくしていかなければいけないのではないでしょう

か。前例がないからできないということで、一蹴してしまわれるような公的な
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ところこそこうした条例というものができて、そしてこういうものをもとに考

えて、みんなで何ができるか、一つのことをつくっていきましょうということ

のためにも、私は条例というのはあるべきではないかなと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

桑江朝千夫委員。

１点だけ教えていただきたいのですが、がん患者であった○桑江朝千夫委員

とか、そういうことが理由というんですか、それでこうむった不利益とか、普

通であれば通ることも通らなかったとか、がんを患って完治したにもかかわら

ずそういうことがあるのか、ちょっと具体的にそういう例がありましたら教え

ていただけますか。

私自身、職も失っております。後遺症ということもあるの○吉田祐子補助者

ですけれども、とても元気なんです。しゃべるのとかも元気ですが、体力を使

う仕事であったことと、こういう活動をしていてやはり名前ですとか、写真で

すとか、自分が出ていかなければいけない、当事者が出ていかなければいけな

いということで活動しているので、特にだと思うのですけれども、ちょっと人

命を扱う仕事をしていたもので、やはり安心して任せられないという形で、実

際に体力的には全然大丈夫ですが、ただそういったことで仕事を失っていたり

します。私は体力的なことでということなのですけれども、ほかにもがんとい

う言葉の響き自体でがんイコール死ととらえる方がまだまだ多いです。ですの

で、２人いて同じ能力の社員にお金を出さなければならないとなったら、がん

レッテルイコール先がない人にお金を払って教育をするよりはこっちの健康な

人にということで、どうしても復帰をしても居づらい、それでだんだん仕事が

減らされていってやめてしまうという方がとても多いです。大変悔しい思いを

しております。そして、先ほども申し上げましたが、私たちは子宮がんという

ことで子供が産めなかったりですとか、ＨＰＶウイルスというのがまた広まっ

ているのもありますけれども、まだまだ偏見の目がございまして、男女関係が

すごく多かったからそういう病気になったのだとか、子供が産めない嫁はうち

にはいらないということを実際に私の友人は言われたということで、沖縄を出

て内地のほうに引っ越して精神科に通っていますという友人がおります。どう

しても狭いですよ。隣近所仲がいいといいますか、親族も仲がいい。これがま

た離島に行くと余計ですけれども、がんイコール魔術的にとらえているところ

もとても多いのです。悪いことをしたからがんになったという思いを持ってい
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る方が実際にまだまだいらっしゃいます。ですので、こういった偏見の目とい

うのを解いていくためにも本当にインフルエンザと同じような感じで、２人に

１人は今はなる病気です。そして、正しい治療をしていけば完治もしますし、

そして存命もしていけるということを普通の形で訴えていくためにも、県の条

例としてやはり当たり前のことというのにしていかなればいけないのではない

かなと私は考えております。

私は乳がんなので、やはり女性の患者が多くて、よく耳に○上原弘美補助者

する言葉が先ほど吉田祐子副会長も言っておりましたが、がんに対するイメー

ジというのがすごくマイナスな部分でとらえられてしまいますので、患者のお

子さんがいじめられたら困るからということで、周りにないしょにしている方

が多いのです。周りに、本当に自分の家族だけしか知らないという方も結構い

らっしゃっていて、その中でその方たちはがん患者会の中に集まるとすごく元

気になるのですけれども、でもそれは生活の中の一部ですので。あと社会に出

たときは一人で孤独で戦っているのです。それはやはり、まだまだがんのイメ

ージが余りよくないというところがありますので、がんになっても元気で過ご

せますし、何も変わりはない。やっぱりそういった偏見の目がまだまだ根強い

部分がありますので、その辺も社会の意識を変えていく必要がありますし、そ

れは私たちがん患者会だけの力ではどうしても弱い部分がありますので、本当

に今、六位一体と言われていますので、六位一体で力を合わせて、がんに対し

ての意識を変えていくのも一つだと思いますし、そういう意味では条例があっ

てこそのものにもなっていけるのではないかなと考えております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

渡嘉敷喜代子委員。

沖縄県がん患者会連合会が立ち上げられたのは、ことし○渡嘉敷喜代子委員

の４月ですよ。今、会員というのは何名ぐらいいますか。

各がん患者会の団体が正会員として登録していきますけ○安里加代子補助者

れども、その正会員の数が今６つあります。これはがん患者団体が、その代表

で１人ずつ出てきますけれども、それが６つです。あとは、補助会員として32

名ぐらい。補助会員というのは個人で、がん患者であったり、あるいは家族で

あったり、遺族であったりする方たちが沖縄県がん患者会連合会の趣旨に賛同

して会員となってくださった方たちです。賛助会員というのは企業だとかです
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けれども、そこが今２つです。

正会員が６つの団体を代表しているということですけれ○渡嘉敷喜代子委員

ども、その６つの団体のそれぞれ個別の会員というのはどれぐらいいますか。

私たち沖縄県友声会の会長も、今、私が務めさせていただい○田名勉参考人

、 、 。 、ていますけれども 私たち沖縄県友声会の会員は 今現在129名います 実際

、 、沖縄県友声会は全体で約270名ぐらいいるとは聞いているのですけれども 今

食道発生、あとは人工器を入れてというのがありますけれども、こういった習

得をした方々は社会復帰したりして、うちの沖縄県友声会のほうから卒業とい

うことになりますので、先ほど言ったとおり、今、正会員が129名、沖縄県友

声会はいます。

私の宇宙船子宮号のほうは、ことしの４月９日に成立した○吉田祐子補助者

ばかりの会ですので、今、役員として５名が会員、そして定例会を月に１回し

か今のところできていないのですけれども、そちらのほうにおいでになられた

り、お問い合わせがあったり、電話やメールなどで御相談という形でいただい

ている方が10名ほどになります。あとはブログのほうもやっていますので、そ

ちらは多数の方が読んでいただいているかと思いますが、これからという形で

会員がふえていけばというところです。

私のほうでは、沖縄がん患者ゆんたく会というのをやって○上原弘美補助者

おりまして、こちらは会員登録制ではないのですが、そちらの会に参加をされ

ている方でこれまで100名以上の方が参加をされています。どんどん人数的に

もふえてきておりまして、あと、ほかにオストミー協会ですとか、ほかの会も

ありますので、少なくとも400名近くの方たちが正会員の下にいるという形に

なっております。

沖縄県では直腸がんも多いと聞いていますけれども、そ○渡嘉敷喜代子委員

の人たちのことはわかりますか。

直腸がんの方たちは人工肛門を使っていらっしゃる方た○安里加代子補助者

ちになりますけれども、オストミー協会というものがありまして、そこの連合

会も正会員として私たちの会員に入っていらっしゃいますが、こちらは150名

ほど登録されていると伺っております。
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がんになったら完治ということではなくて、どうしても○渡嘉敷喜代子委員

ずっと薬を飲んでいかなければならないという、もう一生飲んでいかなければ

いけないということを聞いているのですよ。そういうことで、本当に何でも手

術してしまえばそれで終わりではなくて、がんに限ってはずっと生きている間

。 、 。は薬を飲まなければいけない あるいは 定期的に治療をしなければいけない

検査を受けなければいけないという、そういう状況がずっと引きずっていくわ

けですよ。それだけに、患者に対しての医療費の負担というのはとても大きい

と思うのですよ。一番大きな悩みはそこかと思うのですが、そのあたりがやっ

ぱり医療費のこういう問題が大きな原因だと思うのですよ。皆さんの相談の中

で、やはり精神的なことが多いのですか。やっぱり経済的なものもかなり相談

があると思うのですけれども、どうでしょうか。

私は、がん自体は今のところ完治といいますか、再発です○吉田祐子補助者

とか、転移はしていませんけれども、先ほどもお話ししましたように後遺症と

いうことで一生抱えなければいけないという病気を持っております。そして、

仕事を失っているということで、今は生活保護を受けているのですけれども、

。 、こちらのほうも働きたいのですけれども実は片耳も聞こえないのです なので

ついかがんで皆さんのお声を聞いてしまうのですけれども、本当に日本の中の

決まりといいますか、こうして足がぱんぱんにはれて炎症を起こして、実は先

週も熱を出したりしてしまっているのですが、それでも身体障害者扱いとかに

もならないですし、そして沖縄に住んでいながら生活保護を受けていると車を

持てません。沖縄本島中部地域に住んでいるのですけれども、移動するときに

バスで病院に行ったりとかするときにも、バスに乗っているだけでもまた足が

痛くなってしまったりするのです。本当に経済的なことでも、やはり交通費も

そうですし、これは個人的なことなのですけれども、高校生の娘を母子家庭で

持っているので本当に正直に言って今も家賃滞納という状態です。そういうと

ころに、がん患者で困っているからといって、公共のアパートとかを優先的に

回していただけるということはもちろんないですし、なかなか３万円以下のと

ころに引っ越すようにと言われても、３万円のところで今の荷物を引っ越せる

ところがないとか、自分で引っ越すには本当に今経済的にないです。引っ越し

の費用さえもない。そして、やっぱり気持ちよく治療を受けるには東京都とか

に行かなければいけないけれども、そこに飛んだり、そしてその病院で受ける

―県外では受けられないのです。証書を出していただけなかったのです。先日

も、東京都でがんサミットに行くので、自分の主治医が東京都なのでそこで治
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療を受けたいということを福祉保健部のほうに訴えたのですけれども、県内で

なければ生活保護者は治療はだめだと言われまして、せっかく主治医のところ

でリンパを診てもらえるところがあるのに行けないという悔しさ、お金を払っ

ても行けないし、ではそのお金自体も稼ぎたいけれども本当にないという。だ

、 、からそういう意味でも このサロンというのを先ほどから申し上げていますが

私たちでできるということが反対にあると思うのです。こういった体験ですと

か経験を生かして、だからこそ今苦しんでいる人たちの気持ちが、多分一番わ

かると思います。そういうことで、これは本当、医療者の方ですとか県の方々

のお力もおかりして、ペアサポートという形で要請ということで、私たちが話

を聞くという形でサロンの中にいて、そしてそれがうまく就労という形にもな

っていって、いろんなことが回っていくようになれたら一番すごくいいことな

。 、 、のではないかなと思っています 例えば 先ほどの24時間の電話対応ですとか

がんハウスというものができたらいいと思っているのですが、一軒家とかがあ

って、24時間だれかしらがそこにいて、離島からとか、治療を受けに来た方と

か、家族の方とかがそこにちょっと泊まったりとか、あと、夜にぶらっと車で

来て話をしていく場所とか、そこにいることによってそれが仕事にもなってい

くというような、それが上手に回っていけば、反対に私たちだからこそできる

仕事ということで、がんになったこと自体プライドを持って訴えていけるので

。 、 、 、す そうしたら 今 がんということで後ろめたい思いをされている方たちも

自分たちだからこそ、これを経験したからこそできるという、そういった形で

本当に輝いて生きていけるのではないかと思います。ただ、これは本当に私た

ちだけの力ではできませんし、やはり皆様方のお力もおかりして、県民全員で

一緒になって、弱い者、強い者というのをなしに、皆が平等にいろいろな形で

手をつないでできるためには、こういった条例のもとに、それぞれの立場です

てきな時間を過ごせるような形になっていったらうれしいなと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

きょうはどうも御苦労さまでございます。皆さんの思いとい○佐喜真淳委員

うか、そういうものを重々感じとったような気がいたしますが。特に政府が平

成18年にがん対策基本法を制定し、その翌年に施行されたのですけれども、い

わゆるがんの死亡者というのが全国の中でも１位になってきていると。今後、

男性は２人に１人はがんで亡くなるだろうと言われているし、女性も３人に１

人はがんで亡くなるだろうということで、そういう背景の中でがん対策基本法
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ができたと思うのです。それを受けて、いろいろな都道府県で今、がん条例が

制定されております。当然、沖縄県においても、そういう趣旨で皆様からの陳

情だと思いますので、若干その背景も含めてですけれども、簡単でよろしいで

すから、がん条例ができて、皆さんは各都道府県の勉強も含めてやっていると

思いますが、がん条例ができることによってどう変わっていくとか、あるいは

どの県のがん条例はこういうことをされて、逆に言うと、その県の県民ががん

に対する認識とか、あるいは先ほど言ったがん患者のケアとか、あるいはがん

登録の問題等もあるのですけれども、そのあたりを少しかいつまんで説明して

いただければありがたいですけれども。

他都道府県の例を挙げさせていただきますと、高知県のほ○上原弘美補助者

うではがん条例ができてから、県から患者会に委託をされて、予算が年間700

万円とたしか聞いております。予算がおりて、相談センターというのが設置さ

れましたが、これは病院外の場所で相談センターという形になっております。

今は県内でも拠点病院の中には相談センターがありますけれども、なかなかそ

こに行きづらかったりとか、変な話、病院の中では言えないことだったりとか

というのもあったりするのです。そういった場合に、やっぱり病院の外にある

というのは一つ大きなポイントでもありますし、患者会のほうに委託をされて

いますので同じ当事者、ペアサポート的な支援もできるというのと、あとはそ

こに県から予算がおりておりますので、雇用の部分でも排出できているかなと

思っております。そこにかかわっている方のお話ですと、やはりそれができて

からたくさんの方からの相談がひっきりなしに来るということで、本人自体は

すごく大変なのですが、やっぱり相談に来られた方たちにとってみれば、そこ

ができたおかげで生きる力を取り戻せたりとか、希望が出てきたりとかという

お話はよく聞いております。

当然、各都道府県が今、がん条例に向けて幾つか―８都道府○佐喜真淳委員

県から多分また２つできるのかな。そうすることによって、その都道府県によ

ってがんに対する認識とか、取り組みとか、やっぱり温度差が出てくると思う

。 、 、のです 沖縄県は こう沖縄県がん対策推進計画を立てているのですけれども

先ほど、皆さんの中では、そこに携わって議論もされていないというお話もご

ざいました。これは行政がしっかりした対策としてやるべきだと思いますが、

、 、 、 、今年度の予算は 実は 県は増額されているのですけれども １つ残念なのは

女性の健康支援対策事業というものが事業仕分けで廃止になったのですよ。相

談が一番大切ながんそのものが実は1000万円近くだった。ことしになってちょ
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っと事業仕分けでなぜか廃止になっていて、これは逆に言うとがん対策に対す

る一つの後退だと思うのですよ。ただ、これは少なくとも、皆さんの趣旨はが

ん条例をつくっていただきたいということだし、これは目標ではなくて、ある

種目的達成のため―いわゆるケアとか、あるいは相談窓口、サロン、そういう

ものを設置することによって、行政、あるいは民間、そしてがん患者会、そし

て遺族会、あるいは我々県議会も含めてなのですけれども、そういうのが連携

して沖縄県のがんの対策というのを十二分に拡充するというのが一つの目的だ

と思いますし、当然、きょうはまた福祉保健部のこの陳情に対して議論をする

と思いますので、ある意味これから皆さんはこのがん条例に向けて横の連携と

かいろんな角度からやっていくのだと思いますが、１つ確認したいのは、がん

条例をつくるのは大切なのですけれども、今何が一番必要か。端的にどう思い

。 、 、 、ますか 今 段階的に優先順位はつけられないのですけれども サロンなのか

あるいは条例はまだ時間がかかるかもしれないですけれども、皆さんの中で何

が一番必要なのか。

それぞれの立場によって順位は変わってくると思うので、○吉田祐子補助者

全体としてということであれば、やはり24時間のホットラインが受けられる、

、 。 、そして電話だけではなく できれば対面と両方です 電話でないと話せない方

反対に電話だけだと伝えられない方というのがいらっしゃいますので、対面で

もできれば24時間対応であったりですとか、同じ場所で相談ができたり、そし

てそこから次に進めるようなサロンという形になるかと思います。そしてその

ための、私たちもここまでは踏み込めるけれども、これ以上踏み込んではいけ

ないということがあるのです。やはり医療者ではないので、素人がそこに入っ

て薬のことですとか、健康食品のこととか、そういうのを自分の考えで進めた

りするということは絶対にやってはいけないことなのです。こういうのは何も

知らずに、ただ過剰して話をしていると。自分の経験を話ししながら進めてし

まうおそれがある。そういうことでピュアサポーターの養成というのを同時に

やっていただければ、私たち患者の目線としてはありがたいと思います。

当然、まだそういう意味からすると皆さんの思いというもの○佐喜真淳委員

が、条例、あるいは行政とのタイアップというのは、まだ初期の段階だと思い

、 。ますけれども どうぞこれからも頑張っていただきたいと要望して終わります

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

翁長政俊委員。
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沖縄県がん患者会連合会と県との話し合いというのは、どん○翁長政俊委員

なふうに進んでいますか。実は、国がつくったがん対策基本法を受けて、県は

その条例の必要性を認めているのですよ。条例は２つありまして、県が行政か

ら出してきてつくれる条例と、ここが遅ければ県議会側から上げていってつく

る条例の２つの道があるのですよ。今、皆さん方はこの県議会側から上げてい

ってほしいという陳情を出しているのですよ。県側の対応が、必要性を認めな

がら皆さんが今取り組んでほしいと思うことを行政側が十分に拾っていないと

私どもは受け取っているのですけれども、皆さん方の話し合いはどんな形で進

んでいますか。

実は、去る６月28日に、私たち主催で座談会という形で、○吉田祐子補助者

同じ目線で一緒に話をしたいということでお声をかけたところ、県議会からも

佐喜真委員にもいらしていただいたのですけれども、あとは医療のほうからは

事務の方がいらしていただいたり、あと県民の方も遠いところから駆けつけて

くださいましたが、行政の方だけが御都合がつかずいらしていただけなかった

のです。そのことも相まって、私たちはまた県のほうに伺いまして、とても残

念ですということで―また沖縄のそこがいいところなのですけれども、割と行

けば本当に話を聞いてくださるということでして、足を運んであいさつしにき

ました。近くまで来たのでとお声をかけるようにしていまして、６月28日の後

にも伺ってまいりましたら―その以前にも何度か伺っていたものですから、そ

この班長の方が反対にあちらから呼んでくださいまして、サロンのこととかど

うなっているのということで、何と私たちのほうに今度声をかけてくださった

のです。どのあたりがいいのとか話をしてくださって、今週中にお話をしたい

ということでお電話をいただいておりますので、また今週中ごろに県の方とも

お話をしにいく予定です。本当に少しずつですけれども、県議会の先生方もそ

うですが、こういう場を与えていただいたりですとか、少しずつ何かは動いて

いるのかなという段階かなと思っております。

行政側が皆さん方の実情みたいなものをしっかりと把握する○翁長政俊委員

必要があるということが１つと、ここで沖縄県がん患者会連合会の皆さん方と

しっかりとしたテーブルをつくってもらえたら特にいいだろうと思っているの

だけれども、ここの部分が欠けているとすれば、議会側からも行政側にアプロ

ーチしていって、こういう場所をつくって意見を聞くチャンスをもっと広げて

くれという要請が１つですよ。他都道府県の事例を見ても、県議会側から上げ
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ていって遅まきながら五、六県ぐらいが条例を制定したということですから、

県議会側もこの問題については、もっと皆さん方とのテーブルをつくる必要も

あるでしょうし、行政も入れて三者で、本来であればがん条例の制定に向けて

の動きを加速していくことが皆さんの願意にかなっているのかなという感じも

しておりますので、私どもも行政側を含めて、皆さん方の意見が取り入れられ

るようなチャンスをつくる拡大をやっていきますから頑張ってください。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

先ほどの経済的な負担が非常に大変だということを感じたの○仲村未央委員

ですけれども、基金とか、無利子とか、無担保とか、そういった何か利用でき

るものというのはあるのですか、全くの個人ですか。

、 。○安里加代子補助者 今のところ そういうものに関しては全くございません

ですから、条例ができたらその辺のところもうまいぐあいに何とかやっていけ

るのではないかなと期待しているのです。先ほども出ましたけれども、抗がん

剤とか、放射線とかというのをがん治療として必要なものとして受けた場合に

は、最小の請求額が100万円を超える単位で請求されてくるのです。がん患者

の方たちの話の中でもよく出るのが、そういう経済的負担で、高額医療費の補

助もあるのですけれども、それを十分に御存じの方は、その辺のところをやっ

ても、それでも七、八万円ぐらいは月々出ていくわけです。ですから、今さっ

きの基金とか、何とかというのも本当に大事なことですし、実際には家計の分

までかなり負担が及んできているということもありますし、そのあたりもすご

く切実な思いとして伝えていきたいところです。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

以上で、田名勉参考人等に対する質疑を終結いたします。

この際、委員会を代表して、参考人等に一言お礼を申し上げます。

本日はお忙しい中にもかかわらず、長時間にわたり貴重な御説明をいただき

心から感謝いたします。
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本日拝聴いたしました内容等につきましては、今後の委員会審査に十分生か

してまいりたいと思います。

田名勉参考人、補助者の吉田祐子さん、上原弘美さん、安里加代子さんあり

がとうございました。

以上で、参考人等に対する説明聴取を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、参考人等退席。説明員着席 ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次に、本委員会所管事務調査事項社会福祉及び社会保障についてに係る児童

虐待問題についての審査を行います。

ただいまの議題について、福祉保健部長の説明を求めます。

奥村啓子福祉保健部長。

それでは、去る５月に沖縄市において発生した虐待○奥村啓子福祉保健部長

による乳児を被害者とする傷害致死事件について、概要及び関係機関の関与の

経緯等を御説明します。

なお、今回は、６月７日に御説明した内容について、その後の状況等を踏ま

えて追加した部分がありますのでその部分について御説明したいと思います。

まず、事件の概要につきまして、配付しております資料の１ページ目の中ほ

どに下線で示しておりますが、加害者である父親について６月22日に那覇地方

検察庁が傷害致死罪で起訴しております。

続きまして、関係機関の関与の経緯について、資料の２ページ目の④を追加

しておりますが、４月下旬に県立中部病院救急救命センター及び小児科におい

て本児を診察しております。

なお、これらの関係機関からの情報収集等につきましては、引き続き、コザ

児童相談所を中心として進めており、今後の検証作業の資料としていくことと

しております。

概要、経緯に係る追加内容は以上となっております。

続きまして、今後の対応等につきまして、新たに項目を追加しておりますの

で御説明します。

まず （１）の当面の対応ですが、再発防止のためには検証を待たずに早急、

に取り組むべき事項もあると考えており、以下にその取り組みを記載しており

ます。まず、１点目に、パンフレット、リーフレットの作成・配布等を行い、
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県民向け、関係者向けの啓発に取り組んでまいります。２点目として、医療機

関用子どもの虐待対策マニュアルを更新し、医療機関への配布、周知を行って

まいります。あわせて、７月に開催します県医師会との連絡会議においても、

虐待の早期発見や児童相談所等との連携について協力依頼を行うこととしてお

ります。３点目に、こんにちは赤ちゃん事業などの実施を通じて、児童福祉と

母子保健の連携強化について、県及び各市町村における取り組みを進めてまい

ります。

次に（２）の検証作業ですが、本事案は、児童虐待重大事例として児童虐待

の防止に関する法律に基づく検証を行う必要があり、７月から８月にかけて検

証作業を行う予定としております。検証作業は、沖縄県社会福祉審議会児童福

祉専門分科会審査部会において行うこととなっており、検証によって問題点の

指摘や改善事項の提言が行われることとなるため、検証後は、提言の実施に向

けた取り組みを行ってまいります。

また （３）については、本会議でも答弁したところですが、県レベルでの、

要保護児童対策地域協議会の設置を行うこととしております。児童虐待防止対

策につきましては、児童にかかわる幅広い機関のネットワークの構築が必要で

あり、既存の市町村単位の協議会に加えて、県レベルの機関で構成する沖縄県

要保護児童対策地域協議会の設置に向けた作業を行ってまいりたいと考えてお

ります。設置に向けた当面の作業としては、既存の連携体制である県警察本部

との連絡会議を母体として、福祉、保健、医療、警察、教育などの機関を中心

とした行政連絡会議を立ち上げることとしており、同連絡会議において協議会

設置に向けた検討等の作業を進めてまいります。

以上で、説明を終わります。よろしくお願いします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、児童虐待問題について質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

資料の２ページですが、新たに追加された報告で、県立中部○西銘純恵委員

病院の件を触れておりますけれども、４月下旬の診察の状況の報告をしてほし

いのですが。
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中部病院での診療経過について御説明いたします。４○武田智県立病院課長

月20日に両目周囲のあざ、鼻出血の症状で、午前０時25分に救命救急センター

を受診しております。母親の説明によると、４月18日に大泣きして目がはれて

いた。４月19日朝には目があざになり、夜中に左の鼻血があった。医師はその

時点で、鼻出血が原因によるもの、紫斑は湿疹によるものと考え、同日朝、小

児科外来を受診してもらうことにしました。４月20日午前９時、小児科外来を

受診しております。母親の説明によると、４月18日の夜に大泣きし、４月19日

の朝から目、まぶた周囲が黒っぽくなった。何が原因なのか心配で救命救急セ

ンターを受診した。左の鼻から鼻血が１回出たということです。診察したとこ

、 、 、ろ打撲もなく 目の周囲以外に紫斑や点状出血はない 症状も軽快傾向であり

他部位に出血しやすいところを疑わされる症状はないということで、次週、再

度フォローすることで帰宅しております。その後、再診には来ていないという

状況です。

３カ月児ですよ。その小さい子が左鼻血とか、両目に出血と○西銘純恵委員

かいう、この症状からして、素人でもというのですか、医者以外でも外圧とか

考えるのではないかなと思ったのですが。救急で午前０時25分、翌朝は小児科

の専門の先生が診たのでしょうか。

この患者は、おっしゃるように目の出血とかそう○宮城良充中部病院副院長

いう形であれば素人でも確かにわかるのですけれども、そういう症状はカルテ

の記載上は本当にうっすらとしたようなものだったようです。実際、この患者

の診察に当たっては、まず最初に受け付けをするナースのほうでチェックをい

たします。その時点で、患者の状況は全く安定しております。ですから、救急

というよりはむしろ安定をしているので、では目の周囲のうっすらとした出血

斑と申しますか、そういうのは何だろうということで考えて検査をして、救急

ではとりあえず問題はないだろうと。でも、やはりそういうのがあるのであれ

ば、小児科外来でチェックしてもらう必要があるだろうという流れでやってお

ります。確かに、その当時大きな外傷、そして出血が大きいものであれば、本

当におっしゃるようにドクターであればだれでもわかると思いますけれども、

残念ながらそういう状況ではなくて、その後、我々の検証した中では、やはり

無理だったのではないかなという感じはいたしております。

発見するのは無理だったのだろうなということで今受けたの○西銘純恵委員

ですけれども、検査をされたというのはどんな検査でしょうか。
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一応、鼻の出血がございますので、目の周囲の出○宮城良充中部病院副院長

血の跡という形であれば、一番考えられるのは出血傾向といって、いわゆる血

液の疾患を疑いますので、そういう形の検査。特に救急室ですから、たくさん

の難しい検査はできませんので、例えば貧血がないかどうかとかそういうのを

チェックいたしました。

レントゲンとか、そういうのはやらないのでしょうか。うっ○西銘純恵委員

すらと痕跡というのでも乳幼児の場合は、繰り返されている虐待については、

やっぱりしっかりと検査をしたら見ることができるということもあって、その

ときだけではなくて、過去の対応についても丁寧に診るということも含めてあ

ると思うのですよ。そういう意味では、レントゲンとかやっておけば、もしや

っていれば発見できたものなのかどうかもお尋ねします。

確かに、虐待ということが前提であれば、そうい○宮城良充中部病院副院長

う検査は一通りやらざるを得ないと思います。ところが、私どもの病院の救命

救急センターには実に１年間に１万1000人の子供が訪れます。そういう方に、

全例そういう形でレントゲンを撮ったりすると、ほかの検査をするとなると、

とてもではないけれども医療をなせない状況になってきてしまうのです。やっ

ぱり話を聞いて、それなりの診断を頭にしながら、我々は検査をオーダーして

いくわけです。ですからこのケースにおいては、全くそういうことを想定して

、 。おりませんので 出血傾向に関する検査に終わったのではないかなと思います

虐待対策マニュアルというのは、その現場にありましたでし○西銘純恵委員

ょうか。

虐待対策マニュアルはございます。以前に、県か○宮城良充中部病院副院長

らいただいた虐待対策マニュアルをもとに我々は虐待対策委員会を起こしまし

て、小児科の先生方にできるだけ負担がかからないように病院全体で虐待防止

をという形で取り組んでおります。ですから、そういうものを参考に、我々は

子供を見ながら診察しております。

今の答弁を聞いていましたら、救急の小児患者が年間で１万○西銘純恵委員

1000人来るし、いろんなけがとか、いろいろあるという意味だと思うのですけ

れども、虐待そのものを想定しているという表現をなさらないものですから、
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虐待対策マニュアルはあっても、結局はそういうところでの対応が―初動とい

いますか、そこら辺に体制的にできていないのかということも含めて。あと、

虐待については、割合として家族―実母や実際に育てている人からの虐待が一

番高いわけですよ。ですから、例えば連れてきた母親が真実を述べていないと

いうことがこの間の虐待問題のある意味では大きな見落としの部分です。そう

いう意味では、連れてきた方からの話を聞いて対応するというところに、やっ

ぱり発見に無理があったということを感じるのですよ。ですから、そこら辺で

はやっぱり１万1000人の救急患者を診ているという部分と、虐待を疑って同時

にやるということも組み合わせた救急体制、診療体制というのが今後必要では

ないかと私は思うのですけれども、そこら辺については院内でどのように検討

がなされたのか、話し合いがなされたのか、必要がないと思われているのかお

尋ねします。

まず、今回のケースに関しましては、もう当然患○宮城良充中部病院副院長

者が亡くなったことは紛れもない事実でございますので、我々も医療側として

関与してそういう防止ができていればよかっただろうと一般的に考えますの

で、我々は６月18日に児童相談所の職員も交えて、80人から90人に近い職員が

全員集まってこのケースについて皆でディスカッションいたしました。当然、

西銘委員がおっしゃるように、明らかに問診―いわゆる患者の話、周囲の方の

お話から聞けば、そういう情報があれば、当然ながら小児科、小児科から虐待

対策委員会という形で引き継がれて対処いたします。それと同時に、手順と申

しまして３カ月の子供は必ず小児科の専門医へ１回目を通していただくという

形の対応策はとれておりますので、今後ともこういうケースがあればカンファ

レンスを重ねながら次回の防止につながればということを考えながら我々はや

っていきたいと思っております。

全国の医療機関においては、子供のけが等に関して―あざと○西銘純恵委員

かそういうものも含めて、虐待を疑って対応するというような医療機関もある

。 、 、ようなのですよ だからそこら辺について なければそれはいいわけですから

そうではないと未然に防止をするとか、予防するということは全く意味をなさ

なくなると思うのですよ。そこら辺の体制についてどのように感じていらっし

ゃるのか。

確かに明らかな症状、あるいは状況証拠と申しま○宮城良充中部病院副院長

すか、そういうのがございますれば当然ですけれども、全くそういうことが疑
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われない状況で虐待を先に考えると、そういうのは理想的ではあると思います

けれども、西銘委員がおっしゃるように、診察の中で全部虐待ということを考

えながら診察することも一つの手ではありますでしょうけれども、我々は小児

科の診察に関しては、特に教育の中でも虐待もいろいろ考えながら、最後には

虐待もあるのではないかなと。特に、外傷については考えに入れなさいという

教育はしているつもりでございます。今後とも、こういうことがないようにで

きるだけ早い時期に発見できればと思いますので、西銘委員のおっしゃるとお

り努力を続けていきたいと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

今、平成18年９月の検証結果であるとか、去年の石垣市の課○比嘉京子委員

題であるとかというのを見ているのですけれども、まず皆さんが問題にしてい

る今までのネットワークの機能がどれだけ理解されて、実施されているのかと

いうことについて福祉保健部長はどのような見解でしょうか。

虐待防止ネットワークから要保護児童対策地域協議○奥村啓子福祉保健部長

会への移行も含めて、かなり件数としては進んできているとは認識しておりま

すが、ただうまく機能したかどうかということになると、まだ十分でなかった

面もかなりあるのかなという認識は持っております。

今の病院の担当のほうからのお話を聞いていましても、やっ○比嘉京子委員

ぱり病気の観点の疑いということを非常に強くお話を聞いていて思いました。

そうすると、全く違う観点から子供を見るということについて、忙しいという

現場も踏まえて、どれぐらいあるのだろうかという疑問を持っているのです。

、 、 、ですから もう落とし穴はたくさんあって 専門的な人の足りなさであるとか

それから児童虐待防止ネットワークが強化されているか、しっかりと機能して

いるかという問題があり、それでいて今医師の多忙化を含めた―先ほどの委員

も言っていましたけれども、やっぱり一般的に考えて深夜12時過ぎに鼻血を出

、 、した そして目の周辺にうっ血性があるという子供を母親が連れてきたときに

血液的な病気なのかというとらえ方は非常に良心的なとらえ方だと思うのです

よ。血小板的な話なのか何なのかと、そこだけでいいのかという。やっぱり歩

き回る子供だったら、自分で打ったとか何かというのもあるのですが、３カ月

の子供にその観点でしか見ないというところが私はどうも解せない。やっぱり
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機能していないという以外にないのではないかと思うのですけれども、どうな

のでしょうか。

今の医療に関しての話だと、確かに医療機関のため○奥村啓子福祉保健部長

の虐待防止マニュアルを読んでいても、明らかに見て外傷があって、これは不

自然なけがだということがわかれば当然であると先ほど宮城副院長もおっしゃ

っていたのですけれども。もう一つは、このマニュアルにもあるのですけれど

も、保護者の態度というのですか、要するに、まず本人が虐待ということをや

っていれば非常に不自然なところが出てくるということで、やっぱりその辺も

注意するようにというのが虐待防止マニュアルの中にはあるのです。ただ、今

回の場合には、連れてきた母親は全く物事を疑っていないという部分と、その

ときの症状―２日前、かなり目がはれていて、病院に来たときは大分落ち着い

ていたという部分もあって、そういうのもあるものですから、虐待防止マニュ

アルの徹底というのは医者の間でも全く十分ではなかったにしても、ある程度

その辺の認識は皆さんお持ちだと思うのです。そういう意味で、かなり難しい

部分があるなというのを、今回いろんな資料を読ませていただいてとても感じ

たところなのですが、これをどんな形で虐待の発見、未然防止に結びつけてい

くかというのは今のところ非常に難しいなと感じておりまして、これも今後、

検証委員会とかいろいろな警察の取り調べの中での状況がわかってくれば、も

う少しまたどう対策を打つ手だてが出てくるのかなという感じはしておりま

す。

福祉保健部長、もうちょっと深刻にとらえたほうがいいと私○比嘉京子委員

は思いますよ、今のような発言ではなくて。そのマニュアルを読んでいて、そ

うとらえられないということではなくて、連れてきた本人に不自然な点がない

とか、あるとかというのは、私はそれほどそこを問題視することではないと思

うのですよ。つまり、現に来た子供を見て、どういう観点で見るかという観点

において、果たしてこのマニュアルが機能できるマニュアルだったかどうかの

検証こそ必要であって、母親の言動とかという、母親自体が虐待していない場

合は父親が虐待している子を母親が連れてくるかもわからないわけですよ。そ

ういうことも考えると、不自然が点がなかった云々というのは言ってはいけな

いし、そうでないこともさらに予測できるようなマニュアルでなければならな

いし、そういうことを今ごろ言われるのはいかがかなと私は思うのですけれど

も。もう一点、皆さんが出してくださっているこんにちは赤ちゃん事業、やっ

ぱり根本的には親が育っていないというか、親をどう育てるかというところに
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長期的にはくるだろうと思うのですよ。要するに、10代の出産が多い沖縄県に

おいて、親になるための支援体制、またはケア体制というのがどれだけおくれ

ているかというか、不足なのかということのあらわれでもあるわけです、虐待

。 、 、というのは そういうことを考えると この３番目のこんにちは赤ちゃん事業

これについてきょうは問いませんけれども、市町村任せの部分と、県として指

導すべき点をもう少し整理をされて、そこがもう少し我々に見えるような―こ

ういう体制ですと、人員も予算もしっかりとわかるように出していただきたい

なと思うのですが、いかがですか。これではよくわかりません、いわゆる児童

福祉と母子保健の連携と。例えば赤ちゃんが生まれたときに、育ちの問題とか

いろんな問題がある場合には保健師も足しげく行くかもしれませんが、発育に

問題がないという場合にはどれだけの回数を行かれるのか。これもしっかりと

各市町村に任せられて、一定のラインというものがないと思うのですよ。例え

ば新生児が生まれた場合に、週に１回行けるような体制なのか、行く必要があ

るのかどうかも含めて、何も問題がなくても何か困ってることがないのか、不

安なことはないのか、何かお手伝いできることはないのかということを聞きに

行くだけでも精神的な面では非常にケアできると思うのです。それと同時に、

もう一つはやっぱり親育てを一方でどうするか、母子手帳交付のときにどうい

うメニューを提案していくのか、そして最低でもどういうことは受けてもらう

のか、そういうようなしっかりした案をぜひ出してください。いつまでたって

もこれは減らないと思います。再度、再度、もう私はこのファイルを見ただけ

でも、過去の４件の事例があるのですよ。４件の事例、平成17年、平成18年、

平成21年、これだけでもあるのですよ。ですから、そのたびに検証を重ねてき

ているのですよ。それがなぜ、何度も起こるかということは、たくさん漏れが

あるということでしょう。その漏れをどうやるのといったときに、やっぱり基

本的には親が育っていない。そのことに立ち返るならば、短期的な目先の対応

、 。 、と 中長期的な対応をぜひ出してください そうでないとまた起こるのですよ

起こり続けているのですから。何も生かされていない。そのことをもうちょっ

と真剣にやりましょうよ、どうですか福祉保健部長。

過去の検証を見ますと、そういう意味での対応とい○奥村啓子福祉保健部長

うのが十分でなかったのは非常に認識しております。私たちとしても非常に真

剣にやっているつもりでございますが、先ほどの医療機関の虐待防止マニュア

ルについても内容を見直した上で再度周知を図っていきたいと。それから、児

童福祉と母子保健の連携強化ということですけれども、まさに比嘉委員の指摘

があったこんにちは赤ちゃん事業等も含めて、市町村とより効果的な実施の方
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法、何が課題なのか、その辺も意見交換をしながら対応を考えていきたいと思

っております。それと、親教育の面は本当におっしゃるとおりで、これは長期

的に取り組まなければいけないと考えておりますので。これについても小さい

ときからの人権教育等も含めて、どんな形で長期的にそういう教育ができるの

か。それと当面は、この母子手帳交付の際のいろいろな親の教育とか、そうい

う指導の問題、そのあたりも十分に、具体的で効果的な形をどんなふうにつく

っていくかということを市町村も含めて意見交換をしていって対応策を考えて

いきたいと思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

翁長政俊委員。

これは聞いていて大変難しい事案だろうと思っているのです○翁長政俊委員

けれども、医療機関、特に病院側の御意見を聞かせてもらいましたけれども、

いわゆる発見が難しかった。さらには児童相談所に個々のケースが持ち込まれ

たこともないケースですよ。ちょっと県警察本部に聞きたいのだけれども、き

ょう県警察本部は来ていますか。病院でも難しかった。児童相談所でも持ち込

まれるようなケースでもなかった。隣近所でこの気づきがあったかというとこ

ろだろうと思うのだけれども、皆さん方の捜査の段階で、隣近所でそういった

虐待があったかもしれないという気づきみたいなもの、いわゆる聞き取り調査

等の中で拾えたものがありますか。これは６月22日に起訴されていますので、

皆さん方が話せる部分で結構ですから、ちょっと聞かせてください。

家族の一部は疑いを持っている者がい○幸喜一史県警察本部捜査第一課次席

るのは事実です。周りのほうからはそういう情報は得ておりません。

今言う家族ということになると、この母親とその親族という○翁長政俊委員

意味ですか。そこからの訴えがないと、この事案はなかなか訴えとして上がり

にくいケースととらえてよろしいのでしょうか。

、 。 、○幸喜一史県警察本部捜査第一課次席 はい そのとおりです いわゆる警察

あるいは関係機関にそういう情報が入ってこなければ関係機関はそういうこと

が把握できない、認知できないという状況です。

事件として、これは傷害致死罪で起訴されていますので、こ○翁長政俊委員

H22.07.05-03

文教厚生委員会記録



- 29 -

れはさかのぼってやるということになると、やっぱり個人個人の人間性とか、

道徳とかこういった問題にさかのぼらないといけない問題でして、非常に難し

いケースだろうと思いますけれども、今言うように、隣近所の気づきでわかっ

ていたとか、児童相談所に持ちこまれているのだけれども、県の対応が悪かっ

たなんてことになると、これは僕はゆゆしき問題だろうと思うけれども、医療

機関においても、ドクターが診てもなかなか虐待という方向でチェックができ

ないというケースになると、これは実際どんな形で拾い上げて、早期発見をし

。 、ていくのかということになると 大変これは難しい問題だろうと思うのですが

多くの委員の皆さん方からいろいろと指摘がありますので、福祉保健部長、早

期発見が必ずできるような形でさらに努力してください。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

渡嘉敷喜代子委員。

先ほど、中部病院副院長のお話の中で１万1000人の子供○渡嘉敷喜代子委員

の救急を受けているというのは、これは１日でですか。

１年間でございます。○宮城良充中部病院副院長

救急は、１日に大体子供たちを含めて全体でどれぐらい○渡嘉敷喜代子委員

中部病院で受け持っていますか。

１日、大ざっぱに言って100人平均だと思われて○宮城良充中部病院副院長

結構だと思います。

そのうち、小児の場合は何名ぐらい入っていますか。１○渡嘉敷喜代子委員

日100人の救急が来ます。そのうちの乳幼児についてはどれぐらいですか。

大体30％になります。○宮城良充中部病院副院長

１年間で1100人、そして１日に100名のうち30人は乳幼○渡嘉敷喜代子委員

児が来るという状況ですよ。そういう１日100人の救急を受ける体制というの

、 。は 医療体制がどうなっているのかということをお尋ねしたいのですけれども

そのときにもまた小児科の医者がいたわけですよ。そのあたりをちょっとお尋

ねします。
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まず訂正させていただきます。１年間で１万1000○宮城良充中部病院副院長

人でございます。それから、救急体制については、はっきり申しまして中部病

院は救命救急センターを持っておりますので、救急体制については何ら問題は

ない状況だと思います。各科とも―各科と申しますと、内科、外科、小児科、

産婦人科はそれぞれ専門家の先生方が常時対応しているという格好になりま

す。

各科対応しているというのは知っていますけれども、大○渡嘉敷喜代子委員

体、小児科の医者は何名体制で当たっていらっしゃいますか。

救急室の場合は、スタッフドクター１人、それか○宮城良充中部病院副院長

ら研修医２人体制で、小児科は、当直体制としては３人体制で救急室をカバー

することになっています。

当日、小児科の医者は救急で立ち会っていないというこ○渡嘉敷喜代子委員

とですか。

我々の救急診療システムとしては、まず初診は全○宮城良充中部病院副院長

、 。 、 、員 救急室で対応いたします その時点で 小児科の診療を受ける必要がある

あるいは専門家の意見を聞くという事態があれば必ず小児科の専門の方々をお

呼びして診ていただくという格好になります。今回に関しましては、先ほどか

ら出ていますように虐待を疑わせるような所見はほとんどなくて、むしろ出血

傾向を疑わせる所見でございましたので、これは一応、緊急性はないと判断し

て、小児科の外来でフォローが可能だろうと判断して、小児科の先生はお呼び

いたしませんでした。

もう一度お尋ねしますが、当日、救急体制の夜間の場合○渡嘉敷喜代子委員

には当直が１人の医者で、研修医が何名でしたか。

いわゆる問題となった時間帯には、救急の専門医○宮城良充中部病院副院長

のスタッフドクターが１人、そして研修医が２人で、３人体制でございます。

その人たちが一応、初診と申しまして救急患者を全員診察いたします。そして

救急体制と申しましては、内科、外科、小児科、産婦人科、全体を含めると二

十五、六人のドクターが当直体制を組んで救急患者を受け入れております。
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救命救急センターには専門の医者が１人いて、そして２○渡嘉敷喜代子委員

人の研修医が当たるというけれども、その25人の医者も対応できるという体制

は病院の中ではできているということですよ。ということで、救急にかかわる

専門の医者が本当に１人でいいのか、研修医が２人でいいのか、その体制をお

尋ねしたいのですよ。救急で運ばれる100人の人たちに対応していく上で、そ

の体制でいいのですかということなのですよ、十分ですか。

人がたくさんいれば、それほどいいことはないの○宮城良充中部病院副院長

ですけれども、やっぱり救急の専門医の数もございますし、職員全体の各科の

バランスと申しますか、定員もございますので、現在のところ救命救急センタ

ー専属の救急専門医は５人から６人ございますので、彼らが24時間３交代で救

命救急センターをカバーしているという体制をとっております。はっきり申し

まして、これだけの救急体制をとっているのは全国広しと言えどもそう多くは

ないと思います。

現場のほうで、それで十分だと言ったらもうどうしよう○渡嘉敷喜代子委員

もないことなのですけれども。私は本当に、先ほどから話が出ているように乳

幼児の目にあざがあるということと、それから鼻血が出ているということを病

気として、余りの忙しさの中で見落としてしまったのではないかなという思い

がするのですよ。そういうことは皆さんは認めたくはないと思うのですけれど

も結果的にやっぱり虐待があったわけですから、そのあたりのことを今後の医

療体制についてもどうしていかなければいけないかということになるわけです

よ。そして、７月開催の県医師会での連絡会議でも協力依頼をしたということ

ですけれども、今回の場合は、皆さんはどのように総括していらっしゃいます

か。

、 、○宮城良充中部病院副院長 まず 先ほど申しましたように全体で科を超えて

どの科も関係するだろうということで、全科の医者、あるいは全病院の職員が

90人ほど集まりまして、児童相談所の人たちも交えてカンファレンスをいたし

ました。やっぱり、これは渡嘉敷委員がおっしゃるように疑わないと診断がつ

かない事例でございますので、我々はこれを心してこれ以上こういうことがな

いように病院全体でしっかりとした体制をつくっていきたいなと思っておりま

す。今回、また新しい虐待対策マニュアルが出ると思いますので、それをもと

に我々病院で的確に対応できるものを、またそのマニュアルに照らし合わせて
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院内の見落としがないような新しいシステムをつくっていければと思っており

ます。

この虐待のある子というのは、病院で発見されるかどう○渡嘉敷喜代子委員

かが最初の段階ですよ。そこで見落としたことによって、後で虐待であったと

いうことで死に至るということもこれまでも何例もあるわけですよ。そういう

ことで、どういう病気と判定したのか、救急で運ばれる子供に不自然さがなか

ったということはとても善意に解釈したと思うのですけれども、まずは疑って

かかってみようという思いが、本当はあったと思うのですよ。だけれども、忙

しさの余り、そこを見落としてしまったのではないかなという思いもするので

、 。すけれども 皆さんはこの乳幼児について何の病気として診察なさいましたか

いわゆる診断がつかない、様子がわからないから○宮城良充中部病院副院長

こそもう一度小児科外来を受診して、そこで一度診察をして、これはやっぱり

よくわからないと言ったら言葉が悪いのですけれども、もうちょっと経過を見

るべきだろうということで１週間後に予約をしたという状況なのです。ですか

ら、その後フォローがございませんので、どういう疾患だったのかということ

はこちらでははっきり申し上げることはできません。

救急に運ばれたその時点で、はっきりした判断がつかな○渡嘉敷喜代子委員

かったということに判断したわけですか。そうであるならば、私も素人でわか

らないのですけれども、その子がどういう病気であるかということはちょっと

判断できない。様子を見ましょうという判断をしたならば、ではそこに待機し

ているはずの小児科の先生を呼ぶなり、あるいはレントゲンを撮るなり、そう

いうことまでできなかったのかどうかです。

実は、まず我々が先に救急現場で見るのは命が危○宮城良充中部病院副院長

ないかどうかというのを救急ですから先に見ます。それがない状況は、先ほど

からお話ししているように症状がなかったということでございます。次は、ど

うしてこういう症状があるかということについてアプローチするわけですけれ

ども、実は、経過の中では深夜に来られてその朝に小児科に行かれているわけ

です。ですから、時間的なギャップというのはほとんどない―診察をして、救

急室でちょっと様子を見て、そしてそのまま小児科外来でフォローされている

という格好ですので、時間的なギャップというのはよそへ行って、あるいは日

をおいて外来に行ったわけではございませんので、それはしっかり我々は診る
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ことができたのではないかと思っています。

それでは、福祉保健部長にお尋ねします。６月７日に指○渡嘉敷喜代子委員

摘したことなのですが、こんにちは赤ちゃん事業ということでの訪問頻度なの

ですけれども、この子は３月２日に宜野湾市で保健婦の訪問を１回受けていま

すよ、そのときに沖縄市に引っ越すかもしなれいと。そのときは母親の実家だ

ったのですか。母親が引っ越すかもしれないということを聞いていますよ、そ

こで、乳幼児に対してのフォローの仕方なのですけれども。ではその後、どう

なったかということは聞き取りを調査するとかという、そういうことは今やっ

ていないのでしょうか。

県としては、宜野湾市、沖縄市のほうからそういう○奥村啓子福祉保健部長

状況の調査というか、確認はしております。

ですから、これから当面の対応として福祉保健部もこの○渡嘉敷喜代子委員

ように上げていますよ。各市町村での取り組み体制とかを強化していくという

ようなことを書いていますよ、資料の３番目の母子保健に関して。その中で、

こういうことも含めて、この乳幼児に関しては虐待とか、そういうことではな

くて乳幼児の健康管理のためにどこに引っ越したかということを追跡調査をし

て、今回は届け出もしていないから、沖縄市に住んでいるということを知らな

かったわけですよ、福祉保健所は。そのあたりをしっかりと追跡調査をするな

、 。りすれば このようなことにもならなかったのだろうという思いがするのです

例えば、宜野湾市がどこに引っ越したのですかと実家に行けば聞けるわけです

から。この子の訪問でそういう対応ができなかったのかということも含めて、

今までできなかったわけですよ。ですから、そういうことも含めてこれからの

取り組みを強化していこうという思いはありますか。

具体的な形でどうこうということは、今後、市町村○奥村啓子福祉保健部長

の担当者も含めて意見交換をしていく中で出てくるとは思うのですが、今回、

宜野湾市としては、一応、沖縄市にこういう相談窓口がありますよと本人には

知らせているのですけれども。ただ、沖縄市にそれを引き継いでいないという

課題がございますので、この辺も含めて、今後、こんにちは赤ちゃん事業等の

訪問の仕方、それから訪問する方たちの研修というか、専門性の向上等のため

の研修とか、そういうのも含めて漏れのない形での訪問、そしてきめ細やかな

対応、支援ができるような方策を具体的にどんな形でとっていけばいいのかと
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いうことを、意見交換をしながら当面できるものから進めていきたいと考えて

おります。

やっぱりこういう例があるわけですから、具体的な取り○渡嘉敷喜代子委員

。 、組みをやっていかなければだめなのですよ 先ほどもお話がありましたように

こんにちは赤ちゃん事業が本当に機能していたのかどうかということにもなる

わけですから、こういうことはしっかりと過去のものを検証しながらきめ細か

な、具体的な取り組みをやっていかなければ防げないのではないかなと思いま

すので、そのあたりはよろしくお願いします。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

上原章委員。

関連しますが、先ほど中部病院は救急に対してしっかりできて○上原章委員

、 、 、いますというお話なのですが 県内の県立病院の 離島も含めてこの小児医療

小児救急、あと新生児医療、この医者の数というのは十分足りていると認識し

ていいのですか。

小児科医師が足りているかどうかという御○篠崎裕子県立病院課医療企画監

質疑ですが、正職員には欠員はないのですけれども、中部病院においては嘱託

医師の退職に伴って診療体制が厳しい状況になっていたことから、現在、南部

医療センター・こども医療センターから業務応援の医師を派遣して不足分を補

っております。また、北部病院においても臨時的任用医師の退職に伴っての診

療体制が厳しくなってきたことから、人数の多い南部医療センター・こども医

療センターのほうからの業務応援で今はその辺で補った医療をやっています。

足りない分は、今後いろいろな学会とか、そういうのに医師の不足分の募集を

かけるという運動をして、今後来年度に向けての医師確保に対してはこちらの

ほうではいろいろと働きかけている段階です。

ほかから支援を今お願いしてやっているという部分、これはや○上原章委員

っぱり無理が出てくると思うので、具体的に県立病院ごとに足りない数を教え

てもらえますか、何名足りないのか。

それは小児科に限ってでしょうか。現在、○篠崎裕子県立病院課医療企画監

定数からいうと中部病院だけの１人です。
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中部病院が今１人足りない。北部病院はどうですか。○上原章委員

４人という定数の中で、４人は埋まってい○篠崎裕子県立病院課医療企画監

ます。

中部病院が１人足りないということで、今、応援もいただいて○上原章委員

いるということなのですけれども、実際、県立病院が各離島も含めてあります

が、本来、病院の先生は週２日は休日をとるべきだと聞いているのですけれど

もその辺はとれているのですか。

、 。○篠崎裕子県立病院課医療企画監 現在のところ いろいろ難しいと思います

実際、中部病院に関しては５人いたのが今４人になっておりますので、その辺

をとるために南部医療センター・こども医療センターから五、六人の先生が当

直に加わってくれて、それで今どうにか動かしている状況です。

その応援いただいているということで、週２日とれていると理○上原章委員

解していいのですか。

週２日というのは、続けて２日ということ○篠崎裕子県立病院課医療企画監

でよろしいのですか。週休２日ということでしたら、週休２日はとれていると

思います。

これは間違いないですか。私どものほうに中部病院の今の状況○上原章委員

の報告を受けている中には、南部医療センター・こども医療センターからの応

援は、宿直、平日と。それで週末は４人の方でとっており、ほとんど週休２日

はとれていないという報告も聞いているので、それであえて確認のために聞い

ているのですけれども、その辺は間違いないですか。

全体から見たら、やっぱり研修とかにも行○篠崎裕子県立病院課医療企画監

くのですよ。それを含めた１日の休みとかありますが、続けてとれているとい

うのはないと思いますけれども、全体としたらほかの研修に行った期間とかを

含めると全体的にはどうにかカバーしてもらっていると思います。

これはまた、現場、現地を見て確認したいと思います。もう一○上原章委員
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点、非常にこの医師の皆さんの頑張りと、もう一つ大事な、こういった小児医

療の育児、または家族の問題等いろいろ寄り添うお仕事ということで臨床心理

士という専門員がいると思うのですけれども、この辺の配置状況は、県立病院

に関してはしっかり対応できていますか。

臨床心理士は、ことしになって初めて採用いたしまし○武田智県立病院課長

た。現在のところ、南部医療センター・こども医療センターに２人採用して今

年度から配置しておりますが、今後、中部病院とかについても必要性とかその

辺は検討していきたいと考えております。

各県立病院には小児科があるわけで、本当に今回の事件を含め○上原章委員

て考えると、この臨床心理士の役割というものは大きいと思うのですよ。です

から、これから我々県議会でもこれは議論していきたいと思いますので、ぜひ

現場を預かる皆さんとしてもこの医師確保、それから看護師も大変な状況で頑

張っていると聞いていますので、ひとつよろしくお願いしたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

予防接種なのですけれども、今回の件も予防接種に直前に行○仲村未央委員

かれているということが非常に気になるのです。医療機関と予防接種、非常に

返す返すも引っかかるのですが、この予防接種の段階での所見というか、それ

は本来、それも疑って含めて対応することになっているのか。それとも今回の

反省としてそれは上がってきたのか。そこをどういう整理になったのかをお尋

ねします。

予防接種は、いわば熱がないかとか、下痢をしてい○奥村啓子福祉保健部長

ないかとか、今回のポリオの場合は経口接種らしいのでその辺ののどのはれぐ

あいとか、聴診器を当てたりとか、そういう形のものを通常行っているという

ことでそこに我々として虐待の視点での問診云々という、そういう形の取り組

みというのはやっておりません。ただ、今後、検証委員会の中でも、そういう

議論が出てきてその辺がまた課題として上がってくれば、またその辺も検討し

ていかなければいけないのかなと思っておりますが、現時点では特にやってい

ません。
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いや、課題として上がってくればと言っていますが、もう上○仲村未央委員

がっているととらえたいのですけれども、今回の件は何日か前に予防接種を受

けに行くよという状況があったと聞いているのですが、やっぱり今回の件の課

題としても、例えばちょっとシャツをめくってみるとか、そういったことの必

要性というのは浮かんでいるのではないですか。今後の予防接種を含めた、予

防とかあるいは保健とかの分野の虐待防止という視点の中で、それはその視点

から今回の課題としては上がっていないのですか。

そういう視点を予防接種の時点で持つということは○奥村啓子福祉保健部長

非常に大事なことだと思うのですが、ただ実際問題としてそれが具体的に可能

かどうかその辺も含めて意見交換をしてみたいと思っております。

可能かどうかという部分では可能だと思うのですけれども、○仲村未央委員

１つの市町村で何万人と子供が来るわけではないと思うので、それは可能であ

るように今回の新たな課題としてとらえて、虐待に限らずですけれども、それ

は接する機会として本当に大事で貴重な機会だと思うものですから、今回の課

題としてこれを生かさなかったら、せっかくの数限りない接触する機会の一つ

としての貴重さというものが今回生かすところではないかなと思えるのですけ

れども、違いますか。直接触れるという機会はそんなにないと思うのですよ、

自治体としても。

予防接種の現場の経験ある者から言わせていただ○宮里達也保健衛生統括監

きたいのですけれども、基本的に予防接種は通知があったものに関してそれを

見た親が自分の子供のためによかれと思って連れていく行為です。ですから、

基本的には予防接種に参加する医師なり、あるいはそういうスタッフなり、そ

ういう善意のある人の子供の中に虐待とかそういうものがあるということを想

像するのはかなり難しいと思います。要するに、逆に予防接種にも連れていか

ない、そういう人の中では、虐待とかそういう頻度は高まるのかなという想像

ができると思いますけれども。ですから、予防接種のときも診察しますので、

明らかにいろいろな外傷性の虐待を疑われるような跡があればそれはそれなり

のフォローはすると思いますけれども、先ほど話ししましたように予防接種の

現場で、今後こういう視点は必要だと思いますけれども、現にどうかと言われ

るとかなり困難な側面もあると思います。

先ほど言ったように、例えば母親とか、父親とか、一方が虐○仲村未央委員
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待にかかわっていないというのも想定されますし、今回のように住民票が移さ

れていないということでの取っかかりの中から、たまたまはがきが実家に届い

て至ったということもありますから、やっぱり個々のケースの新しい課題とし

て、今回の住民票の問題や、それまでに医療機関の機会があったとか、それか

ら予防接種という機会があったということはこのケースが単独というよりは、

やっぱりこういうケースは、住民票が住居と実際には違っているというケース

というのは多いと思うのですよ。そして全部を虐待として、虐待をやっていま

すかと。もちろんそういうことはないにしても、せっかく直接の接する機会、

、 、そして自治体が接する機会もかなり数が限られていて 何カ月までに１回とか

２回とかそういう頻度でしか会えないときに、やっぱりこの経験を生かして、

非常に重要な機会ととらえるということは大事なのではないかなと思えてなり

ませんので、もう一度そこは全体の児童虐待防止ネットワークの中での課題に

上げて、市町村ともそこを共有しておく必要がとてもあると思いますので、非

常にこの一つ一つの反省や上がってきた課題を、前例にとらわれることなく生

かしてほしいなと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

中部病院の副院長がいらっしゃっています。幼児用の虐待防○奥平一夫委員

止マニュアルなのですけれども、これは中部病院でどのように生かされている

のか、勉強会とかそういうものはどうなっているのでしょうか。

虐待防止マニュアルについては、以前にいただい○宮城良充中部病院副院長

たものをもとに、院内で救急の対応、それからもう一つは毎年この時期になり

ますか新人ナース、それから新人ドクターがたくさん来ますので、それに合わ

せて勉強会を催しております。そしてドクターに関しても、全科集まっての合

同のカンファレンス、それから昼休みにやっている若い研修医向けの講習会、

そういうのも虐待についての早期発見、どういう症状があったら疑ってくださ

いという勉強会は適時、そしてタイミングを見計らってやっております。

これは病院事業局の方にもお聞きしたいのですけれども、ほ○奥平一夫委員

かの県立病院でも、そのマニュアルの勉強会というのはそれぞれの病院でそう

いう勉強会、研修会というものはされているのでしょうか。
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確認はしておりませんけれども、この医療機関の虐待○武田智県立病院課長

対策マニュアルは各病院に配られていまして、そこは勉強会とかいろいろな取

り組みをやっていると思います。ほかの県立病院には、子供虐待対策委員会と

いうのがありまして、それが中部病院、南部医療センター・こども医療センタ

ー、あと宮古病院にその委員会が設置されております。ほかの病院では未設置

となっていますけれども、そこでもこういった虐待防止マニュアルに沿って勉

強会が開かれていると考えております。

、 、○奥平一夫委員 いずれにしましても 検討委員会が設置されていたとしても

それはきちんと機能して、日ごろからそういう虐待対策マニュアルについて熟

知をしたり、お互いに勉強をしたり、ナースとドクターの連携といいますか、

それぞれどういう形で虐待を見つけていくかということが非常に大事だと思い

ますので、これはしっかり、また今度の事件をきっかけにしてぜひやっていた

だきたいなと思います。それから福祉保健部長、民間における虐待対策マニュ

アルというのは民間病院に対してその辺はお願いをしているのですか。

小児科の民間病院には配っております。○奥村啓子福祉保健部長

わかりました。あと１点だけ、今回の虐待というのは非常に○奥平一夫委員

見つけにくい特異な事例だったとは思っているのですよ。でも、やっぱり見つ

けるチャンスというのが幾つか、その３カ月の乳児の虐待を見つけるのに少し

しかなかったと思うのです。隣近所の方が赤ちゃんの泣き声を聞いてどうかと

か、一番身近にいるお母さんが、お父さんから虐待を受けたのではないかとい

う思いをだれかに伝えるということも気づきの一番最初のことだと思うのです

けれども。先ほど、県警察本部の答弁で親族もうすうす感じていたという答弁

がありましたけれども、これはお母さんなのですか。それとも、ほかの親族の

方なのでしょうか。

その点については、家族ということで○幸喜一史県警察本部捜査第一課次席

御承知をお願いしたいと思います。

この件は、だんなさんのほうからの奥さんへのＤＶがなかっ○奥平一夫委員

たのかなと僕は非常に疑っているのですけれども。例えば、救急に行って、う

っすらと痕跡があったというようなことも、これは皆さんが言っているように

何らかの形で外圧が当たっているからあったわけで、これは一月、二月たって
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薄くなっているということもあったかもしれません。でも、それを奥さんがＤ

Ｖによってなかなか言い出せないということもあったのではないかなと思いま

すけれども、県警察本部にちょっとお聞きしますけれども、この辺については

あったのかどうかということだけお聞かせください。

ＤＶの事実についてはございません。○幸喜一史県警察本部捜査第一課次席

、 。○奥平一夫委員 なかったということですから それはそうでしょうけれども

何らかの形でとにかく早目に皆で気づくということの、本当にわずかしかない

機会をどこでそれに気づいていくかということですから、アンテナを張りめぐ

らせてちゃんとやるという意味では、対策、今後の対応策がしっかりしたもの

になれるようにぜひ頑張っていただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

以上で、児童虐待問題についての質疑を終結いたします。

休憩いたします。

午後０時15分休憩

午後１時32分再開

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次に、乙第６号議案沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部

を改正する条例について審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

奥村啓子福祉保健部長。

議案書のその２の13ページをお開きください。○奥村啓子福祉保健部長

乙第６号議案沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正

する条例について御説明いたします。

この議案は、介護支援専門員再研修実施手数料等の徴収根拠を定める必要が
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あるため条例を改正するものであります。前回の２月定例会においては、九州

平均値を基本として単価設定しておりましたが、今回は、国、県、受講者にお

いて均等な負担になるよう単価設定の見直しを行っております。

なお、新たに徴収する手数料につきましては、介護支援専門員更新研修実施

手数料が２万2000円以内で知事が規則で定める額、介護支援専門員専門研修実

施手数料が１万2000円以内で知事が規則で定める額、介護支援専門員再研修実

施手数料が２万円、主任介護支援専門員研修実施手数料が２万4000円となって

おります。

以上で、乙第６号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第６号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

ただいまのケアマネージャーの研修費用を、これまで無料だ○西銘純恵委員

ったのを有料にすると。２月定例会において提案をされて否決をされたという

ものですけれども、知事が提案をして議会で否決をされたということについて

は真摯に受けとめてといいますか、すぐに６月定例会でまた出してきたという

ことになっているんですけれども、ある意味では説得できる事情というのがあ

るのですか。２月定例会で否決をされたものについてどのように受けとめて、

そして今度出してきた提案の内容は２月定例会と何が違うのでしょうか。

２月定例会におきまして、否決の主な理由といたし○奥村啓子福祉保健部長

ましては、単価が、我々は九州平均ということで設定をさせていただいたんで

すけれども、意見の中で取っていないところもあると。そういう意味で九州平

均をとるのは県民所得が低いとかそういういろんな事情があって余り適切でな

いのではないかという御意見。それと委託するということで、金額上は前年に

比べて予算が膨らんでいるのではないかという、その辺の主な指摘としてはそ

ういうのがございました。それで、このたび提案させていただいたのは、単価

については、普通、手数料等に単価設定する場合には大体九州平均というのが

通常のやり方ではございましたが、確かに御意見にあったように取っていない
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ところとかそういう意味での金額にかなりばらつきがあるということで、今回

は過去の実績からこの研修に必要な所要額を出して、国の補助金もございます

ので、国と県、それと受講者の受益者負担という観点から三者で案分して負担

するような形の単価設定をさせていただいたところです。

２月定例会では、三者の負担割合を出したと思うんですけれ○西銘純恵委員

ども、今回の負担割合、比較で説明をお願いします。

２月定例会におきましては、まず九州平均で○宮城洋子高齢者福祉介護課長

受講者負担額から設定をしたものですから、結果的に予算の中で受講者負担額

が４割程度を占めておりました。今回は、国、県、市町村で均等に負担してい

くという考え方のもとで予算を組み立てていきますと。約３割くらいが受講者

負担になっているところでございます。

、 。○西銘純恵委員 ４割が３割に 今回は受講者負担が減ったということですか

私は２月定例会でも指摘をしたんですけれども、介護の制度の中に、技術力を

高めるということは制度を維持するために、そして介護を受ける利用者の皆さ

んの本当に必要なその人に合った介護をやっていくためにも制度の中で当たり

前の仕事だということで、私はずっと、前回もそう主張しました。ですから、

受益者負担という言葉で受講料の負担を持ってくる、研修費用の負担を持って

くるという大もとから問題がある。そして、４割負担という本人負担を３割に

引き下げたということではありますけれども、やっぱり介護の制度が、今、保

険料についても高過ぎて払えないと。そして、利用を受けるにしても受けられ

ないという問題は大もとからきちんと抜本的に制度そのものを見直していくと

いう立場でやらないと、小手先でといいますか、経費負担を県が持っているの

をどれだけ減らすかとか、こういう枠の中で考える問題ではないと思っていま

す。介護受益者負担といいますけれども、介護労働者の賃金が低いという問題

が指摘されていますけれども、実際、介護報酬の制度の中で働く介護労働者に

対する賃金というのが適正に払われていると思っているのかどうか、その認識

を伺いたいと思います。

介護報酬の中で介護職員の給与が捻出されていくわ○奥村啓子福祉保健部長

けですけれども、今年度ですか、昨年度ですか、報酬がアップして、調査の結

、 、果 約４割の施設が何らかの報酬改定を行っているという事情がありましたが

やはり介護職員の待遇がまだまだ悪いということで、国のほうが去年から介護

H22.07.05-03

文教厚生委員会記録



- 43 -

職員の手当を平均で１人１万5000円を上げるということを基準に基金を増設し

て今手当を実施しておりまして、この事業所の80％がそれを申請して受けてお

りますので、そういう意味では一定程度処遇が改善されたと認識はしておりま

す。

介護事業所に対して、県が介護労働者に対する賃金といいま○西銘純恵委員

すか、処遇改善のアンケートといいますか、今回、交付金も出しているとかあ

りますけれども、実際、どれぐらいが介護労働者の仕事に対する報酬として要

求するのかとか、そういうことも含めた事業所、直接働いている皆さんの声を

調査したことはありますか。

今回の交付金のものも含めて直接的な、要望的なも○奥村啓子福祉保健部長

ののアンケートというものは実施したことはございません。

日本共産党は、ことし４月16日から５月31日まで全国の介護○西銘純恵委員

事業所と自治体にアンケートを出して、その中で事業所を無作為抽出の652事

業所からの回答で介護報酬との関係で結果をまとめているんですよ。それで介

護報酬が３％引き上げをされたと。それに対して全国の事業所、ほとんど効果

がないという回答が７割近いんですよ。皆さんはよくその実体を知っていると

思うんですよ。実際の介護を支える皆さんの仕事の対価として低過ぎるという

ことはよく御存じだと思うんですよ。今、研修ということでやるものに対して

も、受益者負担という考え方に立つものではないでしょうというんですけれど

も、県内の介護労働者の賃金は調査をしていますでしょうか、結果をお尋ねし

ます。

昨年10月に、県内の介護施設に関して介護職○宮城洋子高齢者福祉介護課長

員の賃金実態調査を行っております。この結果ですが、看護職員、事務職員等

を除く直接介護業務に従事する正職員の所定内賃金は月平均18万34円でござい

まして、平成20年の沖縄県勤労統計調査の産業別正職員所定内賃金と比較しま

すと運輸業の16万7788円、飲食店、宿泊業の17万6960円に次いで低い金額であ

ります。それから、すべての産業平均24万9348円と比較しますと、低い金額で

あると認識しております。

午前中は児童虐待の件で審査したのですけれども、20代の介○西銘純恵委員

護職員のお父さんが、介護の仕事のきつさとか、生活の苦しさで子供に手をか
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けたという実体が出て、本当に介護で働く労働者が、また事業所でも介護職員

が人材不足ということが、今、問題になっていると思うんですよ。日本共産党

の調査でも、介護職員―労働者が探せないとなかなかなり手がいないというの

が今深刻になってきているんです、全国的にも。７割が人材不足とか、介護と

いう福祉の現場で本当に人を大事にする仕事で働きたいということが10年前の

介護制度ができてきたときに、若い皆さんも新しい雇用の場としても、また自

分の生きがいからもこういう職種につきたいということが出てきたのが、実際

は10年たってこういう状況にないというのが、重要な仕事に比較してこのよう

に賃金がなっていないというのが問題になっているわけですよ。今、数字でも

、 、出ましたけれども 私はこの抜本的な部分でやっぱり声を上げるべきであって

制度の改正含めて言うべきであって、個人に責任を転嫁していくという方法は

妥当ではないと思っています。全国で介護をやっている市町村の調査もやって

いますけれども、介護職員に対する助成をしているんですよ。沖縄県は、これ

までは研修費は無料だったので助成をしていたという考え方に立つのかと思う

んですけれども、これは市町村も支援をしていると。何の支援をしているかと

いいますと、やっぱり研修費、そういうものは自治体がやっているという調査

結果もあるわけですから、介護の現場でそういう仕事を担っていく、質を高め

るという考え方に立てば研修費という名目で個人負担を強いるものではない

と。２月定例会で結構時間をかけてやりましたので、今回についても事情が変

わったわけでもなく、４割負担を３割にするということで言われているだけで

すから、大もとの点では変わりはありませんので、これについては納得できま

せんということで質疑を終わらせていただきます。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

渡嘉敷喜代子委員。

２月定例会では、４割の自己負担が、今回は３割になっ○渡嘉敷喜代子委員

たということですが、この受講者の負担金の設定というのはどのようにしてや

っているのですか。先ほども説明を受けましたけれども、２月定例会の場合に

は国の予算が何％で、そして県から何％で、配分の仕方はどのようにして割り

当てましたか。

研修に係る経費を積算して、２月定例会の場○宮城洋子高齢者福祉介護課長

合には九州平均の受講者負担を採用して、まず受講者負担の金額を積算して、

それを除いて、国庫補助があるものは除いた額を県と国で負担をする。国庫が
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入らないものもございますのでそれは県で負担をしていくという考え方です。

今回は、事業に係る金額について過去の実績から積み上げていって、そして国

庫が入るものは、国と、県と、それから受講者で均等に３分の１ずつ負担をす

るという形で積算をして、それに係る受講者の人数を見込んで、それで１人分

の金額を出していくという形にしております。国庫が入らないものにつきまし

ては、県と受講者で半分ずつ持つという積算の仕方でございます。

前回と、今回と、受講者負担額が今回は３割になったわ○渡嘉敷喜代子委員

けですよ。それはどのようにしてそういうことになったのか、国庫負担が減ら

されたのか、あるいは県の予算額が行財政改革で減らされたのか、そのあたり

の説明をお願いします。

事業に係る予算額というのは、２月定例会に○宮城洋子高齢者福祉介護課長

提案した同じ金額であります。その歳入に係る、負担額に係るものを、今御説

明したとおりで、人数の積算をして、金額を過去の実績から見込んだ事業費に

ついて均等に割ってそれを人数で割り返して１人分の負担額を積算してまいり

ました。

この説明によると、予算の比較の中で国庫がふえていま○渡嘉敷喜代子委員

すよ、今年度は。そして一般財源については、国庫の分が減らされて手数料と

して積算したのか、このあたりがよくわからないんですけれども。

平成21年度の予算と比較しますと、一番大き○宮城洋子高齢者福祉介護課長

いのは、私ども職員に係る人件費につきましては国庫が入りません。それを、

今回、委託料で積算をしておりまして、人件費を委託する事業費に組んでおり

ますので、その分は国庫が入ってまいります。それで国庫もふえるという形に

なります。一般財源はかなり落ちてまいります。昨年度は、人件費に係る国庫

の分はとれませんでしたので、この分、今回は国庫もとっていくという形で一

般財源は大分落ちております。

委託することによって、国庫が入ってくるということで○渡嘉敷喜代子委員

すか。負担になるということですか。そうすると、県の一般財源との比較とい

うのはどうなりますか。

昨年の事業費に比べると、一般財源は853万○宮城洋子高齢者福祉介護課長
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5000円低くなります。済みません、今のは２月定例会でした。今回、手数料を

落としますので、その分国庫と一般財源が若干ふえてまいりますが、昨年の予

算に比べると一般財源は762万9000円減っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

福祉保健部の、この手数料の方針というものを確認したいん○佐喜真淳委員

。 、 、ですけれども ２月定例会に出された金額と 今回は下方修正されているので

前回は九州平均値というのでされております。それは多分、ほかの手数料もそ

うだと思うし、福祉保健部としての考え方―例えば皆さんの説明の中に、保育

士試験手数料とかそういうのがありますよ。多分、同じような方針の中で料金

設定をされていると思うんですが、今回はそれに反するということですか、方

針は変わらないというと。２月定例会と今回の料金の設定の基準というか、ベ

ースというものがなぜここにきて修正して、かつ今後の皆さんのベースとなる

金額が九州平均でして持ってくるのか。それともおのおのの手数料によって変

わってくるのか。そのあたりの説明をお願いできますか。

、 、○奥村啓子福祉保健部長 確かに 県のこれまでの手数料条例等の単価設定は

基本的には九州平均でとるのが大多数だったということでした。前回も九州平

均ということで出させていただいたんですが、いろんな議論の中で、やっぱり

取っていないところと金額にかなりばらつきがあるという指摘があったので、

そういう場合は一律に平均してしまうと現実的でないとか、妥当ではない部分

も出てくるのかなということがございましたので、今回、今さっき説明申し上

げた形で、費用をそれぞれ―国、県、補助金もありますので、利用者の負担と

いうことでの案分という形をとらせていただきました。今後につきましては、

やはりケースによって金額の設定の仕方は対応していくべきかなと思っており

ます。

なぜこれを聞くかというと、多分、財政課とのすり合わせ事○佐喜真淳委員

項もあるだろうし、一方で皆さんがしっかりとした方針の中で手数料というの

が制定されるだろうし。では今回、２月定例会でこうやった、６月定例会では

また変わってくるという、過去のものも掘り下げていくと、一体全体このあた

りはどうだったのかと。例えば、今、福祉保健部長の説明だと、九州でも取っ

、 、ているところと取っていないところがあるだろうということで それはある種
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皆さん柔軟性を持って下方修正しただろうし。では、過去のところも手数料と

して制定するに当たって、取っているところと取っていないところがなかった

のかどうか。そのときにこういう議論がなされなかったのかどうかですよ。方

針が、どうも我々に伝わってこないというか、多分、受ける側にとっては手数

料が下がったことはこれはいいと思うんです。ただ、皆さんが持つモチベーシ

ョンの中で、指針としての手数料の基準、今後、柔軟性を持ってそれをやるだ

ろうし、それはそれでいいんですけれども、下方修正をして今回提出したとい

うことは今後もさらにそう臨機応変にやっていく手数料になってくるのか、も

う一度答弁をもらえますか。

今回の手数料につきましては、これは介護保険法○當間秀史福祉企画統括監

に基づく、いわゆる研修のための手数料ということで、基本的に行政が行う行

政サービスというのは全国各地均質のサービスで、大体均一の料金という考え

方をしておりますものですから、この部分については一番近い九州各県を平均

でとったんですけれども、ただ今回、２月定例会で指摘されたように、ゼロか

ら３万円まで振り幅が九州の場合大きいと。国全体で見ますと、せいぜい手数

料を取っていないのは２県ぐらいしかないんですけれども、そういったことで

たまたま九州の振り幅が大きかったので、これはいわゆる各自治体の平均をと

るわけにはいかないだろうということであります。過去の手数料がどうだった

かというと、その手数料自体が全国均一の法律、あるいは制度に基づいてやら

れている手数料なのか、あるいは沖縄県独自なのか、あるいは九州だけでやら

れている事業なのかによってそれぞれ異なるかと思います。

結局、やはり条例ですから、これは今回、条例が可決された○佐喜真淳委員

場合、これはずっと改正するまでつなぐんですよ。ということは、手数料とい

うのはある基準というか、皆さんの持っている方針の中で決定されるはずなん

です。だから、条例にそれがうたわれているのであって、だから過去のものを

確認しながら、今後こういう種のものの基準というのが、考え方というものが

しっかりしていないと私はおかしいと思うんですよ。だからこういう質疑をし

ているんですけれども、当然、これは時代的背景の中で柔軟性を持ちながら手

数料というのを設定することも大切なことですけれども、例えば今回は今まで

九州の平均できていて、たまたま３カ月後には下方修正と。福祉保健部の持つ

方針と、県の中でのいわゆる財務を預かる部分とのすり合わせ事項がどうなっ

ているか我々に伝わってこないわけです。だから、ここは今後の課題としてこ

の手数料の中では私はしっかりと考えを持ってやっていると。皆さんは、理由
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について３つぐらい掲げているけれども、その中で毎年10％削減の財源になっ

ていると。そうすることによって手数料が上がったりしていったら、多分ここ

もおかしくなるだろうし、だから福祉保健部長、このあたりはしっかりとした

福祉保健部の方針というか、基準というか、これはやっぱり幅広く研究してや

っていただかないと。２月定例会にきて、今定例会になって、料金が下がるこ

と自体が私は悪いことではないと思うけれども、一方で皆さんの方針というの

が、これはしっかりと柱としてなっていないような気がしますので、今後の反

省というか、今後の研究としてやっていただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

前回の我々が指摘したところが、どれぐらい認識を持たれた○比嘉京子委員

のだろうかと思っているところなんですよ。確かに、数字の根拠についても問

題視をしたところですけれども、幾つか我々は指摘しているんですよ、反対に

至った理由をです。少なくとも今、九州各県で無料なところは何県でしたか。

長崎県１県です。○宮城洋子高齢者福祉介護課長

平均値というのはどのようにして出されるんですか。無料の○比嘉京子委員

ところも入れて、ゼロを入れて全体の県数で割るんですか。それとも、有料の

ところだけの平均値で出すんですか。

有料のところで平均値を出しました。○宮城洋子高齢者福祉介護課長

では、平成21年度と今年度、先ほど受益者３割負担にしまし○比嘉京子委員

たというのがありました。この数字で県が出すそれぞれの総額と、それから受

講費と、それから県の予算の動向についてもう一度お願いします。県は幾ら出

して、受講料を幾ら入れてというのをもう一度お願いします。

平成22年度の予算額は1803万3000円になって○宮城洋子高齢者福祉介護課長

おります。財源内訳ですが、今回、６月定例会の提案は一般財源が691万4000

円、国庫が539万3000円、手数料が572万6000円でございます。

平成21年度の県の予算は幾らでしたか。○比嘉京子委員
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1925万円でございます。○宮城洋子高齢者福祉介護課長

その内訳はどうなっていますか。○比嘉京子委員

国庫が470万7000円、一般財源が1454万3000○宮城洋子高齢者福祉介護課長

円でございます。

そうすると、今、1430万円の県の一般財源からのものを691○比嘉京子委員

万4000円にするということが、皆さんにとっては受講料を徴収することによっ

て行財政改革につながると理解をしての提案でしょうか。

行財政改革だけではなくて、この事業の適正○宮城洋子高齢者福祉介護課長

な実施という観点からでございます。

では、これまでは委託をしていなかったことについて、県が○比嘉京子委員

担ってきたことについて適切な実施には手がほど遠かったということを言いた

いのでしょうか。

この事業で、私どもの職員が担ってきた業務○宮城洋子高齢者福祉介護課長

になりますけれども、講師の選定等のコーディネート、それから参加人数に見

合った会場の予約であるとか配付する資料の印刷といった事務部門等でござい

ました。講師選定等非常に大事な中身の調整につきましては、今回、委託予定

先団体と調整をして、この団体から講師もファシリテーターも派遣していただ

いてきたところです。今回、委託の内容ですが、受託予定先にこれまでお願い

してきた講師派遣に関することであったり、これまで県で実施してきた事務的

な作業になります。現場の理解、把握については、ヒアリング等で対応するこ

とになると思いますが、実際に直轄でやらないから現場の意見が反映できない

というものではないと考えております。全国でも、44時間の研修、未経験者の

研修、５年以上たった再研修については、直轄で実施しているところは１カ所

だけです。ほかの研修も３県のみで、主任研修だけ４県、直轄で実施しており

ますけれども、他都道府県もそういう専門的な職能団体等に委託して適正な実

施をしているという状況がございます。

時には、全国の状況というものを比較してみるのもいいと思○比嘉京子委員
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うんですが、沖縄県そのものの、介護の人たちのスキルアップに対してどう考

えているかという姿勢というのが一貫してあって、それに対してこれまでは委

託をしなかったことがどういうデメリットが生じて、どういう問題点があるか

ら委託に踏み切るんだという明確に踏み切る理由が―全国でどこがどうだった

という前に踏み切る理由が、沖縄県として我々にそれなりの説明がやっぱり必

要ではないかと私は思うんですよ。そういう意味でいうと、他都道府県が云々

ではなくて経費が云々でもないとおっしゃるのだから、そうすると、今までの

ように、例えば 今回、この全額の中に委託料は幾らなんですか。1700万……。

円から800万円ぐらいに計算できるかなと思うんですが、委託料は幾らになる

んですか。

委託料が、1534万9000円でございます。○宮城洋子高齢者福祉介護課長

その数字を見ると、本当にこれはもう行財政改革とは逆の方○比嘉京子委員

向だと思うんですよ。というのは、それだけのほぼ回収した―国と県で自前で

今までどおりやって、講師の選定とか何とかという、いわゆる事務手続を抜く

だけの費用として、例えば今、講師選定に関しては介護支援専門員協会等のア

ドバイスやどの講師がどの科目についていいのだろうかという相談を今までも

乗ってもらっていたとおっしゃっていましたよ。その中から、皆さんが直接交

渉をしたり、会場を押さえたり、44時間の講習を県の職員が担ってきたわけで

すよ。直接的には、県の職員が中心をやりながらも一部そういう力をかりてき

。 、 、たわけですよ その委託も 介護支援専門員協会のほうに任せていたんですか

これまでも。県が交渉していたのですか。

講師は、介護支援専門員協会の、実際に介護○宮城洋子高齢者福祉介護課長

支援専門員をされている方、ベテランのケアマネージャーにお願いしてきたと

ころです。

だから、その協会の中で講師を務めている人たちができるだ○比嘉京子委員

けいらっしゃるわけでしょう。指導者なんだから、介護を養成してきた人たち

なわけでしょう。その人たちに、いわゆる講師をお願いしてきたわけだから、

私が今質疑したことよりももっと楽だと思うんですよ。例えば、人探しをその

協会の中ではなく学識経験者も含めてもっと広い範囲からやろうとすると、そ

れなりの専門員の講師をどなたにしようかということを皆さんが選ぶこと自体

も大変なのかなということを想定はできるんですが、今のようにその協会の中
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に講師の皆さんが所属をしている。だから、協会が時間割を組んで呼びかけて

、 。やってくれれば それは県の業務としてはかなり軽減されると私は予測します

だけれども、軽減されるにふさわしいだけの金額かどうかは別です。というこ

とは、いわゆる有料にして費用も取る。２万円以上とか費用を取る。費用を取

ったものが、県の財政の中にプラスにはならないわけですよ。だから、一方で

行財政改革をやっている割には、今みたいなことをこれまで無料でやっていて

も、委託をやらなければ無料でも県は成り立つはずなんですよ。そもそも、そ

こら辺から考え方に大きな違いがあると。そういう指摘を反対討論で前回やっ

ているんですよ。我々は反対討論でやっているんですよ。前回の反対討論は皆

さんお読みになりましたか。なぜ否決するのかという、読まれましたか。

委託料は、県の人件費に相当するものを人件○宮城洋子高齢者福祉介護課長

費として積算をして委託料の中に入れているんです。そして、受講者負担に係

る分については県が徴収をするわけです。介護支援専門員協会は、委託料で事

業を実施していくというようなことで、私ども１人分の人件費等、それに関し

てはこの委託料に組んでいっているという形です。

前回、皆さんは見込まれる徴収は700万円ということで、今○比嘉京子委員

回、1000円、2000円を下げたために合計金額が572万円になっていると思うん

ですけれども、我々が指摘したことの根本的なところの説明が十分に得られて

いないなと。きょう、それを聞いてからということを考えていまして、別に結

果ありきで我々が決めているわけではなくて、本当に前回、我々がなぜ皆さん

が出してきた議案に対して否決をしたのかということを、どれだけ皆さんがそ

れを受けとめて、考え方をどうされたんだろうかということを踏まえて、たし

か西銘委員と仲村委員がやったと思うんですよ。そのことに踏まえると、言っ

てみれば今まで無料だったものから２万3000円とか、１万2000円とか、２万円

とか、２万4000円を取るわけですよ、受講料を。取るお金を集めるのは皆さん

かもしれません、受講料を集めるのは皆さん。だけれども、その介護支援専門

、 、 、 。員協会のほうに講師や スケジュールや 会場や すべてゆだねるわけですよ

ゆだねるために、この回収したお金も全部含めて1800万円ぐらいになるはずの

ものが―全体の総額が、国が500万円幾ら、県が幾ら、徴収金が幾らとありま

すが、その総額をやるとざっと1800万円ぐらいなわけですよ。そのうちの1534

万円を委託料に払うわけですよ、委託料に払う。そのことを考えると、我々と

してはそういうことを含めても、受講者にとっても、県にとっても、大きな利

ということを感じられない。受講者からこれだけの金額をゼロから取るにして
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は、では、だれが一番その中で益を受けるのだろうかと考えるとどうなんです

か、言っている意味はわかりますか。では、なぜ他都道府県で無料で通してい

るところがあるのかということを、どうして沖縄県はもっと真剣にとらえない

んですか。だから、他都道府県のいいところは使う、だけれども不利なところ

は使わない、そういうところが見え隠れするわけですよ。では、例えば他都道

府県で、九州でもまだ無料で頑張っているところがある、どうして沖縄県はそ

れを頑張らないんですか。

私どもは、この研修というのは実際に介護支○宮城洋子高齢者福祉介護課長

援専門員が取り扱うさまざまな事例の対応方法等を習得するものでありまし

て、内容も非常に多岐にわたって膨大なもので、実際に扱っているその時宜の

ものを扱っていくということで、内容もグループワーク等で技法を着実に習得

させるというものでございます。実際に、ベテランの介護支援専門員、それか

ら講師、ファシリテーターをお願いしているところでありまして、現場に精通

したこういう団体に委託することで充実した内容になっていくと見込んでおり

ます。私ども県の職員でこの事務を担っていましたけれども、委託にすること

によって国庫の対象となって、一般財源は700万円近く落ちて、これは行財政

改革等に値すると思います。それから実際に120万円ほどの節減もできるとい

うことになっております。

今のお話で少しひっかかったのですが、委託することによっ○比嘉京子委員

て国庫事業になるんですか、だから委託したいと。今、初めてわかったんです

よ。では、去年までは国庫はおりていなかったと。今、皆さんが委託業務をす

ることによって、講師料等の人件費は国庫負担になるんですか。今まではなっ

ていなかったんですか。

、 。○宮城洋子高齢者福祉介護課長 講師の報償費等は これまでも国庫補助です

今回、介護支援専門員協会等に委託するに当たって、この事務を行うための人

件費を積算していますのでそれは国庫対象になりますということです。私ども

が、昨年度まで職員でやってきた分については、この職員費については国庫の

対象にはならないということでございます。

要するに、それに携わる県の職員の人件費は国庫にならない○比嘉京子委員

ということですか。本当に何と言っていいかわからないんですが、わかりまし

た。それにしても、私はこのことについても、今、もちろん県の職員がそれに
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割れてくる時間帯というものはもちろん国から出るわけはないわけで、県とし

て介護のこういうものをどう考えるかという、やっぱり根本に返ってくるなと

質疑を通して思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

少しだけやらせていただきます。県の資料をいただいて、前○奥平一夫委員

回の委員会に出ていなかったものですから、内容が少し不十分なんですけれど

も。例えば、皆さんが受講料負担を導入するための理由ということを資料をい

ただいているんですけれども、例えば基本的なところからすると既に有料とな

っている実務研修と同様に地方自治法第227条に該当という、これを御説明い

ただけますか。受講者負担を導入する理由の１番目に載っていますよ。ごめん

なさい、基本的なところだとは思うんですけれども。これまで無料であったや

つが地方自治法第227条に該当するので、有料としますということになるんで

すか。ちょっと御説明をお願いします。簡単でいいです。

実は、平成18年度からこの体系が整備をされ○宮城洋子高齢者福祉介護課長

ているんですけれども、そのときには介護支援専門員が介護保険制度の施行前

から要請してきましたものですから、この５年の有効期間が導入されたこの平

成18年度以降にはもう経過措置で切れる方がたくさんいて、この平成20年度、

平成21年度にも、2800名の更新の事務をするということもあって、平成18年度

にすぐ受講者負担の導入ができていないんです。ただ、44時間の実務研修とい

うのは既に私どもの条例の中にはうたわれて、実務研修については２万円の徴

収をしてきておりました。その根拠が、同じように特定のものにするための事

務であり、この地方自治法第227条に該当するということでございます。同じ

ような位置づけであります。

先ほどの議論の中で、長崎県が負担がないということになっ○奥平一夫委員

ていますが、これはどういう理由から受講者負担がないということになってい

るのか御存じありませんか。

取ることができるという規定でありまして、○宮城洋子高齢者福祉介護課長

取らなければいけないということではないです。
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それをちょっとお聞きしたかったんですよ。別に取らなくて○奥平一夫委員

もいいけれども取ることができるという、そういう条例になっていると理解し

ていいですか。地方自治法でそうなっているということですか。取らなくても

、 。いいということも含まれているということですか 先ほどの答弁でいいですよ

介護保険法で取ることができるという形にな○宮城洋子高齢者福祉介護課長

っております。

ですから、裏を返せば取らなくてもいいということも含まれ○奥平一夫委員

ているという確認をしていいですかと今聞いているんですよ、明解に。

地方自治法第227条は、徴収の根拠規定となるも○當間秀史福祉企画統括監

のであって、徴収しないという根拠規定ではありません。

だから、先ほどから聞いているのは、長崎県ではなぜそれを○奥平一夫委員

徴収しないのかということを聞いたらその話をしていらっしゃるから、取らな

くてもいいという解釈もできますかと聞いているんですよ。必ず取りなさいと

いう意味ではないでしょうと聞いているのですよ。

はい。○宮城洋子高齢者福祉介護課長

次に、導入する理由についての３番目、やっぱり行財政改革○奥平一夫委員

といいますか、県の財政も厳しいからいろいろ予算編成の前に10％のシーリン

グがあって福祉予算も厳しいと、僕はこれは非常に大きいなと思っているんで

す。確かにわかるんですよ。だからある意味、例えばこういう理由を示してい

るんですけれども、現在の事業規模を維持するためにほかの複数の介護関係事

業費を削減して対応するのではなく、受講者負担を導入することが適当である

と。これが本来ならば大きな理由になるのかなと思うんですが、その辺はどう

ですか。

今回、介護支援専門員の研修を外部に委託すると○當間秀史福祉企画統括監

いう理由は、今おっしゃられた理由もあるんですが、あと１点、福祉保健部の

場合、毎年、毎年、いわゆる扶助費等とそういった予算が膨らんできつつあり

ます。いわゆる高齢者社会になると、老人保健の部分と、また今年度からコザ

児童相談所のほうに一時保護所もできます。さらに昨今では、生活保護におけ
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るケースワーカーが全く足りない状況になってきて生活保護がどんどんふえて

いる状況にあります。そういう中で、福祉保健部の人的資源、あるいは財政的

資源がかなり窮屈な状況があります。そういったことを踏まえた場合、沖縄県

が実施するより、外部でより専門性を持ってできるところについてはそこらに

委託して、浮いた職員でその部分に充てていきたいというのが考え方の一つで

あります。

これは仲井眞県政が、この福祉―いわゆる社会保障にかかわ○奥平一夫委員

ることをどうするのかということが問われる大変大事なところでもあるんで

す。それはもう上からの指示ですから、やむなしと見るのか、あるいは我々が

それを許さないといってそれを否決するのかというところもあるとは思うんで

すけれども、ただ、やはり財源的に厳しいということは非常に大きな問題だと

思います。例えば、負担料をかなり下げて節減されたのが、いわゆる２月定例

会提案の分が121万7000円、例えば委託料は、これは２月定例会案と同じよう

に違っているんですか。121万7000円差額があるんですか。

委託料に関しては同額です。○宮城洋子高齢者福祉介護課長

では、どこが削減されたのですか。○奥平一夫委員

県の人件費等に係る部分です。県事務費の部○宮城洋子高齢者福祉介護課長

分です。

これはこの事業を運営するのに支障はないのですか。そもそ○奥平一夫委員

も２月定例会に提案したのと、今提案されている事業費が121万円も削減され

たわけでしょう。

121万7000円の節減部分は、２月定例会との○宮城洋子高齢者福祉介護課長

差ではなくて平成21年度予算との差になります。

それでしたら、例えば今回、手数料2000円近くずつ下げてい○奥平一夫委員

ますよ。歳入ではこれはどのくらいですか。例えば、皆さんの資料で今回提案

されているのが、いわゆる負担分が572万6000円になっています。これは２月

定例会提案ではどれぐらいだったのですか。
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手数料は、２月定例会提案では733万6000円○宮城洋子高齢者福祉介護課長

でございました。

手数料は、どれぐらい削減されるんのですか。○奥平一夫委員

手数料は161万円削減になります。その分、○宮城洋子高齢者福祉介護課長

、 。国庫が70万4000円ふえて 一般財源が90万6000円ふえるということになります

それでは、事業費としては変わらないのですか。２月定例会○奥平一夫委員

とは違わないのですか。

では最後に、西銘委員が先ほど質疑の中で、負担をさせること自体が間違っ

ているといいますか、私たちは受け入れられないというお話もありました。そ

ういう考え方も当然あってしかるべきだと思います。長崎県もそういう形で徴

収をしていないわけですから当然ですけれども、例えば今回、この６月定例会

に提案された議案が否決をされたときにどういう影響が出るのでしょうか。

私どもは今回、手数料の収入を見込んで予算○宮城洋子高齢者福祉介護課長

措置をしていただいているので、予算措置された手数料額についてほかの事業

から一般財源を手当てする等の調整が財政当局とすぐに詰めていかないといけ

ないということで、現在でもこの議会を待って、最初の研修を８月下旬から始

めるということで計画をしているんですが、さらにこのスケジュールがおくれ

るということで事業実施が非常に厳しい日程になってまいります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第６号議案に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員の一部入れかえ ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次に、福祉保健部及び病院事業局関係の陳情平成20年第41号外64件の審査を
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行います。

、 。ただいまの陳情について 福祉保健部長及び病院事業局長の説明を求めます

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

をお願いいたします。

まず初めに、福祉保健部長の説明を求めます。

奥村啓子福祉保健部長。

それでは、陳情の処理方針について御説明申し上げ○奥村啓子福祉保健部長

ます。

お手元に配付してあります陳情に関する説明資料をごらんください。

福祉保健部関係では、継続の陳情が42件、新規の陳情が21件であります。

継続となっている陳情平成21年第139号、同第178号、陳情第41号、第52号に

ついては、処理方針に変更がありますので説明させていただきます。

資料の36ページをお開きください。

資料の36ページから37ページには、陳情平成21年第139号学童保育の拡充に

関する陳情の変更後の処理方針を記載してございます。

変更箇所については、38ページ及び39ページの資料で御説明申し上げます。

38ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針１については、平成22年から平成26年までの沖縄県におけ

る次世代育成支援対策となる新たなおきなわ子ども・子育て応援プラン後期計

画を平成22年３月に策定したことにより処理方針を変更するものであります。

変更後の処理方針を読み上げます。

県においては、平成22年３月に策定したおきなわ子ども・子育て応援プラン

の後期計画において、放課後児童クラブの設置を進め、待機児童や大規模児童

クラブの解消に努めることや、学校の余裕教室や児童館等の公的施設の活用を

市町村や教育委員会と連携して促進することを明記しております。

なお 同計画においては 平成21年度の放課後児童クラブ194カ所を 平成26、 、 、

、 、年度までに238カ所にふやす目標を掲げているところであり 県としましては

市町村と連携し、放課後児童クラブの設置を促進してまいります。

続きまして、資料の39ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

、 、変更後の処理方針２については 沖縄県学童保育支援センターの立ち上げで

放課後児童指導員等の資質の向上を図るための取り組みが強化されたことによ

り処理方針を変更するものであります。
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変更後の処理方針を読み上げます。

放課後児童指導員等の資質の向上を図るために、児童館連絡協議会及び学童

連絡協議会に研修費を助成しております。また、平成22年１月に県内の各放課

後児童クラブを支援するための拠点として沖縄県学童保育支援センターを立ち

上げ、各クラブへの相談援助業務や指導員の人材育成に向けた研修等を実施し

ております。

同じく39ページ中段の変更理由をごらんください。

変更後の処理方針３については、時点修正及び大規模クラブの分割化に向け

ての具体的な取り組み状況を明記したことにより処理方針を変更するものであ

ります。

変更後の処理方針を読み上げます。

大規模児童クラブについては、平成21年度に７カ所の分割を進めてきたとこ

ろです。今後とも、市町村と連携し、大規模児童クラブの分割を進めるととも

に、地域のニーズに沿った学童クラブの設置を推進してまいりたいと考えてお

ります。

続きまして、43ページをお開きください。

資料の43ページには、陳情平成21年第178号次世代育成支援対策後期行動計

画策定に対する陳情の変更後の処理方針を記載してございます。

変更箇所については、46ページの資料で御説明申し上げます。

46ページをごらんください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針１、２及び３については、平成22年３月に策定されたおき

なわ子ども・子育て応援プラン後期計画において、新たに発達障害児への支援

等を位置づけたことにより処理方針を変更するものであります。

変更後の処理方針１を読み上げます。

県では、おきなわ子ども・子育て応援プランの後期計画を平成22年３月に策

定したところであります。同プランでは、新たに発達障害児支援体制の充実の

項目を設け、当該項目の中で発達障害児対策の体制整備、早期発見・早期支援

体制の充実、ライフステージに応じた各種支援の取り組みについて具体的な支

援策等を明記しております。

続きまして、変更後の処理方針２及び３を読み上げます。

県においては、発達障害児とその家族に対し、途切れのない支援体制を構築

するため沖縄県発達障害児（者）支援体制整備計画を策定したところでありま

す。医療機関の確保及び発達障害についての理解を促すための情報発信・普及

啓発については、同整備計画に位置づけ、今後、関係機関と連携して取り組み
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を強化することとしております。また、おきなわ子ども・子育て応援プラン後

期計画にも今後の取り組み事項としてその旨明記したところであります。

続きまして、47ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針７については、平成21年11月に発達障害児（者）支援に関

する人材育成計画を策定したことにより処理方針を変更するものであります。

変更後の処理方針を読み上げます。

発達障害児への支援については、発達障害児（者）支援体制整備計画及び発

達障害児（者）支援に関する人材育成計画に基づき、市町村と連携して保育士

の資質向上のための研修や療育支援事業による保育所等の巡回指導等の実施な

ど支援の充実を図ってまいります。

続きまして、60ページをお開きください。

資料の60ページには、陳情第41号子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成を

求める陳情の変更後の処理方針を記載してございます。

変更箇所につきましては、62ページの資料で御説明申し上げます。

62ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針につきましては、県として、全国衛生部長会を通じて国に

対し要請を行ったこと、及び国会においても子宮頸がん予防措置の実施の推進

に関する法律案が提案された経緯があるため、処理方針を変更するものであり

ます。

変更後の処理方針について、読み上げます。

ワクチン等の予防接種については、市町村の業務となっておりますが、住民

に勧奨するためにはワクチンの有効性等の評価、副反応の際の補償、公費負担

の措置について国の責任において対応する必要があります。

県としては、全国衛生部長会を通じて子宮頸がんワクチンの有効性等の評価

を早急に行い、必要な公的支援や多くの国民が接種できるよう国に要望してい

るところであります。また、国会においては、予防効果が高いと認められる年

齢層に対してワクチン接種の機会が確実に確保されること、及び市町村の行う

同事業に要する費用の全部を国が補助する旨の子宮頸がん予防措置の実施の推

進に関する法律案が提案された経緯があることから、県としては国の動向を注

視していきたいと考えております。

続きまして、資料の66ページをお開きください。

資料の66ページには、陳情第52号社会福祉法人翠泉会羽地苑に関する陳情の

変更後の処理方針を記載してございます。
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変更箇所につきましては、69ページの資料で御説明申し上げます。

69ページをお開きください。

変更理由の欄をごらんください。

変更後の処理方針４につきましては、虐待行為等に対する指導権限のある名

護市へ直接通報が行われ、同市において指導を行っている状況を踏まえ、運営

適正化委員会における役割は一たん終了したと判断し、同委員会の苦情解決部

会における審査を終結したため処理方針を変更するものであります。

変更後の処理方針について、変更に係る箇所のみ読み上げます。

４、運営適正化委員会の苦情解決部会については、同事案について平成21年

12月17日、平成22年２月18日、平成22年４月15日の３回審査しております。同

委員会ではできる範囲の対応はすべて行ったとし、同事案を一たん終結扱いと

しているが、今後とも巡回指導等を通じて同施設の状況確認を行っていくとの

ことでありました。

以上が、処理方針の変更に係る説明であります。

その他の継続分ついては、処理方針に変更がありませんので説明を省略させ

ていただきます。

続きまして、新規の陳情21件について、その処理方針の概要を御説明いたし

ます。

資料の72ページをお開きください。

陳情第57号医療制度の改革に伴う国保の財政赤字問題に関する陳情について

御説明いたします。

陳情者は、沖縄県市長会会長翁長雄志であります。

処理方針を申し上げます。

１、市町村国保の財政運営を支援するため、国においては、財政安定化支援

事業等の財政基盤強化策が平成22年度から平成25年度までの４年間継続実施さ

れており、県では、県調整交付金や保険基盤安定制度等による支援策を行って

いるところであります。

２、前期高齢者財政調整交付金の算定方法が、前期高齢者の加入割合が低い

本県市町村国保において不利に働いていることは県としても認識しており、平

成21年度においては、関係市町村と協議の上、国に対し算定方法の見直し及び

財政支援措置を求め約14億円の補てんを受けたものであります。

３、市町村国民健康保険事業は、低所得者層及び高齢者の加入割合が高く、

医療費の増嵩に対し十分な保険料収入が確保されにくいという構造的な課題を

抱えていることから、国に対しては、全国知事会等を通して国民健康保険制度

の充実、強化を要望しているところであります。

H22.07.05-03

文教厚生委員会記録



- 61 -

県としましては、今後とも県内市町村国保の厳しい財政状況を踏まえ、前期

高齢者財政調整交付金の算定方法の見直しや財政支援措置及び財政基盤強化策

の拡充・継続について、国に対し要望してまいります。

続きまして、資料の73ページをお開きください。

陳情第62号保育制度改革に関する意見書提出を求める陳情について、御説明

申し上げます。

陳情者は、沖縄県女性団体連絡協議会会長宮平叶子であります。

本陳情は、沖縄県議会において、国への意見書を可決してもらいたいとの内

容ですが、処理方針の様式をとり、陳情の項目について参考までに状況等を御

説明申し上げます。

１、国では、子ども・子育て新システム検討会議等において、今後の保育制

度のあり方について議論がなされている状況であり、県としてもその動向を注

視してまいります。

２、県としては、保育所入所待機児童対策特別事業基金及び安心こども基金

を活用した保育所整備を市町村と連携し、待機児童の解消を図っているところ

であります。安心こども基金による保育所整備の実施期限が平成22年度末とな

っており、県としては、九州地方知事会等を通じて国へ基金実施期限の延長と

十分な財源措置を要望しております。

３、国が示している地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律案においては、児童福祉法第45条に規定されている児童福祉施設の設備

運営に関する基準を都道府県の条例に委任することとしております。ただし、

、 、 、条例を定めるに当たっては 保育士の配置基準 居室の面積基準等については

厚生労働省令で定める基準に従うものとされております。県としては、省令作

成に当たっては、施設でのきめ細やかなケアの観点から現行の保育士の配置基

準を改善することについて、九州各県保健医療福祉主管部長会議を通じて国へ

要望しているところであります。

４及び５、県においては、平成22年度から今後５年間の沖縄県における次世

代育成支援対策となるおきなわ子ども・子育て応援プラン後期計画を策定した

ところであり、同プランの基本目標の一つとして地域における子育ての支援、

職業生活と家庭生活の両立の推進等を掲げて親子が心身ともに健やかに成長で

きる環境づくりに取り組んでまいります。

６、地方６団体においては、真の地方自治の確立に向けた三位一体の改革へ

の取り組みとして、税源移譲と地方交付税による確実な財政措置を前提とした

国庫補助負担金の廃止を提言しております。国庫負担金の廃止の対象として、

保育所運営費が含まれておりますが、これは保育所運営費補助事務が地方の事
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務として定着化していることなどが理由とされております。

県としては、法人立保育所運営費が一般財源化される場合にあっても、保育

施策の後退などの影響が出ないよう、地方６団体の主張に沿って、地方交付税

等により必要な財源が確実に確保されるべきであると考えております。

続きまして、資料の75ページをお開きください。

陳情第76号遺骨収集に関する陳情について、陳情者は、ＮＰＯ法人沖縄戦記

録フィルム１フィート運動の会代表福地曠昭であります。

本陳情は、沖縄県議会において、国へ要請してもらいたいとの内容ですが、

処理方針の様式をとり、陳情の項目について、参考までに状況等を御説明申し

上げます。

１、戦没者の遺骨収集業務については、厚生労働省設置法に基づき国が行う

業務となっております。

県としましては、県内のごうや開発現場等から依然として戦没者遺骨が発見

されている状況を踏まえ、平成21年度、全市町村を対象に未収骨等に関する調

査を実施し、国に対し情報を提供したところであります。今後も、遺骨収集が

迅速に行われるよう、市町村や住民から寄せられる情報について、適宜、国へ

提供し、速やかに遺骨収集を実施するよう要請してまいります。

２、戦没者の遺骨に関する情報については、終戦後65年が経過したこと、ま

た昭和31年から国が計画的に実施してきた遺骨収集により一定の情報が得られ

てきたこと等により、新たな情報が得にくい状況にあります。一方で、ここ数

年、開発現場等から情報が寄せられる事例もあることから、県としましては、

今後とも市町村等と連携し、情報収集に関する広報活動について検討してまい

ります。

続きまして、資料の76ページをお開きください。

陳情第81号がん対策推進条例制定に関する陳情について、陳情者は、沖縄県

がん患者会連合会会長田名勉であります。

処理方針を申し上げます。

我が国においては、平成18年６月にがん対策基本法が制定され、国、地方自

治体、国民等の責務によりがん対策の一層の充実を図ることが明示されたとこ

ろであります。沖縄県においては、同法に沿って平成20年３月に沖縄県がん対

策推進計画を策定し、総合的かつ計画的ながん対策の推進を図っているところ

であります。さらに、平成21年12月には沖縄県がん対策推進計画アクションプ

、 。ランを策定し 各実施主体が具体的に取り組む内容を示したところであります

このような中でがん条例の制定については、その必要性を含め、総合的に検討

することとしています。
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県としては、今後とも県計画及びアクションプランを着実に実施し、予防か

ら医療提供に係る適切ながん対策の充実・強化を図っていくこととしておりま

す。

１、県においては、平成20年３月に策定した沖縄県保健医療計画に基づき、

地域がん診療連携拠点病院機能強化事業等を実施する等各医療機関の密接な医

療連携により、各２次医療圏ごとの状況に応じて入院から在宅医療まで切れ目

なく提供できる体制づくりを図ることとしております。

、 、 、２ 県としては 県がん診療連携拠点病院である琉球大学附属病院を中心に

県立中部病院や那覇市立病院、その他のがん治療可能な医療機関との連携によ

り、高度・専門的治療を含めた総合的な医療提供が県内で実施できる体制づく

りの構築を図っているところであり、引き続き患者の状態に応じた医療が県内

で実施できるよう努めていきます。

３、沖縄県がん対策推進計画アクションプランの中で、県、市町村、医療機

関、関係団体及び県民が、それぞれ実施主体ごとに取り組むべき内容を明確に

しています。なお、今後は、がん患者の意見等を尊重するために県民の声の設

置等を行うこととしています。

続きまして、資料の78ページをお開きください。

陳情第83号前期高齢者財政調整制度等の見直しに関する陳情について、陳情

者は、沖縄県市議会議長会会長金城徹であります。

この陳情の処理方針につきましては、先ほど御説明しました陳情第57号と同

じでありますので、説明を省略させていただきます。

続きまして、資料の79ページをお開きください。

陳情第94号子宮頸がん予防及び早期発見の施策推進を求める陳情について、

陳情者は、沖縄県女性特有のガン検診を推進する会代表上江洲ひでみでありま

す。

この陳情の処理方針の１につきましては、先ほど御説明しました陳情第41号

と同じでありますので、説明を省略させていただきます。

では、処理方針の２を申し上げます。

２、乳がん及び子宮頸がんの無料検診クーポン券の配布については、平成21

年度から開始された事業であります。事業開始の初年度は、全額国庫負担事業

として実施されておりましたが、今年度は国が２分の１、市町村が２分の１負

担で実施されております。

、 、国は 来年度の国庫負担による事業継続について特に明言しておりませんが

県としては、全国衛生部長会を通して国庫負担による事業継続を要望している

ところであります。
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続きまして、資料の80ページをお開きください。

陳情第95号介護保険で訪問カットが適用できるよう求める陳情について、陳

情者は、全日本訪問美容支援協会会長伊勢田優であります。

本陳情は、沖縄県議会において国へ意見書を提出してもらいたいとの内容で

すが、処理方針の様式をとり、陳情の項目について参考までに状況等を御説明

申し上げます。

介護保険制度は、介護を要する状態となっても、できる限り自宅で自立した

日常生活を営めるように、真に必要な介護サービスを総合的、一体的に提供す

る仕組みです。訪問カットについては、現在、在宅の老人福祉サービス事業の

、 。一環として１市が実施しており 今年度より１村が実施予定となっております

また、２市が過去に実施した経過はありますが、需要がなくて廃止となってお

ります。訪問カットを介護保険サービスに含めることにつきましては、適当で

はないと考える市町村が多い状況にあります。

続きまして、資料の81ページをお開きください。

陳情第97号子ども手当の廃止を求める陳情について、陳情者は、日本の子供

の未来を・守る会沖縄支部長山川幸子であります。

処理方針を申し上げます。

平成22年度に創設された子ども手当制度は、今年度に限り、従来の児童手当

分の地方負担が求められておりますが、平成23年度以降の子ども手当の本格的

な制度設計に当たっては、費用負担の問題も含め、地方と十分協議を行うこと

を全国知事会と一体となって国に求めているところであります。

なお、民主党のマニフェストでは、次年度以降の子ども手当については、財

源を確保しつつ、現行の1万3000円から上積みするとともに子供にも国内居住

要件を課すこととしています。県としましては、今後、その動向を注視してま

いります。

続きまして、資料の82ページをお開きください。

陳情第98号難病のある人の生活自立支援と就労支援に対する陳情について、

陳情者は、難病ある人の就労を考える会代表山入端保であります。

処理方針を申し上げます。

難病のある人の就労支援は、就労前から就労後まで医療、保健、福祉及び労

働などの関係機関が連携し、継続的に支える必要があり、沖縄県難病相談・支

援センターを初めハローワーク等関係機関による就労支援の体制整備を図る必

要があると認識しております。

１、沖縄県難病相談・支援センター事業については、平成17年度から県内で

唯一難病患者の相談・支援活動を主たる事業としている特定非営利活動法人ア
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ンビシャスに委託し、沖縄県難病相談・支援センター事業実施要綱に基づき同

事業を実施しております。

２、本県では、難病指定されている130疾患のうち特定疾患治療研究事業の

対象である56疾患について公費負担制度を実施しており、同事業による県内受

給者は平成21年度末時点で6691名おり、そのうち就労している者は2043名おり

ます。また、平成21年度の同センターにおける難病患者の就労に関する相談件

数は74件となっております。委託事業の実施状況については、毎年、事業実績

報告の提出を義務づけ、その把握に努めております。

３ 同センターの常勤の支援員は１名で 平成22年度の委託料は 373万4000、 、 、

円となっております。難病患者就労支援モデル事業については、県では実施し

ておりませんが、県が各圏域に設置している障害者就業・生活支援センター等

に配置されている就労支援ワーカー等と連携を図り対応してまいりたいと考え

ております。

４、平成18年度及び平成19年度に、沖縄労働局、沖縄障害者職業センター、

障害者就業・生活支援センター、医療機関などで構成する難病患者の就業支援

に関する連携会議を同センターが主催して開催しております。現在は、ハロー

ワーク主催の障害者雇用連絡会議の構成員として参加し、関係機関との連携を

図っております。

５、同センターでは、就労している難病患者からの就業に関する相談や、企

業からは難病患者の対応に関する相談等を受け必要な助言等を行っておりま

す。

６、就労支援の一環として、ハローワーク等が行う難病がある人の雇用支援

事業の紹介については、引き続き同センターのホームページでの情報発信や、

希望者等に対して会報誌を郵送するなどの方法で周知を図ってまいりたいと考

えております。

７、同センターでは、同センターが主催した会議等の情報をマスコミを通じ

て公表したり、同センターのホームページでの情報発信や、希望者等に対して

会報誌を郵送するなどの方法で周知を図っております。

８、同センターは、難病全般に関する相談を受けるとともに、相談者と同じ

疾患の患者会があれば、同患者会について情報提供しております。なお、同セ

ンターでは患者会への相談業務の委託は行っておりません。

９、離島圏や沖縄本島北部に居住する難病患者には、電話やメール等による

相談支援や、会報誌を送付し、難病に関する情報提供を行っております。

、 、 。10 沖縄県難病・相談支援センター事業において 寄付金収入はありません

なお、特定非営利活動法人アンビシャスへの寄付については、同法人ホーム
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ページで紹介され、その使途が明記されております。

続きまして、資料の85ページをお開きください。

陳情第99号沖縄県がん対策推進基本条例の６月定例会での制定を求める陳情

について、陳情者は、沖縄県がん患者会連合会会長田名勉であります。

この陳情の処理方針につきましては、先ほど御説明しました陳情第81号の前

半部分と同じでありますので説明を省略させていただきます。

続きまして、資料の86ページをお開きください。

陳情第100号発声障害の認知と治療の保険適用を求める陳情について、陳情

者は、発声障害患者会代表田中美穂であります。

本陳情は、沖縄県議会において、国へ意見書を提出してもらいたいとの内容

ですが、処理方針の様式をとり、陳情の項目について参考までに状況等を御説

明申し上げます。

麻痺性発声障害は、運動統御に関係する大脳基底核からの出力過剰で筋緊張

高進を来たす病態の神経難病であるジストニアのうち、局所性ジストニアに分

類されています。国においては、平成21年度から難治性疾患克服研究事業に研

究奨励分野を設け、疾病の状態に関する実態把握を目的として組織的、体系的

な研究を行っております。ジストニアもその研修奨励分野の疾患に選定され、

現在、ジストニアの治療法の確立、治療指針策定のための調査研究班において

研究が進められているところです。県としては、国の動向を注視しながら対応

を検討していきたいと考えております。

続きまして、資料の88ページをお開きください。

陳情第101号利用者の安心・安全と健康や職員の権利を守るために、社会福

祉法人翠泉会在宅複合型施設羽地苑の運営正常化を求める陳情について、陳情

者は、羽地苑の運営正常化を求める会会長新里則雄外１人であります。

処理方針を申し上げます。

昨年の虐待事案については、名護市から報告を受けております。それによる

と、虐待をした職員に対する定期的面談や全職員を対象にした虐待防止等研修

を強化して問題の改善に当たるとしております。また、職員へのパワー・ハラ

スメント等に関しては、これまでも平成20年12月と平成21年６月に改善の要請

があり、それを受けて組合からの意見聴取、現地調査、法人及び職員との話し

合いなどを持って施設運営に混乱が生じないよう指導してきたところでありま

す。現在、施設運営の改善に向け事実確認を行っているところであり、その結

果を踏まえ対応していく考えであります。

１、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づ

く対応は、通報を受けた名護市が事実確認及び指導を行っているところであり
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ます。県においては、利用者への影響の観点から、社会福祉法及び老人福祉法

に基づき関係者から事情聴取を行っております。

２、パワーハラスメント等に関しては、これまでも組合からの意見聴取や法

人及び職員との話し合いを持って施設運営に混乱が生じないよう指導してきた

ところであります。特に、利用者への影響が出ないようにするのが重要である

ことから、その視点から今後の改善に向けて対応していく考えであります。

３、解職勧告に相当するような明白な法令違反等が確認できない現時点では

理事長の解職を勧告することは困難であり、引き続き状況把握に努めてまいり

ます。理事会についても、引き続き事情聴取や現地調査により事実確認を行っ

た上で対応してまいります。

続きまして、資料の90ページをお開きください。

陳情第103号選択的夫婦別姓制度の法制化に反対する意見書の提出に関する

陳情について、陳情者は、日本の子供の未来を・守る会沖縄支部長山川幸子で

あります。

本陳情は、沖縄県議会において、国への意見書を提出してもらいたいとの内

容ですが、処理方針の様式をとり、陳情の項目について参考までに状況等を御

説明申し上げます。

選択的夫婦別姓制度とは、夫婦が望む場合には、結婚後も夫婦がそれぞれ結

婚前の姓氏を称することを認める制度であり、これまで国の法制審議会の提言

、 。 、などを受け 法制化に向けての検討が進められてきております しかしながら

、 。子供への影響を懸念するなどの慎重な意見もあり 法制化に至っておりません

当該制度の導入は、婚姻制度や家族のあり方と関連する重要な問題であること

から、国において、国民の理解のもとに進められるべきものであると考えてお

ります。

続きまして、資料の91ページをお開きください。

陳情第104号沖縄戦遺骨収集現場の視察要請に関する陳情について、陳情者

は、沖縄戦遺骨収集ボランティアガマフヤー代表具志堅隆松であります。

本陳情は、沖縄県議会に現場視察をしてもらいたいとの内容ですが、処理方

、 。針の様式をとり 陳情の項目について参考までに状況等を御説明申し上げます

西原町幸地の幸地ごうについては、平成21年９月、ボランティア団体によっ

て発見され、旧日本兵のものと思われる遺骨の収骨がなされており、現在も調

査中の状況にあります。西原町においては、同団体からの要請を受け、調査現

場について、平和学習に活用することを目的として仮設の階段を設置する等見

学のための環境を整え、活用方法を検討しているところと聞いております。

県としましては、このような市町村教育委員会の独自の取り組みを把握する

H22.07.05-03

文教厚生委員会記録



- 68 -

とともに、戦没者遺骨の早期の収集について、今後とも国へ要請してまいりま

す。

続きまして、資料の92ページをお開きください。

陳情第120号社会福祉法人翠泉会羽地苑の運営に関する陳情について、陳情

者は、名護市宮城金徳であります。

処理方針を申し上げます。

、 、在宅複合型施設羽地苑は 地域のさまざまなニーズに総合的にこたえるため

定員20名の通所介護事業所、定員20名の短期入所者生活介護事業所及び在宅介

護支援センターを一体的に整備して、平成13年12月10日に事業を開始しており

ます。

１、平成14年３月と７月に翠泉会理事長から知事に対し、施設の利用率が上

がらないので特別養護老人ホームへ転換させてほしいとの陳情がありました。

これに対し、沖縄県高齢者保健福祉計画で特別養護老人ホームを増設しないと

していること等から特別養護老人ホームへの転用はできないことを伝えており

ます。また、経営改善のため当該施設の事業内容を広報により周知を図るよう

助言するとともに、北部地区特別養護老人ホーム施設長研修会において協力を

求めております。

２及び３、平成15年５月ごろ、当時の理事長である陳情者は資金援助をする

という株式会社Ａ社を紹介され、ア、法人の負債や陳情者個人の負債を引き継

ぎ施設を経営すること、イ、Ａ社の会長に理事長を引継ぎ、みずからは常務理

事に退くこと等を内容とする合意書の締結を計画しました。陳情者は、この合

意書を実行するため、平成15年６月18日に開催したとする虚偽の理事会議事録

を作成して、Ａ社の関係者３名とＡ社を紹介した１名を理事に選任しておりま

す。そして、平成15年６月21日に合意書を締結し、平成15年８月22日の理事会

、 、 。において 陳情者が理事長を辞任し 新理事長にＡ社会長を選任しております

ところが、平成15年11月22日の理事会において陳情者が理事を解任されるなど

合意書が履行されなかったことから、平成16年５月26日に元理事の１人が平成

15年６月18日に行われた理事選任に係る理事会は無効であると提訴し、その結

果、平成17年７月に理事会不存在の判決が出ております。県は、理事会不存在

の判決を受け、施設運営の適正化を図る視点から総合的に判断し、職権により

平成17年９月６日に仮理事を選任しました。平成17年12月20日の仮理事会にお

いて、公正・公平な立場で法人運営を行うことが認められる方が理事長及び理

事として選任されております。その後、平成19年３月３日の理事会において、

理事長辞任に伴う新理事長が選任され、現在に至っております。翠泉会の平成

21年度の指導監査結果は、評議員の欠員や理事会議事録への署名漏れ等計12件
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ありました。これらについては、改善済み、あるいは今後改善していく旨の報

告を受けております。同法人及び施設については、改善すべき問題が多いこと

から今後も適正な法人、施設運営の確保に向け指導してまいります。

続きまして、資料の94ページをお開きください。

陳情第128号沖縄子ども振興計画（仮称）の策定に関する陳情について、陳

、 。情者は 沖縄子どもの貧困解消ネットワーク共同代表知花聡外６人であります

処理方針を申し上げます。

沖縄県では、次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県計画として、おき

なわ子ども・子育て応援プランを策定しており、平成22年度からは同プランの

後期計画をスタートさせております。同プランでは、基本目標として地域にお

ける子育ての支援、要保護児童への対応など、きめ細やかな取り組みの推進、

ひとり親家庭等の自立支援の推進等を掲げており、それぞれの目標のもとに各

種施策を展開しているところであります。また、同プランについては、沖縄振

興計画に続く新たな計画の次世代育成支援対策分野における基本方針として位

置づけることとしており、今後、プランの内容を新たな沖縄の振興に向けた基

本的な考え方（案）に反映させるよう関係機関と協議してまいりたいと考えて

おります。

続きまして、資料の95ページをお開きください。

陳情第129号子どもの虐待未然防止のための陳情について、陳情者は、沖縄

子どもを守る女性ネットワーク共同代表山内優子外１人であります。

処理方針を申し上げます。

１、今回発生した事案については、児童虐待の防止等に関する法律に基づく

検証作業を行うこととしており、原因及び問題点を検証し、未然防止のための

対策を検討してまいります。また、乳児家庭全戸訪問事業等につきましては、

児童虐待の未然防止対策として効果的に実施されるよう実施主体である市町村

と連携して取り組んでまいります。

２、24時間保育及び夜間学童の実施については、保育士や児童指導員の人員

確保などさまざまな課題があることから、今後、必要性を含めて市町村及び関

係団体と議論してまいります。また、ファミリー・サポート・センターについ

ては緊急時の受け入れ体制など機能強化を促進してまいります。

３、今回の事案の検証については、関係する市町村や医療機関とも連携しな

がら作業を進めたいと考えております。あわせて、医療機関用の児童の虐待対

策マニュアルの更新、再配布を行うとともに、県立病院や県医師会を通じて医

療機関との連携の強化を図ってまいります。

４、沖縄県では、平成21年10月に県内の介護施設に対して介護職員賃金実態
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調査を行いました。また、介護職員の処遇改善を図るため、平成21年10月から

介護職員処遇改善交付金事業を実施しております。

なお、同事業は、平成23年度までとされておりますが、国は、平成24年度以

降も介護職員の処遇改善に取り組んでいくとの方針を示しており、沖縄県とし

ても九州各県とも連携し、介護職員のさらなる処遇改善を国に要望することと

しております。

続きまして、資料の97ページをお開きください。

陳情第137号琉球大学医学部の地域医療に関する講座の新設を求める陳情に

ついて、陳情者は、国立大学法人琉球大学学長岩政輝男であります。

本陳情は、沖縄県議会において、国へ意見書を提出してもらいたいとの内容

ですが、処理方針の様式をとり、陳情の項目について参考までに状況等を御説

明申し上げます。

本県の医療提供は、先進医療等の提供施設である琉球大学医学部附属病院を

中心に県立病院や民間医療機関との連携により、県内でほとんどの医療が実施

できる体制を構築してきました。

、 、 、また 琉球大学医学部においては 平成21年度から入学選抜に地域枠を設け

離島等の医師確保の推進を図るとともに、平成22年度からは、県の地域医療再

生臨時特例基金を活用して離島医療等を担う医師養成に向けた教育、研修を行

うための寄附講座を開設することとしています。

さらに、同大学は、本県特有の医療課題の解決を図るために、平成23年度か

ら離島医療等の質の向上、質の高い地域医療従事者の養成等医学研究科に新た

。 、 、な講座を設置する方向で取り組んでいます 県としては 同講座の新設により

本県の地域医療体制のさらなる向上が図られるものと考えており、同大学の要

望を踏まえて必要な対応を行いたいと考えています。

続きまして、資料の98ページをお開きください。

陳情第138号子宮頸がんワクチンの定期接種と公費助成を求める陳情につい

て、陳情者は、沖縄県社会保障推進協議会会長新垣安男であります。

この陳情の処理方針につきましては、陳情平成22年第41号と同じであります

ので説明を省略させていただきます。

続きまして、資料の99ページをお開きください。

陳情第143号あずま保育園の環境改善に関する陳情について、陳情者は、あ

ずま保育園を見守る会代表清水隆裕であります。

処理方針を申し上げます。

１、２及び６、保護者からの改善要望及びそれを踏まえた県の改善命令につ

いては、これまで理事長、施設長を初め理事、第三者委員等の法人役員を指導
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した結果、施設の安全管理面で改善がなされ、園児のけがに関する事故報告書

も提出されております。しかしながら、保護者会との連携、その他の事項につ

いては取り組みを進めており、今後とも指導が必要と考えております。県とし

ましては、浦添市と連携して円滑な施設運営のために適時、適切に指導してま

いります。

３、平成22年３月17日、４月28日、５月15日、６月26日に保護者への説明会

が開催され、現在、保護者会発足に向けて会則案、役員体制案づくりを進めて

いると園から報告を受けております。苦情相談、解決体制の確立については、

これまでの苦情対応に問題があると認められたため御意見箱の周知を指導する

とともに、寄せられた意見、要望については、すべて法人の苦情対応規程にの

っとって適切に対応するよう指導したところです。また、その旨第三者委員に

も指導しました。今後とも、苦情処理、解決体制が適切に機能するよう指導し

てまいります。

４、理事会機能の強化については、県、市職員の理事会への同席、各理事か

らの意見聴取等を通じて機能の強化を指導してまいりました。その結果、協議

回数、協議内容とも改善が見られ、各理事の意識と責任感も深まったものと考

えておりますが、今後とも指導を継続してまいります。理事長、園長、主任を

解任すべきかどうかについては、今後、理事会機能を強化する中で理事会にお

いて協議されるものと考えております。

５、事故報告書によれば、他の男児が投げた積み木が偶然そばにいた園児の

頭部に当たり出血したため、応急止血の上、園職員２人が付き添い、最寄りの

医院で保護者の承諾を得て麻酔下で一針縫合しています。保護者への対応は適

切だったか等について、県が文書で確認したところ、迅速にけがの処置をし、

保護者の了解を得て受診した。そのとき御両親に謝罪し、けがの経過を詳しく

説明した。また、翌日、自宅を訪ね父親に謝ったとの回答を受けております。

さらに、６月11日に園長と保育士２人の３人で保護者宅を訪ねて謝罪したと伺

っております。

続きまして、資料の101ページをお開きください。

陳情第147号沖縄子ども振興計画の策定と子ども、子育て支援に係る陳情に

ついて、陳情者は、沖縄大学沖縄子ども研究会代表加藤彰彦であります。

処理方針を申し上げます。

１及び２、県では、外部有識者等で構成する沖縄県次世代育成支援対策推進

協議会を設置しており、おきなわ子ども・子育て応援プランの策定、推進及び

評価等に関して同協議会から意見、要望等を聴取しております。今後も同協議

会を活用し、本県の子供や子育て支援に関する各分野からの意見等を求め、施
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策の推進を図ってまいります。また、子供の貧困等については、既存の調査デ

ータ等の活用とあわせ、市町村、福祉保健所、児童相談所等の各種相談機関や

教育庁との連携により実態把握を行うとともに、同協議会に対しても意見を求

め必要な支援策を検討してまいりたいと考えております。

３、おきなわ子ども・子育て応援プランは、次代の社会を担う子供が健やか

に生まれ、かつ育成される社会の形成に資することを目的として策定しており

ます。今後も、各種手当の支給や医療費助成、ひとり親家庭等への支援など同

プランに基づく施策を推進してまいります。

４、県においては、発達障害児を初め障害児の相談、療育支援体制整備等を

、 、図る観点から 市町村及び福祉サービス事業所等職員への研修を行うとともに

圏域アドバイザーの配置やサポートコーチの派遣による市町村や圏域における

相談支援体制の充実、強化に努めております。あわせて、在宅の重症心身障害

児等の地域における生活を支えるための療育機能の充実、放課後児童クラブに

よる障害児受け入れの促進、専門医の確保に向けた取り組み等を進めていると

ころであります。

以上で、福祉保健部に係る陳情の処理方針について説明を終わります。

よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

次に、病院事業局長の説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

病院事業局に係る陳情案件について、処理方針を御○伊江朝次病院事業局長

説明申し上げます。

、 。お手元に配付してあります資料 陳情案件処理方針の目次をごらんください

病院事業局に係る陳情案件は、継続の４件であります。

陳情のうち変更した箇所について、御説明いたします。

１ページをお開きください。

まず、陳情平成21年第148号県立中部病院の独立行政法人化に反対する陳情

についてです。

２ページをお開きください。

処理方針の変更した箇所を読み上げます。

２、７対１看護体制については、平成22年５月１日より南部医療センター・

こども医療センターにおいて実施しているところであります。他の県立病院で

の実施につきましては、南部医療センター・こども医療センターの実施状況を
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踏まえ、看護師確保や経営に与える影響等を勘案の上、検討したいと考えてお

ります。

５ページをお開きください。

陳情平成20年第148号地域医療・高度多機能な医療の確保に関する陳情につ

いてです。

処理方針の変更は、アンダーラインの部分ですが、前回、平成21年度当初予

、 。算ではと記載した部分を 平成22年度当初予算においてもと変更しております

７ページをお開きください。

処理方針の変更した箇所を読み上げます。

５、７対１看護体制については、沖縄県職員定数条例を改正し、平成22年５

月１日より南部医療センター・こども医療センターにおいて実施しているとこ

ろであります。他の県立病院での実施につきましては、南部医療センター・こ

ども医療センターの実施状況を踏まえ、看護師確保や経営に与える影響等を勘

案の上、検討したいと考えております。

８ページをお開きください。

処理方針の変更した箇所を読み上げます。

７、南部医療センター・こども医療センターにおいては、平成22年５月１日

より７対１看護体制を実施しているところです。

９ページをごらんください。

陳情第２号県立宮古病院の脳神経外科医師の確保に関する陳情についてで

す。

10ページをお開きください。

処理方針の変更した箇所を読み上げます。

宮古病院の脳神経外科医師が、平成22年３月末に退職したことから４月１日

付けで後任を配置しております。

以上で、病院事業局に係る陳情の処理方針の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いします。

病院事業局長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより各陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、陳情番号を申し述べてから重複することがないように簡

潔にお願いいたします。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行うよ

うお願いいたします。

質疑はありませんか。
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比嘉京子委員。

、 、 。○比嘉京子委員 まず第１番目に陳情第98号 82ページ 難病患者の陳情です

非常にたくさんの項目があるのですけれども、こういう陳情があることを、ま

ず福祉保健部長や担当課についてはどのような印象といいますか、考えを持っ

ておられるのでしょうか。

この陳情だけではなくて、難病に関してはいろいろ○奥村啓子福祉保健部長

と陳情がございますけれども、現在、国の障害者自立支援法の変更の中で、難

病も障害の中に入れるかとかそういう議論もしておりますが、確かに難病にな

るといろんな種類がいっぱいあるということと、それがなかなか他者に理解で

きないということで非常に御苦労なさっている方がいっぱいいらっしゃるので

はないかと。それと、見た感じは健康に見えるような方も多いということで、

仕事の面でも、それから生活の面でも非常に―障害の面でいうと、ある意味い

ろいろな制度の谷間にある方かなということもあり、ただ、難病の対策として

の支援というものもございますので、その辺の周知も今後やっていく必要があ

るのかなと思っております。

ちょっと、とらえ方にずれがあるのかなという感じがするの○比嘉京子委員

は、難病の方々が就労に対して、公的な役割として、今、沖縄県の難病患者の

、 、 、方々の就労環境といいますか 就労状況といいますか その支援環境も含めて

皆さんとしては自分たちのやっている事業をどのように認識されておられるの

でしょうか。例えば、記の１の部分に対して、特定非営利活動法人のアンビシ

ャスに委託していると。委託していることによって、皆さんとしてはどれだけ

委託場所が就労体制を支援できているかというような検証等はどうなのでしょ

うか。

アンビシャスのほうでは、就労にかかわる○上原真理子国保・健康増進課長

もの以外に難病の相談支援センターとしての事業委託を平成17年度からお願い

しております。その中で実績としては、平成21年度の難病患者の就労に関する

相談件数としては74件という実績が出ております。

就労に結びついた人数というのはどうなのでしょうか。○比嘉京子委員

これは就労に関する相談でありまして、必○上原真理子国保・健康増進課長
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ずしも就労に結びついた件数とは一致してございませんけれども、聞いたとこ

ろでは９件ほどあるということを聞いております。

その９件については、就労に結びついたという理解をされて○比嘉京子委員

いるのですか。

これは相談の中で、結果としてできたとい○上原真理子国保・健康増進課長

う形ではないと認識しております。相談支援センターが途中に入ることで、就

労できたとは認識しておりません。

つまり、沖縄県として難病の方々の就労支援というものを、○比嘉京子委員

今、どうされていると理解しているのですか。

ハローワークとの連携をしておりまして、○上原真理子国保・健康増進課長

その中で沖縄本島では３カ所の相談支援センター、それから宮古、八重山地域

においては相談支援センターがございませんので、それにかわる施設が連携を

して就労に結びつくような就労のアドバイザーですか、ジョブコーチがいて結

びつけるような方策にはしております。

今、沖縄県はモデル事業をしておりませんということになっ○比嘉京子委員

ているのですか。モデル事業をしているのですか。ここにはおりませんがと書

いてあります。

平成20年度までの２年間はモデル事業がご○上原真理子国保・健康増進課長

ざいましたけれども、それ以降はそのまま引き継がれてそれぞれでやっていた

だいているという状況でございます。

この記の３の部分で、常勤にしていただいて就労支援体制を○比嘉京子委員

強化してほしいという要望がありますけれども、それについては、県としては

今どう考えているのですか。

障害者雇用連絡会議というものがございま○上原真理子国保・健康増進課長

して、これは観光商工部雇用労政課のほうで音頭をとっていただいているネッ

トワークがございますけれども、その中に沖縄県障害者職業センターとか、障

害者就業支援センターとか、同様に当課が委託をしておりますアンビシャスの
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難病相談支援センター等も入りましてその中で連携をすることで支援をしてい

くという形をとっております。ただ、アンビシャスの中では、１人の方が常勤

ということでありますので、そういう各センターごとに１人ずつの配置という

形は今現在できていないのですけれども、このネットワークの中でそういう支

援ができる形をとっていると。そこの中に、このアンビシャスの常勤職員の方

が参画をしてそういう支援体制をとっております。

これだけの項目がある中で一番問題なのは、沖縄県がこの難○比嘉京子委員

病患者に対する就労支援体制を―これは委託業務ですから、明確に具体的な位

置にあるように運営方針を持って、それなりの―今、難病患者が6000名余りで

すよ。6000名余りの方々に対してこの状況の中で、沖縄県としては自分たちの

公的役割として十分だと思っているのかどうなのかということを問われている

のではないかと思うのです、この陳情というのは。そのことについて質疑をし

ているわけなのですけれども、その常勤体制も含めてですけれども、今370万

円余りですか、それだけで委託をして、１人の常勤職員を置いて6000名から

7000名ぐらいの方々の対策を委託していると。そういうことで、果たしてやっ

ている内容としても、考え方としても、予算からしても、こんなでいいのです

かということを私は陳情しているのではないかと思うのですよ。それについて

皆さんはどう考えているのですかと冒頭に聞いたのはそういうことなのです

よ。それについて、今後改善していくとか、今後どのような方向を考えている

とか、どうなのでしょうか。十分であるとは思っていないですか。7000名近い

対象がいる中で、しかも３分の１ぐらいが就労しているわけですから。それだ

、 、 。けの人の割には 実績として73件というのが 本当にいいのかどうかも含めて

つまり、１人でやるには、それが手いっぱいなのかどうか、そういうことが問

われているのかなと思って質疑をしているのです。

、 、○上原真理子国保・健康増進課長 おっしゃるとおり 必ずしも十分な手当て

。 、 、予算ではないと思います しかし 毎年シーリングがかかっている予算の中で

ほとんどこれが人件費という形でありますので、できればそれをふやす方向も

検討が必要かと思いますが、今できることは、先ほど申しましたこの障害者雇

用に関する関係機関のネットワークの連携をもっと深めるという形を今後ます

ます強化したいと考えております。

先ほど、モデル事業はもうやっていなくてというのがあった○比嘉京子委員

ので特に言わなかったのですが、特別推進事業ですか、その要綱の中には常勤
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職員を配置しなければならないという要綱があったかに思うのですが、それは

もうモデル事業のときだけやっていて、そのモデル事業から外れたならば継続

していませんという理解でいいのですか。

このモデル事業は、もともと労働局側の事○上原真理子国保・健康増進課長

業ということで県の直接の事業ではないということから継続性がないとなって

おります。

だから、ますます難病に対する福祉保健部の姿勢が問われて○比嘉京子委員

しまうわけなのですよ。たまたまそこは雇用対策事業等であったからやった、

それがなくなったからやらないということになるわけで、そもそもが沖縄県と

してどう考えているのかという根本的なところが問われているのではないかな

と思うのですよ。そういうこともあって、ぜひきっかけにして、皆さんが難病

に対する―種類が多いから云々ではいけないと思うのですよ。しかも、その人

たちが障害者の中には入っていなくて、今、法の網目の谷間の状況にいるので

はないかという認識があるわけですよ。そういう人が、しかも7000人近い人た

、 、 、 、ちが 今 非常に苦しい環境に置かれていることに対して 県として何を考え

どうしようとしているのかということを、少なからず前進させて見せていかな

ければいけないと思うのですよ。そのところに対しての福祉保健部長のお考え

というのか、福祉保健部としての考え方というのを、まず大枠の中で私はぜひ

お聞きしたいなと思うのですが、いかがですか。細かいことを言ったらいっぱ

いあるのですよ。やっぱりこれは具体的に、皆さんが書いてあるものが機能し

ていない面もたくさん指摘があるのです。例えば、６番から10番目に至る相談

支援センターですが、電話番号はあるけれども、実質的に機能しているのかと

いうことも問われているのです。だから皆さんは答弁は書いてあるのだけれど

も、ではこれは本当に機能して、どれだけサポートにつながっているかと言わ

れるとかなり怪しい中身になっているという指摘なのですよ。そういうことを

考えると、福祉保健部長、この谷間にあるような障害者の人たちが雇用にも結

。 、びつかなくて非常に苦しい生活をされていると そういうことを考えたときに

沖縄県として、本当にこういう人たちをどうするのという陳情だと思うのです

よ。

先ほども申し上げましたけれども、障害者にも入っ○奥村啓子福祉保健部長

ていないということでいろいろな課題はあると思いますけれども、現在のとこ

ろ、この医療機関の拠点病院をつくるためのどういうことができるかとか、そ
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れから今、上原国保・健康増進課長からも説明がありましたように、雇用に関

しては就労部門との連携というのがこれまで以上にどんなふうにとれるのか、

その方面からまず今できることは何なのか、課題は何なのかということを議論

しながら今後の検討とさせていただきたいと思います。

やっぱりここにも書かれているように、130種類ある難病の○比嘉京子委員

中で56種類が指定を受けて、いわゆる医療費等は無料になっていると思うので

すよ。そういう一部の人しか医療費でも恩恵を受けていないわけなのです。そ

れ以外の人たちは医療費についても負担がある。負担がありながらも就労的に

も非常に厳しいと。では、どうやって生活をやるのでしょうかというようなこ

とだろうと思うのですよ、これを読んでいる限り。そういうことを考えました

ときに、やっぱり県としてできることと、国に要望していくことも含めて、も

う少し沖縄県がそれをどうするのかということを福祉保健部内でしっかり議論

をしていただいて、ぜひ前進させていただきたいなと思いますが、どうでしょ

うか。要望としておきます。

次に、がんのところの陳情第81号の77ページと、陳情第99号の85ページです

が、１点だけです。77ページにもあるように、１、２、３の記の部分があるの

ですが、これは午前中でも意見聴取をしたのですが、今の医療体制です。病院

事業局がいらっしゃるので。離島僻地における地域特性を踏まえて、居住地域

にかかわらず標準的な治療を受けられる医療体制を構築することというのがあ

るのですけれども、離島の医療体制が標準的に―八重山病院に伊江病院事業局

長はいらしたので。例えば、がんに罹患された方々が、宮古、八重山地域の離

島、またさらにその離島となるわけなのですが、がんになった場合に沖縄本島

内と比べて標準的ではない医療体制というのは現実的にどうなのでしょうか。

どれが標準的な医療かというと非常に問題はあると○伊江朝次病院事業局長

思うのですが、実際に今の離島の医療の現状を見ていて、沖縄本島の方々が普

通に受けられる医療ができないということに関しましては、一言で言えば、ま

ず放射線の治療、これだと思います。それから、あとは心疾患の外科的治療で

す。あとはがん関係でいいましたら、先ほど言いました放射線治療に関連する

ような、いわゆる複合的な治療をやらなければいけない場合に問題があると思

います。

、 、 、○比嘉京子委員 いわゆる放射線で治療をするときに 宮古 八重山地域では

それが施せないと、施設がないということですか。そうすると、いろいろな患
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者によりけりとは思いますが、大体どのぐらいのペースで本島に来てやらなけ

ればいけないとか、そういうことはどうなのでしょうか。

その件について、私は正確には把握しておりません○伊江朝次病院事業局長

が、かなりの期間、そこで滞在してやらなければいけないことがあると思いま

す。

これは、沖縄県の離島県のとしての医療のあり方、いわゆる○比嘉京子委員

沖縄本島と離島、またその離島という医療の格差ということが命の格差に実質

的につながっているなということを実感するし、経済的な格差にもつながって

いると思うのですよ。そういうことを考えますと、やはり県立病院のがんの拠

点病院をしっかりと全部にしていけるような、そういう仕組みづくりが、今後

必要になっているのではないかと。遅いかもしれないですけれども、必要では

ないかと思うのですが、今後の見通しとしては、福祉保健部長と病院事業局長

のお二人はどうなのでしょうか、この一点だけでも。僻地と、がんにかかった

場合における治療体制の格差を是正するために、県としてどのような見通しを

持っておられるのですか。

宮古、八重山地域でも、がんの手術とかそういうのをやら○平順寧医務課長

れている部分はあります。確かに、先ほど病院事業局長がおっしゃいましたよ

うに沖縄本島内と比べたら、放射線がありません。放射線については、まず専

門医が必要ということで、その専門医の数が沖縄県内においても少ない。それ

から、その医療機能を維持するためにも専門医の症例数も必要だろうと思いま

す。現在、沖縄県では６カ所の放射線治療室で1300名ぐらいの方が毎年受けら

れておりますが、それから計算しますと、宮古地域で大体四、五十例ぐらいは

いるかなと推測されます。全国の放射線施設の１施設の症例数が大体200症例

ぐらい。沖縄県で一番少ないところで大体90とか100症例のところですので、

やっぱりこれも推測ですけれども、ある程度そこら辺ぐらいの数がないと専門

医としての技術、医療機能の維持、そこら辺が出てこないのかなということも

ありまして、今のところは宮古、八重山地域については地域がん診療連携拠点

病院にはしておりませんけれども、今後、高齢者がふえてきますとがんの患者

もふえてきますので、将来的には、放射線の専門医になるために研修に行くた

めの医師の旅費とかそういったものは予算化しておりますので、そういう専門

医もふやしていきたいなと思っております。
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今、宮古地域で40から50例ぐらいかなというお話がありまし○比嘉京子委員

たが、石垣市ではどうなのでしょうか、八重山病院では。

同じぐらいだと思っております。○平順寧医務課長

例えば、放射線の設備等を先にして、医師等を期間的に限定○比嘉京子委員

的に派遣していくということも含めてどうやったら県民の負担軽減になるか。

これも経済的な負担ばかりではないと思いますので、肉体的な負担も含めてい

かにしてやるかというようなことも含めて。先ほど、がんの患者たちのいろい

、 、ろなケアの問題だったのですが これはもうケア以前のことだと思うのですよ

今の問題というのは。精神的なケア以前のところだと思いますので、このこと

も引き続いて注視していきたいと思いますので、ぜひ御尽力いただきたいなと

思います。

、 、 。次に 陳情第143号の99ページ あずま保育園の環境改善に関する陳情です

陳情にあります、これはあずま保育園を見守る会というところから出ていると

ころで、そこで今さまざまな安全管理も含めて―ちょっと事故があったみたい

なので、この方が言うには園への環境改善に対する説明をしてほしい。それか

らいろいろな事項を出して改善要望を出してきた。しかし、それらが十分に果

たされていないので、そこに対して県が介入してやってほしいというような中

身になっているのかなと思います。そこで、県としての対応ですけれども、こ

の保育園問題が新聞紙上にもかなり出ていた問題ではないかなと思うのですけ

れども、今のところ保育園が今どういう状況になっていると理解されているの

でしょうか、県としては。

処理方針にもありますように、具体的にいろいろな○奥村啓子福祉保健部長

要望がございました。それについて、一つ一つ改善をするように指導、助言を

しながら取り組んでいて、園庭等の環境保護についてはほぼ改善されたのでは

ないかと考えておりまして、一部保護者との問題とか、あとは職員間やいろい

ろな内部のものが改善されていない部分がございますので、それについては適

宜、その都度訪問したり、呼び出したりしながら浦添市と一緒になって指導を

しているという状況でございます。

要望としては、園庭で幾つぐらい、職員間の業務的にはどれ○比嘉京子委員

ぐらいの項目の改善要求があったのですか。
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保護者会からは、３月９日付で幾つかの要○田端一雄青少年・児童家庭課長

望事項がございました。保育所の退職についての問題であったり、園庭の安全

面の確保、それと細かいところですが、給食やおやつがメニューと異なること

について、それから絵本やおもちゃなどの不足について、それから保護者会の

後任を求めるとか、あるいは保護者会を園内で開催することを求めるなどの要

望がございました。

違和感を感じるような中身だと思うのですけれども、保護者○比嘉京子委員

会が園内では開かれないのですか。

その時点では、保護者会が園内では開かれ○田端一雄青少年・児童家庭課長

ていなかったということを承っております。

今春に、この保育園の先生方がかなり多くやめられたという○比嘉京子委員

、 。お話がありましたが お子さんたちも移られたりした実態があるのでしょうか

先生方の退職であるとか、子供たちがほかの園に転園するとかそういうことも

起こっていたのですか。

３月末で11人の職員がやめております。ま○田端一雄青少年・児童家庭課長

た、これまでに転園を希望した園児が32人おりまして、実際に転園をしたのが

９人、退園したのが２人ということを浦添市から確認をしております。

やめた職員11名、職員全体は何名なのですか。○比嘉京子委員

休憩をお願いします。○田端一雄青少年・児童家庭課長

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、執行部より具体的な数値は把握していないので後ほど答弁

したいとの説明があった ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

やっぱり、かなり深刻でゆゆしき問題だと理解します。その○比嘉京子委員
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ことを踏まえてですけれども、この保育園のこういう問題というのは、今どう

なのでしょうか。この保育園は認可外保育施設から、いつ認可保育所になられ

たのですか。

平成21年３月31日付で保育所として認可を○田端一雄青少年・児童家庭課長

しております。

去年の３月に認可を受けていて、１年しかたっていないと。○比嘉京子委員

ですから、今これは非常に表に出てきた問題だと思うのですが、今から特に待

機児童対策基金等も含めて認可化を促進しているわけですよ。どうしても公的

な助成をしようと思えば、認可化をやっていくことがやっぱり必要だろうとみ

んな認識していると思うのです、お互いに。そういうことをやると、やっぱり

これまでに認可外保育施設としてやられてきた意識と、認可保育所になったと

きの意識にきちんと県がフォローしているのだろうか。またされているのだろ

うか。育っているのだろうかと非常に懸念します。ですから、一方で認可化を

促進していくわけですから、そのことも認可外保育施設と認可保育所の中身に

ついて、私は非常に手当てが必要ではないかとかねがね思っているのですけれ

ども、福祉保健部長はどう思っているのですか。

確かに、認可外保育施設と認可保育所という経営に○奥村啓子福祉保健部長

。 、対する考え方というのはやっぱり違うと思うのです 公的な資金を投与されて

それを運営していくという。ですから、それなりのきちんとした研修をしない

ことにはその意識改革とかわからないと思うのです。今までは、認可のときに

研修会を持っていたのですけれども、やっぱり今後はそれに至る過程の中で、

いろいろな手続をする中で、そういう研修というのは必要だなと思っておりま

す。

実情としてですけれども、認可外保育施設から認可化になる○比嘉京子委員

ときの園長研修は、どれぐらいの時間がかかっているのですか。

現在は、認可証交付のときに半日ぐらいの状況でご○奥村啓子福祉保健部長

ざいます。

本当に、これは全く実態に合っていないと思います。これこ○比嘉京子委員

そ早急に改善をやらなければいけないと私は思います。といいますのは、例え
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ばメニューが変更になるのが多いとかというのがありましたけれども、認可外

保育施設においては、栄養給与目標というのは義務がないのですよ。だから幾

らでもその日、その日で変えていいわけです、ある意味で。でも、親たちに対

して説明をつけないといけないと思うのです、保育料をもらっているわけだか

ら。だけれども、給与目標が、全くそこで義務もなければ監査もないわけなの

です。これが認可外保育施設なのですよ、御承知のとおり。そうすると、その

意識で認可化されたからといって半日の研修でそれが育つかというと、かなり

無理だろうと思います、本当に。ですから、これはもう保育内容も、職員も、

園長も含めて、私はもうこれは半日というと数時間かもわかりませんが、かな

りの分量で保育内容から、認可外保育施設から認可を受けることによってどう

いう義務が必要になってくるかとか、公的資金が入るということはどういう義

務を負うのかということを含めて私はかなりの意識改革が必要ではないかなと

思っておりますので。ぜひともこれは、ことし早急にこれだけ認可化するわけ

ですから、また声を上げさせているわけですから、私はぜひ手当てをかなりの

分量で、例えば浦添市が認可外保育施設の保育士、または園長も含めて認可外

保育施設の人たちの保育者研修とかやっていますが、あれぐらいの分量が最低

でも必要だと思うのです。ですから、ぜひここは強調しておきたいのですが、

ことしからでも改善していくようにお願いをしたいのですけれども、いかがで

すか。

認可化が決まって、手続の過程の中で、市町村と一○奥村啓子福祉保健部長

緒になって実施していきたいと思っております。

これは表面に出ないだけでも、いろいろと今起こっていると○比嘉京子委員

私も聞き及んでおります。ですから、ぜひとも皆さんにそれが起こらない手前

で、保育士と園長サイドでのトラブルが起こらないためにも、未然防止のため

にも、そこでしっかり要請をし直すべきであろうと私は思いますので、ぜひお

願いしたいと思います。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、委員長より執行部に対して、比嘉委員から質疑のあったあ

ずま保育園の全体の職員数について答弁できるかどうかの確認があっ

た ）。
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再開いたします。○赤嶺昇委員長

田端一雄青少年・児童家庭課長。

あずま保育園の全体の職員数は23名となっ○田端一雄青少年・児童家庭課長

ております。

では今回、約半数がやめられるのですか。１年しか接してい○比嘉京子委員

ない先生方が半分もいなくなるということは園児にとっても精神的にダメージ

だし、ストレスだと思うのですよ。また、園自体が不安定だと預ける親も不安

ですよ。そういうことを考えましたときに、やっぱり先ほどの問題に戻ると思

いますので、ぜひ強化していただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

手短に質疑をしたいと思います。まず、76ページの陳情第81○奥平一夫委員

号がん対策推進条例についてお聞きしたいと思います。詳しいことには９月定

例会で触れたいと思うのですけれども、大きなことを聞いて終わりたいと思い

ます。この方の陳情の趣旨は、がん対策推進条例を制定してほしいという、そ

ういう要旨だと思うのですけれども、皆さんの処理方針には沖縄県がん対策推

進計画アクションプランで対応したいという、そういう処理方針になっている

と思うのです。がん対策推進条例を制定してほしいという当事者の意向に対し

て、沖縄県がん対策推進計画アクションプランで対応したいというこの差は何

なのかと思うのです。皆さんはがん対策推進条例の案も恐らくたくさん読まれ

て熟知していらっしゃると思うので、その条例案の中身についての考え方と、

今、県が沖縄県がん対策推進計画アクションプランで対応したいという現在の

県の姿勢についてお伺いしたいと思います。

全国でも現在８カ所、あと今年度２カ所ですので、10件ぐ○平順寧医務課長

らいのがん条例ができるという状況なのですが、中身からすると、我々はいろ

んな意見も聞いておりますが、やはりがんの対策を充実してくれというのが一

番の思いだろうと思っております。我々は、そのためにがん対策基本計画もつ

くりましたし、沖縄県がん対策推進計画アクションプランもつくった。それか

ら、がん対策基本法という中に地域の特性に応じたがん対策を講じることとい

うことが法にきちんと明記されておりますので、そういうことを踏まえて十分
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に対策を毎年練っていきたいなと思っておりますので、がん条例については他

都道府県の状況もお聞きしながらやって、それからがん対策基本法にもきちん

とした文言が入っておりますので、そこら辺を踏まえながら沖縄県がん対策推

進計画アクションプランのがん対策をきちんとやっていく中で、どうしてとい

うふうな形で総合的に考えていきたいなと思っております。

そのがん対策推進条例に、いまいち腰が引けているような感○奥平一夫委員

じがするわけです。それは何がそうせしめるのでしょうか。例えば、がん対策

推進条例を実施できない、あるいは条例として制定できない大きな理由が何点

かもしありましたら―当面ですよ、今、県が考えているようなこと。何をクリ

アしなければならないのか、あるいは何が負担で条例制定ができないかという

ことを少しお聞きしたいと思います。

何がというか、先ほども申しましたけれども、がん対策基○平順寧医務課長

本法に各都道府県、市町村の役割、責務というものが明確にうたわれているの

ですよ。そういう中で、がん条例をつくることについてどういう効果があるの

かということをもう少し検討しないといけないと。ですから、確かにインター

ネット等を見ますと、がん条例ができた県は少し予算がふえているという状況

ですが、本県はがん条例をつくらないでも予算はふやしてきてはいるのです。

要は、対策をどういう形でやっていくか、いろんな声を聞きながら、いかに結

びつけていくかというところが重要であるのではないかなということがあっ

て、がん条例をつくる、つくらないをすべてを否定しているわけではないので

す。今、その必要性について、十分議論しながら検討をしたいなという段階な

のです。

ちょっとお伺いしますけれども、がん条例案をごらんになっ○奥平一夫委員

てどういう御感想をお持ちですか。

これはがん医療の従事者の方々とか、がん患者たちの声が○平順寧医務課長

入っているのだろうとは思っております。がん対策に何らかの反映をしていた

だきたいという気持ちがあらわれているのではないかなと思っております。

もう少し具体的にお話しされないとちょっとわからないので○奥平一夫委員

すけれども、だからがん条例で県に対して条例案は何を求めているのですか。
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要は、最初に書いてあることは都道府県の責務とか、それ○平順寧医務課長

から残りの半分はがん対策に関する予算措置の、そこら辺の状況が載っている

と思っております。

ですからそのことについて、今、県が検討できること、それ○奥平一夫委員

についてどういう見解を持っていらっしゃるかということをお聞きしたいので

すよ。要するに、実質的に無理だと。これはできないとかというのがあるので

すか。

これはできないどうのではなくて、がん対策については、○平順寧医務課長

全国を見ても毎年少しずつ予算をふやしているのですよ。我々も毎年の予算調

整の中で、限られた予算ではあるのですけれども、何が効果的なのかというこ

とは十分に議論をしながら予算をつくっていきますので、がん対策をつくって

いきますので、一つにまとめたのが沖縄県がん対策推進計画アクションプラン

だと思っております。まずはそれに沿って、何かしらがん対策を実効あるもの

にしていきたいと思っております。

沖縄県がん対策推進計画アクションプランを私も読ませても○奥平一夫委員

らったのですけれども、がん条例の案と比べて、やっぱりどうしても財源的な

裏づけとか、もっと項目が沖縄県がん対策推進計画アクションプランではなか

なか実現できないことがたくさんあります。ですから、今、切実にがん患者の

皆さんが求められていることが、このがん条例案に載っているわけです。です

から、そのアクションプランの中でやるというけれども、そのアクションプラ

ンで、今、患者の皆さんが求めていることが実現可能なのかどうか。財源の裏

づけがないままに沖縄県がん対策推進計画アクションプランの中で書きはした

けれども、実効性がないと。県のそういうのは大体、ほとんどそういう実行力

がなかなか出てこないという、財源の裏づけもないでやりますとか、こうしま

すとか、結構載っていますので。恐らく、陳情された皆さんはきちんと財源の

裏づけでこうやっていただきたいと思っていらっしゃるわけです。特に、先ほ

ど比嘉京子委員が質疑をしましたが、離島の医療問題でも、先ほど先生がおっ

しゃった放射線の機器を導入するにしても費用対効果がないと。50名ぐらいで

はそういう高額な機器が設置できないという、200名以上だというお話をされ

、 、ていましたけれども ではそれを具体的に放射線治療をするための方策として

離島の皆さんが実際に沖縄本島に出てこられて、沖縄本島中部や南部地域の放

射線治療ができる施設でやるための旅費は出せるのかということについてもし
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っかり検討するということをしてもらわないと。先ほどの離島と沖縄本島の格

差をなくしていくというためにはどうすればいいかというお話の中でも、非常

に大きな課題があるわけですよ。そういう意味では、陳情者の皆さんは財源的

な裏づけのもとでしっかりとがん条例を制定して、がん患者の均等ある治療と

か、いろいろなケアとかそういうものの負担をぜひなくしていただきたいとい

う思いだと思うのですけれども、これについてどう思われますか。

先ほど、ちょっと放射線治療の見解がありましたので、少○平順寧医務課長

し放射線治療をやっている病院の方にもお聞きしたのですが、通常大体１カ月

で25回ぐらい放射をするようです。１日数秒ずつというような形で、確かに離

島の方については、こちらに来られる際の宿泊とかそこら辺は負担があるのだ

ろうという意識はあります。ただ、これはがんに限らず、例えば小さな離島に

おる人工透析の患者たちも同じですので。今、我々福祉保健部だけの予算で、

一連のがん患者に限らず、すべての患者の旅費となると非常に厳しい状況がご

ざいます。あと、県が現在やっているのが県の空港の利用料、着陸料を軽減さ

せて、島の人たちの割引を３割ぐらいカットしております。あと、10月ごろか

ら始まる沖縄特別振興対策調整費でやる―これは企画部のやつですけれども、

実証実験が始まります。もっとさらに抑えられないかというようなことがあり

ますので、他部局のそういった―すべての患者に限らず、そこの一般住民の方

々の負担軽減を図る措置がいろいろやろうというところがありますので、そこ

ら辺のところも見ていきたいなと思っております。

では、この陳情第81号では最後になりますが、ここにありま○奥平一夫委員

すようにすべての県民が自分自身、家族、友人ががんになる可能性があるわけ

ですから、平成18年に制定されたがん対策基本法の趣旨を生かして条例を制定

していくという、やっぱり財源の裏づけのないような沖縄県がん対策推進計画

アクションプランなんていうものは絵にかいたもちになりかねない。そういう

意味で、ぜひ条例制定に向けて皆さんも検討していただきたいと要望しておき

ます。

それでは次に、病院事業局長にお伺いしたいと思います。７ページの陳情第

148号、継続ですけれども、陳情の処理方針が変わって、今こうなっているの

ですけれども、７対１看護体制、ずっと僕らが求めていた看護体制がようやく

南部医療センター・こども医療センターに始まりまして、看護師、あるいは職

員の過剰な勤務が何とか緩和されるだろうと期待もしています。この辺につい

ては、現在、現場の南部医療センター・こども医療センターではどういう経緯
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でしょうか。実施して２カ月ぐらいしかならないはずなのですけれども、勤務

状況というのはどうでしょうか。

この件につきましては、従来の10対１看護体制から○伊江朝次病院事業局長

７対１看護体制になったということで、現場の看護師たちが労働に関してはか

なり負担が軽減されたという意見を述べております。正確には４月からですか

ら、３カ月たってからアンケート調査をして正確な数字を出したいなと病院事

業局では考えております。

実際、何名の看護師が増員されたのでしょうか。○奥平一夫委員

南部医療センター・こども医療センターに関しては○伊江朝次病院事業局長

67名だったと思います。

増員が67名ですか、わかりました。僕らとしては、これはあ○奥平一夫委員

る意味、非常に厳しい経営状態にあった県立病院が７対１看護体制になっても

経営改善の一助にもなるということも、病院事業局長からお話をずっと承って

いたのでそれで非常に期待をしています。勤務も緩和され、やはり看護師の皆

さんがしっかりと仕事に取り組んでいただけるということで、それは本当に待

ちに待っていて、今の病院事業局長のお話では非常に緩和されたのではないか

というお話で大変うれしく思います。この７対１看護体制を、ほかの県立病院

にも実施をしていくかということが実は問題で、私が一番お聞きしたい話なの

、 、ですけれども この陳情の処理方針にもありますように経営に与える影響とか

あるいは看護師確保とかということを勘案してという陳情の処理方針になって

いますけれども、３カ月後にいろいろな看護師のアンケート調査もしたいとい

うこと。ただ、経営の状態がいつごろその影響でよくなったかとか、悪くなっ

たかというのが出てくるかは想定できないのですけれども、例えば次は中部病

院だとうわさでは聞いているのですけれども、次の７対１看護体制移行に向け

ての決定、あるいは検討というのはこれはいつごろをめどにしているのでしょ

うか。

今、時期的なことは正確には申せませんが、やはり○伊江朝次病院事業局長

南部医療センター・こども医療センターの経営状況をしっかり踏まえながらや

るということで私どもは考えております。
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これは方針があるのかどうかわかりませんが、全県立病院に○奥平一夫委員

７対１看護体制を実施していきたいという、病院事業局長はそういう決意はあ

りませんか。

基本的には、急性期病院である以上はそれをすべき○伊江朝次病院事業局長

だろうと私は考えております。

実は、県の行財政改革プランを持ってきたのですけれども、○奥平一夫委員

県の行財政改革プランの中では非常にいろいろ経営改善を目指すわけですか

ら、病院事業局に対しても相当厳しいノルマを与えていると思うのです。それ

をどう克服していくかということなのです。ただ、この行財政改革プランの中

では、独立行政法人化に向けて作業を完了するのが平成25年度だという、それ

ぐらいを想定した形で、そういう目標を持って行財政改革プランに乗っており

ます。そこで行財政改革プランの中での７対１看護体制を実施していくとか、

僕はこれは非常に伊江病院事業局長の力量によると思うのですけれども、行財

政改革と知事部局とのかなりのせめぎ合いみたいなものもあるかと思うので

す。ただ、先ほど言ったように７対１看護体制というのは経営改善にも大きく

寄与するのではないかというお話もありますけれども、その辺についていかが

でしょうか。

行財政改革に関しまして、私どもは地方公営企業法○伊江朝次病院事業局長

の全部適用の中で、公営企業であるということを考えた場合に、やはり一定の

投資をしないと企業としての経済性、効率性というのは発揮できないと思うの

です。その辺は県の財政も踏まえながら、知事部局とのしっかりした正確な数

字を出して、ことしは交渉に当たりたいなと思っております。やはりどうして

も数字のところがいろいろ動いたりするものですから、医師、あるいは看護師

の数とか、業務量とかというのはしっかり正確な数字として出した上でやって

いく必要があるのではないのかなと考えております。

特に、僕は宮古島市の出身なのでいつも離島医療というのは○奥平一夫委員

非常に関心を持って見ているのですけれども、常に医師不足、看護師も厳しい

ということなどがありますよ。ですから、そういう意味ではとにかく離島と本

島の医療格差をなくす、医師をきちんと確保してもらう、そういうことで安心

な医療体制をつくっていくというのが非常に大事だと思うのです。ですから、

そういう意味では７対１看護体制をしっかり宮古病院や八重山病院でもやって
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もらう、そして医師をきちんと確保して、医療体制を盤石にしていくという、

そういうことを望むわけですよ。最後の質疑になりますけれども、職員の定数

の問題が出てくるわけですけれども、これは陳情にもありますけれども、単独

で定数条例はできないだろうかと。知念前病院事業局長は非常に前向きに、で

きれば単独で持っていきたいということなのです。ちなみに、単独の条例を持

っている県というのは何県か御存じありませんか。

私が聞いている限りでは、鳥取県など５県あるそう○伊江朝次病院事業局長

です。

実際に、そういう単独で条例を持っている病院事業局はある○奥平一夫委員

わけですから、できれば行財政改革に押し流されないような、そういう単独で

条例をぜひ制定できるような体制をつくっていくことに伊江病院事業局長はど

ういう考え方を持っていらっしゃいますか。

奥平委員のおっしゃるとおり、公営企業としての独○伊江朝次病院事業局長

自の責任というのですか、それを持つには、やはりそういった単独の条例があ

るほうがいいと僕も思います。ただ、そのためにはやはりいろいろ解決しなけ

ればいけない問題が今の病院事業にはあると思いますので、そういった改革も

しながらそういう方向にいければ、病院事業全体がしっかりした自己責任のも

とに経営ができるのではないかなと考えております。

それでしたら、もうやっぱり単独の定数条例をきちんとやる○奥平一夫委員

という大きな目標を持って、ぜひ決意をしていただきたいのですが、いかがで

しょうか。

はい、頑張ります。○伊江朝次病院事業局長

では次に、宮古病院の脳神経外科の確保についてなのですけ○奥平一夫委員

れども、病院事業局のおかげで脳神経外科医が今度いらっしゃったのですけれ

ども１人が赴任をされて本当に助かっています。ただ、やっぱり１人はこれま

でのように非常に過重な負担があったり、なかなか適宜に体制がとれないとか

ということもありますので、脳神経外科の医師２名という定数がありますが、

知念前病院事業局長は一生懸命やっているよというお話だったのですけれど

も、可能性はどうもありそうな感じだったのですが、実は、３週間ほど前に安
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谷屋宮古病院長に聞きまして難しいというお話でしたが、現在はどうでしょう

か。

その件に関しましては、県立病院で２人の医師を維○伊江朝次病院事業局長

持することはかなり難しいと思います。地域で２人体制をとるには、民間と県

、 、立病院との連携ができれば 例えば八重山病院みたいに民間に医療機関があり

そして県立病院をいると。これは非常にうまくいっているのです。ですから、

そういう意味では宮古病院で２人を維持するというのはかなり難しいと思いま

す。では、それをサポートするにはどうするかという問題ですが、地域で２人

いないということは医師にとっては、業務量としては僕はそんなに負担ではな

いと思っていますが、精神的に拘束されている状況があると思いますので、沖

縄本島の基幹病院から支援ができるような体制がしっかりできれば離島の先生

もかなり安心して医療ができるのではないかと考えております。

それでは今まで定数２名を確保したいと、この間ずっと答弁○奥平一夫委員

されていましたけれども、病院事業局長としてはもう難しいと。むしろそれよ

、 。りは 沖縄本島からの支援体制で何とか間に合わせたいという意向なのですか

私は外科医ですから、２人いたらまずそれだけの仕○伊江朝次病院事業局長

事が十分にないと思いまして、それは本人にとってもかなり問題が多いのでは

ないかなという気がします。

では、その沖縄本島からの支援体制、これはどのように今や○奥平一夫委員

っていらっしゃるのか。それで、これからどんどん強化をされていくのか、伊

江病院事業局長の考え方をお聞かせください。

そのためには、やはり沖縄本島の基幹病院も十分な○伊江朝次病院事業局長

体制が今できていないという状況ですので、これからの人材育成、それから大

学医局等の十分な連携を持ちながら、そういった人材の確保に努めていきたい

と思っております。

現在、宮古病院の脳神経外科においては、今のところ支障は○奥平一夫委員

ないと思っていいですか。

結構です。○伊江朝次病院事業局長
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でも、やはり地元の人間としてはきちんと２名体制でしっか○奥平一夫委員

り手術も即できるという体制をとってもらったほうが、一分一秒を争う脳のい

ろいろな手術も出たりしますので、その辺はそう言わずに２名体制を確保でき

るようにぜひお願いしたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

29ページの陳情第84号ですけれども、きょうの新聞に与那国○佐喜真淳委員

町立診療所の記事が出ているのですが、そこで医師の確保に大変苦慮しながら

10年目を迎えているという内容なのですが、全国各地から医師を呼びながら往

復20万円の交通費と宿泊費、日当などを負担しているということで記事が出て

いるのです。陳情書を見ていると、県は運営費等々を同町に対して助成をして

いるというお話でございますので、これはどのぐらいの金額を助成しているの

かわかりますか。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

(休憩中に、執行部が助成額について調べてわかり次第答弁することに

なった ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

小さな島ですから、こう往復20万円とかそういう交通費を出○佐喜真淳委員

すのは大変だと思います。福祉保健部長は、この記事は読みましたか。どうい

う感想をお持ちなのかお聞きします。なぜかというと、今、医師不足の問題が

多く取り上げられていますよ。自助努力によって、この与那国町は医師のケア

も含めてですけれども、こういう努力をされているのですよ。ある意味、島嶼

県としての沖縄県のモデル地域になる可能性はあるのだけれども、この記事を

見て、私はやっぱり担当部がどういう対応をしていくかとか、あるいはこれか

らの対策に対してどういう目線でやるのかが大切だと思うのですけれども、陳

情はこう継続されていて、助成もしているということですから、ぜひこのあた

りは記事を読んでどう感想をお持ちなのか聞きたいのですよ。
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運営費の補助は確かにやっております。それ以外に○奥村啓子福祉保健部長

も県立だとドクタープールとか、研修とか、休むときには代替の医師という制

度があるのですよ。こういう記事を見て、町立の診療所に対してもそういう仕

組みがとれないかなということで、今後、できるできないは別として、何らか

の支援ができないものかなということは考えておりますので、もしその辺が検

討できるのであればいいのかなという気が感想としてはそう持ちました。

確かに、与那国町というのは遠いですから、こういう記事で○佐喜真淳委員

ないとそういう実情はわかりづらいところがあって、実際にこういう努力をさ

れているということは知っていたのですか。

与那国町立診療所ですが、以前から１人では非常に厳しい○平順寧医務課長

という、ただ２人にすれば患者数が少ないなと。1.5人というようないろいろ

な話もありまして、代診については地域医療振興協会に委託をしまして医師を

１人置いております。その代診をする仕組みはやっております。

私は、そういう質疑をしているわけではなくて、別に環境と○佐喜真淳委員

かそういうものはおのおの違うだろうからそれはわかるのです。ただ、なけな

しの予算を使いながら、こう努力をしていることを知っているかということを

確認しているのであって、これは知らないということはおかしいのではないで

すか。

済みません。私は、記事を見て知ったのですけれど○奥村啓子福祉保健部長

も、担当のほうは承知しているようです。

皆さんよく言われるように医師不足だろうし、島嶼県という○佐喜真淳委員

ことでそれは皆さんが努力をやっているかもしれない。でもその一方で、当事

者の与那国町がこういう形で医師を確保するために10年間という話なのです

よ。それに対して、県がこういう対策なり、あるいは何らかの形のフォローな

りやっているそぶりが今の答弁では感じとれないのですよ。ここは、私が先ほ

ど言ったように与那国島だからというわけではなくて、宮古地域もあるし、八

重山地域もあるだろうし、あるいは伊平屋島、伊是名島、南大東島もあるかも

しれない。そういうときに、県がこの島嶼県である沖縄県の医療体制、医師体

制というのを理解するというか、対策をとるとためにはやっぱりこういうもの
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が必要ではないですか。金額はどうであれ、与那国町と担当課がしっかりと詰

めてこの医師の問題―もしかしたら、この人たちがそういうことをやらなかっ

たら与那国町から医師がいなくなっていた可能性もあるわけでしょう。そう考

えたとき、また県が後追い的に医師確保のために動くのではなくて、今の状況

をしっかりと各離島の現状を把握するというときに、予算の使い方とか、助成

のやり方とかそういうのも含めて、私はある意味こういう記事が出たときに積

極的にアプローチするのが県だと思うのだけれども、そうではないのでしょう

か。私の感覚が間違っているのかな。

このような支援があると、離島の１人体制の診療所○伊江朝次病院事業局長

ではかなり大きな支援になると思います。以前、与那国町立診療所は２人体制

だったのです。その中で、八重山病院に来て研修をしたりとかというような連

携はありました。今は、ほかの診療科の診療支援、例えば皮膚科、眼科、今は

滞っておりますけれども産婦人科、そういったところです。あとは耳鼻科もや

っていました。そういう形でいわゆる県立ではないのですが、県立の病院とし

てそういう側面からの支援はやっておりました。

本日は、琉球新報社の深沢記者がせっかくいらっしゃいます○佐喜真淳委員

から、ちょっと最後のほうだけ読みましょう 「医療が整備されなければ島に。

人が住めない。まず第一に医師が働きやすい環境を整備することが島の未来に

もつながる 」ということで締めているのですよ。沖縄県は今、最先端医療と。

かも含めて整備しようというお話がございます。やはり、こういうのはしっか

りフォローするというか、ケアをするというか、沖縄県が積極的に―与那国町

は特に沖縄県の離島の最西端ですから、ぜひ、ここは何らかの形で助成も含め

てもう少し与那国町と詰めていただきながら、県が何かアプローチをしていた

だきたいということを要望しておきます。

先ほどから申しておりますが、与那国町立診療所の代診医○平順寧医務課長

の仕組みをつくったのは県なのです。県が地域医療振興協会に、まず行く医師

を確保しないといけないのです。その医師の人件費を、今、地域医療再生基金

で出しているわけです。

では、県が人件費を負担しているということで、私は理解し○佐喜真淳委員

ていいのですか。
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地域医療振興協会に医師を確保するという事業を県が担っ○平順寧医務課長

ていると、代診医を派遣する側です。与那国町立診療所に支援しているわけで

はございません。金額を助成しているわけではございません。診療所の運営費

は別に出しております。

後ほど金額がわかれば教えてください。○佐喜真淳委員

次に、新規陳情に行きます。97ページの陳情第137号。琉球大学の地域医療

に関する講座の新設を求める陳情ですが、要旨の中では県議会が文部科学省に

対して地域医療に関する講座の新設を求める意見書を提出するよう配慮してい

ただきたいというのが趣旨だと思いますし、処理方針では必要な対応を行いた

いと考えていますということで締めているのですけれども、これは必要な対応

というのはどういう対応をされる予定なのか細かい内容になりますが教えてい

ただけませんか。

この話は最近そういう話題になって、文部科学省○宮里達也保健衛生統括監

との関係の中で学長からそういう話が出たようです。そして、私は医学部長、

病院長、それと大谷教授と２回ほど会ってお話ししているのですけれども、要

。 、するに２つの講座をつくりたいと 講座でどういうことをやるのかというのは

やっぱり沖縄であるという特色を持ったものと、それとこれもまた沖縄の特色

なのですけれども、地域、離島を中心とした離島医療をバックアップするため

の力になるものであると。この２つを目標にした２つの講座をつくりたいとい

うお話でいろいろと資料をいただいて説明を受けましたけれども、まだ調整中

のところで具体的にこういうものだ、人数は何人だ、予算はどうだというよう

な詰めた話まではまだできていないというのが実態だと思います。これから文

部科学省等と調整が始まると理解しております。

具体的なことはまだというお話ですが、これを見ると平成23○佐喜真淳委員

年度から離島医療などの質の向上、質の高い地域医療従事者の養成などという

ことで平成23年度とうたっているのですよ。ということは、次年度ですよ。そ

うすると、あと何カ月かしかないし、ある意味リミットが近づいているのかな

と。というのはこれは概算要求ということになっていますので、実際、その平

成23年度に向けての可能性というのはどうでしょうか。

この辺はまだ、私の理解の範囲内ではどういう講○宮里達也保健衛生統括監

座なんだというところまでまだ具体的に詰まっているようには理解していない
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のですけれども。ですから、来年度に講座をつくるためのいろいろな計画づく

りとか、そういうのがもっと具体的に始まってくるのかなと、そういう理解を

しているのですけれども。

そうすると、まだ具体的には詰められていないけれども、県○佐喜真淳委員

としては積極的にそういうのを推進していきたいというスタンスでやるという

ことですか。

これも大学側から私が聞いた話なのですけれど○宮里達也保健衛生統括監

も、大学と文部科学省と調整をしていますと。基本的には、広くこういう機能

を持った講座がほしいですよという県民の強い要望があれば、検討が早く進み

ますよというアドバイス等もあったようで、そういうことでこういう文章が―

僕は県議会に出るということはちょっとわからなかったのですけれども、知事

部局にもきていて、それはそれなりにきちんと調整をしながらやっていこうか

なと思っています。

あと、どうであれ私はこういうのが、やっぱり沖縄県にとっ○佐喜真淳委員

ても非常に重要かなと思いますので、これは県議会から文部科学省に対して意

見書を提出してくださいということなのですけれども、福祉保健部長でもいい

し、保健衛生統括監でもいいのですけれども、我々は意見としてそう積極的に

動いても大丈夫ですか。

私自身、それについては今お答えしにくいのです○宮里達也保健衛生統括監

けれども、我々行政部局としては、行政の中でアタックしていこうと調整はし

ていますけれども、県議会からというのは、正直なところよくわからないとこ

ろがありますので。

そのあたりは、沖縄の島嶼県の医療としていい方向に取り組○佐喜真淳委員

み方をお願いしたいと思います。

さて、77ページの新規陳情のがん対策推進条例について確認をさせていただ

きたいのですが、法律が施行されて皆さんもがん対策計画を作成して多くの都

道府県でがん条例が制定されたのですが、まだ少ないとは言われていても10都

道府県ぐらいはできるだろうと言われています。今後、またできる可能性もあ

りますが、担当部局としてはこのがん条例のほかの都道府県の条例を情報とし

て、あるいは研究として勉強されたことはありますか。
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他都道府県の条例も見ながら、内容等はよく読んではおり○平順寧医務課長

ます。

ほかの都道府県は、必要だからがん条例を制定したと私は認○佐喜真淳委員

識しているのですよ。そうでないと、条例も必要なければ制定もしないだろう

し。確かに、法律そのものは浅いかもしれないですが、皆さんは５年計画とい

う形で推進計画を立てていますし、ある意味、条例というものも―これはもう

後半に来てますよ、平成25年までですから。そうすると、平行して条例という

ものがほかの都道府県で制定されているのを受けて、私は沖縄県も踏み込んで

研究する必要があると思うのですけれども、そういう機関とかあるいは部内で

検討されたことはありますか。あるのであれば、どういうことを研究されたの

か具体的にお願いします。

他都道府県の条例ですが、中身については、まずがん対策○平順寧医務課長

基本法にある条文が中心です。それから、要は中身についてはがん対策基本法

の趣旨に沿って、地域の特性に応じた対策をやることという形が法律に載って

おりますので、そのことを踏まえて、我々は沖縄県がん対策推進計画アクショ

ンプランというものをつくりましたけれども、そのアクションプランをつくっ

てそれを着実にやることと条例をつくった場合にどういう形で効果が出てくる

のかということの結論がまだ出ていないということなのです。

ですから私の質疑は、ほかの都道府県は条例を制定した必要○佐喜真淳委員

性があるわけなのです。だからこそ、島根県が最初にきて、今は10都道府県ぐ

らいが上程されて制定されようとしています、ほぼ全会一致ですよ。というこ

とは、そこの都道府県が、がんに対する認識等を含めて条例が必要ということ

で積極的に取り入れたのです。今の答弁を聞いていると、皆さんがどういう立

ち位置でがんに対しての―例えば推進計画もあります。沖縄県がん対策推進計

画アクションプランもあります。これは５年計画かもしれませんし、当然、組

織というものもでき上がってくるでしょう。医師会とか市町村との連携も含め

て必要でしょうけれども、しかし皆さんの方針が固まらない限りできないので

すよ。これは法律ですから、一義的に見ればやっぱり行政ですよ、がん対策基

本法ですから。そこは県の責務とか、市町村の責務が出てくるだろうし、だか

ら皆さんこういう計画を立てたはずなのですよ。だから２年と半年ぐらいたっ

て、条例が他都道府県で制定しているのを見て、私は研究する必要があると思
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うのだけれども、でもその研究がまだここに響いてこないのですよ。むしろ、

皆さんは条例なんかつくらなくてもいいような感覚だと、私はとっているので

すけれども。では、もう一回確認しますけれども、今、条例が幾つの都道府県

にできてその特徴的なものとかも含めてわかりますか。

基本的には大体似ていると思います。ほとんどが議員提案○平順寧医務課長

の条例となっております。ことしの６月までに９県。現在、岐阜県でパブリッ

クコメントをやっておりますので、それができますと10県になるということに

なります。

結論から申し上げますけれども、福祉保健部長よろしいです○佐喜真淳委員

か、基本的には福祉保健部長のほうで判断すると思いますから。今、がん条例

というものが、患者会の皆さん、医療関係者の皆さんも含めてやはり必要とい

うことが言われているのです。当然、これは条例となると予算というのも必要

になってくるのかもしれませんし、行政が持つイニシアチブというのか、積極

性も必要になってくるかもしれませんが、福祉保健部長としてこのがん条例を

研究し、条例制定の必要性が今の段階で感じとられていますか。まだそこまで

はいっていないのですか。

先ほど来、医務課長のほうから答えてもらっていま○奥村啓子福祉保健部長

すけれども、まず沖縄県がん対策推進計画アクションプランをつくったのが平

成21年12月ですので、その中に具体的な取り組み内容、県民とか、医療機関、

その他県とか市町村の役割を踏まえた具体的な形での沖縄県がん対策推進計画

アクションプランになっておりますので、まずはそれを推進する中でどうして

も条例がないとそういう推進ができないという状況であればやっぱり検討が必

要かと思うのですけれども、現時点ではそのアクションプランを着実に推進す

ることが一義的には必要なことだと理解しております。

、 、○佐喜真淳委員 申しわけないのですけれども この沖縄県がん対策推進計画

平成20年３月にでき上がったものを皆さんお持ちですか。細かくなりますけれ

ども確認させていただきたいのは、皆さんの組織の中で、計画と、推進と、進

行管理というものがあるのですが、そこには沖縄県保健医療協議会とか、がん

対策検討委員会とか、管理協議会とか組織があるのですが、これは今機能して

いますか。それとも定期的にがんに対する会合をお持ちなのかどうか教えてい

ただけませんか。
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沖縄県保健医療協議会というのは、保健医療計画及びこの○平順寧医務課長

がん対策基本計画をつくる際に開催しました。昨年度は、がん対策検討会とい

うものを開催して沖縄県がん対策推進計画アクションプランをつくったという

ことで、今後はまた沖縄県保健医療協議会、がん対策検討会、今年度どういっ

た形で検討していただくかということについては、今検討しているところでご

ざいます。

これは一つ、沖縄県保健医療協議会とか、がん対策検討会と○佐喜真淳委員

か、管理協議会とかあるのですが、これは年何回か定期的に研究されていると

いうことで理解していいのですか。大体、年何回ぐらいやっているのか教えて

いただけますか。

、 、 、○平順寧医務課長 一応 沖縄県保健医療協議会は ことし年１回やる予定で

がん対策検討会は２回やる予定でございます。

休憩をお願いします。○佐喜真淳委員

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、佐喜真委員から執行部に対して、いつごろ開催を予定して

いるかの確認があった ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

平順寧医務課長。

日程はまだ詰めていません。○平順寧医務課長

先ほど、参考人のがん患者会の皆さんをお呼びしたときに、○佐喜真淳委員

このがんに対する感覚として、この計画、対策―がん患者会の意見がなかなか

入ってこれない。いわゆるがん患者会がそこに入っていないのですよ。そうい

う意見があったのです。だから、あえて私はこういう話をしながら、そのがん

患者会の思いというか、意識の吸い上げどころというのはどこにあって、どう

いう協議をされてがんの対策というものを県全体として取り入れているか、そ

ういうことを知りたいのですよ。がん患者会というのは、どういう形で皆さん
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と協議の場ができ上がっているのかお聞かせ願えませんか。

昨年度は、がん対策検討会に、がん患者会の一部のところ○平順寧医務課長

を入れたのですが、がん対策検討会は医師の方がかなり中心になっているので

すよ。ちょっと機会を設けて、がん患者会の人たちと別の機会に意見交換をす

る機会を持ちたいなと思っております。

法律は、多分医療従事者もそうだけれども、やっぱり患者の○佐喜真淳委員

方々の意見を吸い上げるというのが法律の趣旨に反映されているはずなのです

よ。ということは、そこは県が持つ責務として、トータルでこのがん対策をす

。 、 、るというのが皆さんの責務だと思うのです そうすると がん患者会を抜きに

患者の皆さんを抜きにがん対策計画は立てられないはずなのですよ。であるな

らば、がん患者会と皆さんは接触しながら、いろいろな角度からこの沖縄県の

、 、がん対策を考えなければいけないはずなのに がん条例というのをがん患者会

あるいは医療従事者の方々が必要性を訴えているのにもかかわらず、それを酌

み上げてこられない、吸い上げてこられない。かといって、ではがん患者会の

皆さんが発言するところがまだ不透明だし、では今後、がん対策はしっかりと

立てられますか。どうですか、福祉保健部長。

沖縄県がん対策推進計画アクションプランを策定す○奥村啓子福祉保健部長

る中で、パブリックコメントの中で、がん患者の意見を取り入れてほしいとい

うかなり強い要望がありました。先ほど医務課長からもあったように、がん対

策検討会の中で一部ですけれども関係者を呼んで、そしてそのアクションプラ

ンをつくったと。そして沖縄県がん対策推進計画アクションプランの中には、

今後、県民の声というものを設置して、意見交換の場の設置と。そして、がん

対策検討会への意見を取り入れるという、そういうことを計画しておりますの

でそういう中で意見交換ができればと思っております。

特に、これだけ機運が高まってきていますし、一部の患者だ○佐喜真淳委員

けにではなくて、結局どれぐらい患者会の声を拾い上げて、遺族の方々もそう

なのですけれども、そのあたりは県が積極的に取り組むかどうかなのですよ。

一部だけやっても、やっぱりこれは一部でしかないだろうし、全体として沖縄

県のがん対策―２人に１人はがんで死亡するという世の中になっているし、そ

れは沖縄県が積極的に取り組むかどうかが多分この計画だろうし、がん条例に

つながっていくものだと私は見ているのですよ。だから、あえてここまで時間
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をかけてお話をさせていただいておりますが、１つだけ。医療関係者の方が、

沖縄県のがん条例として積極的にタウンミーティングとか、あるいは勉強会を

開きながらたたき台的な条例をつくったのですよ。それはもう既に皆さんのお

手元に来ていて、それを拝見したかどうか確認させていただきます。

読ませていただいております。○奥村啓子福祉保健部長

確かに、ボリュームがある条例ではあったはずなのだけれど○佐喜真淳委員

も、あそこまでできることはある意味敬意を表したいのですけれども、中身を

見て、行政的に見て、行政的な担当部長としてどういう感想をお持ちだったの

か。ここまで聞いて終わりたいと思います。

通常の条例とか、それから他都道府県の二、三しか○奥村啓子福祉保健部長

見ていないのですけれども、その条例に比べて県の具体的な施策に対する予算

も含めての義務づけというのがかなり盛り込まれておりまして、そういう意味

では、条例として適当なのかも含めて非常に厳しい条例だなという感じはしま

した。

最後に要望だけですが、確かにそういう案というものがボリ○佐喜真淳委員

ュームが多くて、むしろ予算とか、施設とか、そういうものを考えると行政に

対しては厳しいかもしれないですが、それは足し算、引き算をしながら―ほか

の都道府県が議員提案で条例を制定したのが多いのですけれども、やっぱり行

政が持つ責任の分野と、我々が持つ権能というのもしっかりと整合性を保ちな

がら、私は条例というものは必要だと見ています。だから、積極的に行政がが

ん患者会を含めてアプローチしながら、いい条例づくりをというのが必要だと

思うし、がん患者会の意見というのをしっかりとオフィシャルの場で反映でき

るような組織もつくっていただきながら、がん対策検討会か沖縄県保健医療協

議会かはわかりませんけれども、ぜひ、そういうことを網羅できるようながん

対策をやっていただきたいと要望して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

渡嘉敷喜代子委員。

関連しますので、陳情第81号についてお尋ねしますが、○渡嘉敷喜代子委員

先ほど佐喜真委員の意見に対してたたき台となっている条例のことについて、
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今、福祉保健部長は厳しいということでしたけれども、どのあたりが厳しいと

いうことですか。

この条文の何条でどこの部分というよりも全体的な○奥村啓子福祉保健部長

形で先ほど申し上げましたが、県のほかの条例、それから他都道府県の二、三

の条例と比較して、かなり具体的な形で項目ごとに県の責務と予算措置も含め

て義務づけられているようなうたい方なものですから、そういう面でやっぱり

政策を進めるに当たって限られた予算でどう我々は事業を執行していこうかと

いう中では、そういう意味でかなり厳しいかなという感想を持ちました。

やはり患者の皆さんにとっても、具体的にそう示してほ○渡嘉敷喜代子委員

しいというのが大きな希望だと思うのですよ。それを財源がないから厳しいと

いうことで片づけてしまうのではなくて、どこまで吸い上げていけるのかとい

うことを、やはり誠意を持ってそれに対応していかなければいけないと思うの

です。それから処理方針の中ほどのところで、平成21年12月に沖縄県がん対策

推進計画アクションプランを策定して、各実施主体が具体的に取り組む内容を

示したと言っていますけれども、皆さんの言う具体的な取り組みの内容につい

て教えてください。

県では、沖縄県がん対策推進計画アクションプランで福祉○平順寧医務課長

保健部内では医務課と国保・健康増進課の両方でがんの予防と医療連携という

形で役割分担を一応入れてあります。医務課のほうでは、今現在、琉球大学医

学部附属病院を中心としてがん治療ができる医療機関との医療連携、例えば放

射線治療を琉球大学医学部附属病院でやった後に外来が身近なところでできる

ような医療連携システムをつくろうということで、そういった予算を地域がん

診療連携拠点病院である県立中部病院、那覇市立病院などに流しております。

それから、県民の声をもっと拾おうということで、今、ホームページのほうに

載せておりますけれども、わかりづらいのでもっとわかりやすいような形に持

っていきたいと。それから先ほどのがん対策検討会にも、説明が足りなかった

のですけれどもがん患者会なども入れた形で検討は進めていくし、それから自

由な形で意見交換会もやっていきたいなと思っております。それから、いろい

ろ患者の話を聞く中で我々がもう少しこんなことができるのではないかという

こともお聞きしていきたいなと。いろいろ聞いてみますと、地域で集まる場所

がほしいとか、いろいろなことがありますので、そこら辺について我々が少し

お手伝いできるところがないのかということも検討していきたいなと思ってお
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ります。

先ほど参考人招致の中で、今やってほしいことは何なの○渡嘉敷喜代子委員

かということを尋ねましたら、やはり24時間のホットラインを、電話だけでは

なくて対面の相談も受けたいと。そのことに対してしっかりとサポートを設定

してほしいというのが、今求められているのはそれだということを言っている

のですよ。ですから、これからやっていくというのではなくて、早急にこのこ

とに対して患者の皆さんに直接、今何が求められているのか、何をしてほしい

のかという話し合いの場というのをつくっていただくことが大切だと思うので

すよ。本当に、いつやろうとするのか、急いでやらなければいけないことだと

思うのです。福祉保健部長の対応をお願いしたいと思います。

これまでも、患者の皆さんと医務課のほうで意見交○奥村啓子福祉保健部長

換は何回かやっているようですので、今後もそういうことでは意見交換の場を

持ちたいと考えております。

今、患者の皆さんが精神的なこともさることながら、一○渡嘉敷喜代子委員

番困っているのは財政の問題だと思うのです。手術をした後はそれで終わりで

はなくて、ほかの病気と違ってずっと治療を受けなければならないということ

と、それに伴う副作用が出てくるということでの精神的な苦痛、あるいは身体

的な苦痛というものも伴ってくるわけですよ。それが長期にわたっていくわけ

ですから、経済的な負担というのも大きいと思うのですよ。そこで、先ほどか

ら聞いておりますと、県では沖縄県がん対策推進計画アクションプランでこう

いうことを設定しているからそれで間に合うのだというような言い方をするの

ですけれども、では本当にそういう財政面で困っている人たちをどうすくい上

げていこうとするのか、どう支援していこうとするのか、そういうことが沖縄

県がん対策推進計画アクションプランの中に本当に入っているのかどうかお尋

ねしたいと思います。

今回の沖縄県がん対策推進計画アクションプランは、がん○平順寧医務課長

対策基本法を踏まえつつ、がん治療の均てん化、各地域で一定のがんの治療が

できるような体制づくりというのを中心にやっておりますので経済的負担の軽

減の部分については入れ込んではありません。

やはり、そのあたりが当事者にとってはとても大きなこ○渡嘉敷喜代子委員
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とだと思うのです。では、条例を制定したときにどういうことができるのかな

という朝の討議の中にも出てきたのが、やはりこのような財政面での負担をか

けるということでの基金の設定、そういうこともできるのではないかというよ

うなことが出てきたのですよ。困った人たちへの基金の支援をしていくとか、

そういうのが出てくるのではないかという話が出てきましたけれども、そのあ

たりはどうお考えですか。

がんの治療及び治療後も少なくとも５年ぐらいは○宮里達也保健衛生統括監

フォローしたりするということがあります。それといろんな組み合わせによる

治療とかが標準化されるものも組み合わせるのもたくさんあったりして、治療

法というのは多岐にわたるので、それに直接バックアップするというのはなか

なかそういう仕組みをつくるのは難しいだろうと私は思います。基本的にがん

の治療というのは、国民健康保険制度の中で標準的な治療は設定されていて、

それでバックアップするということで、それ以外の部分に関して、公的に援助

するというのはかなり難しいかなと思います。ただ、それ以外にも、例えばセ

カンドオピニオンを受けやすくするとか、あるいは治療が終わった後の精神的

ケアはどうするとか、そういうことにも先立つものが必要ですので琉球大学医

学部附属病院の医師は募金を集めて、渡嘉敷委員がおっしゃるように基金化し

て、その基金管理の中でいろいろなバックアップの仕組みがもっと潤沢にでき

るようにしていこうかなという議論を今やっているところで、まだ具体化はし

ておりません。

県としては、こういうことに対してどのようなかかわり○渡嘉敷喜代子委員

方ができるのでしょうか。

がん募金の設置について、県の外郭団体のほうで何とかで○平順寧医務課長

きないかなということも含めて琉球大学の教授などと調整しているというとこ

ろです。

普通の病気の医療費とがんの場合の医療費というのは高○渡嘉敷喜代子委員

いですよ、すごく高額ですよ。これは国の問題だとは思うのですけれど、医療

費を安くするとかというようなことはどういうシステムでつくられるものでし

ょうか。例えば、難病が認定されたものについてはかなり医療費が安くなりま

すよ。がんの場合にはそれは認定されてないわけですよ。そういう認定も含め

て考えられないのかということはどんなシステムでつくられるものですか、私
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は素人でよくわかりませんけれども。

がんの治療のほとんどは保険制度でカバーされているので○平順寧医務課長

すけれども、ただ医学が毎年進歩しているのです。先進医療というものがあり

ます。それについてはまだ公的保険の適用がされていない。いわゆる国のほう

で有効性とか、安全性とかそこら辺を十分評価した上で保険適用にするかどう

かという、そういう国の協議会の中で決めていく、保険の中に入れ込むかどう

。 、か 通常の標準的な治療―先ほど保健衛生統括監がおっしゃいましたけれども

、 、公的保険で標準的な治療 公的保険の範囲内でできていると思いますけれども

やはり患者については先進医療もやりたいという方がおられますので、その場

合については本人の負担がちょっと高くなるという状況はあります。公的保険

であれば高額療養費制度で一定額で抑えられますのでそういう仕組みに入れる

のです。

だから、どんどん進行する患者に対してはやはり先進的○渡嘉敷喜代子委員

な医療を受けたいという希望が出てくるわけですよ。そのあたりで、やはりこ

れは保険に入ってないから高額になるのだという、これも国のシステムだと思

うのですけれども、そのあたりをどこかでやはりこれだけの人口、本当に沖縄

県においては死亡者が第１位と言われているだけにどこでどうしてやっていけ

ばいいのか、そのあたりも県のほうとしてもやはり条例の中でできるのかどう

か、どうなのでしょうか。国の問題だと思うのですけれども、一つの起爆剤に

なるのではないかという思いがするのですが。

県のほうで治療方法の有効性とか安全性を評価できる状況○平順寧医務課長

にないものですから、そこら辺が非常に厳しいかなと思っております。

わかりました。それから陳情第143号に関連してお尋ね○渡嘉敷喜代子委員

したいことがあります。認可外保育施設を認可するときの基準というのはどの

ようにして決められているものですか。まず何が満たされていれば認可される

ということになるわけでしょうか。

認可外保育施設を認可する際には、まず児○田端一雄青少年・児童家庭課長

童福祉施設の最低基準、保育所の最低基準を満たしている必要があるというこ

とと、あと国のほうで社会福祉法人の認可についての通知がありますが、その

要件を具備しているというのを認められた場合に認可外保育施設が認可される
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ということであります。

その基準の中に、やはり認可外保育施設が運営面とかそ○渡嘉敷喜代子委員

ういうことも含まれていると思うのですよ、そして環境とか。それは面積がい

ろいろ格付されていると思うのですけれども、運営面がどうなのか。そして、

保育所としての環境がどうなのかということも入っていると思うのです。その

ことで今回のこのような状況が出てきているわけですよ。それは浦添市から上

げていったから沖縄県として認めたのか、沖縄県としてもそれに対してのやは

、 、 。り現場の視察とか 調査とかやっていくわけですか そのあたりはどうですか

今回認可するに当たっては、書類上の審査○田端一雄青少年・児童家庭課長

とあわせて市町村からの市町村長の意見書を提出していただいています。浦添

市からはこの認可外保育施設については、認可するに値するということで意見

書をいただいておりまして、それを踏まえて認可をしております。

今回の場合に限らず、この例に限らず、ほかのものもそ○渡嘉敷喜代子委員

うなのですか。県が直接その認可外保育施設に行って現場を調査するとかとい

うことはありませんか。

今回の認可に当たっては、この認可外保育○田端一雄青少年・児童家庭課長

施設については新たに建物を建てておりますので、その際に現場の確認をして

おります。あわせてですが、認可外保育施設に関しては年１回基本的に立入調

査を行っておりますので、それでその認可外保育施設の保育の内容についての

調査を行っているところです。

認可外保育施設を認可に格上げしていくときに、その市○渡嘉敷喜代子委員

町村からの申請によって書類審査で決まるということですが、年に１回認可外

保育施設でも調査をしているわけですよ。そのことによって書類が上がってき

ているから、では認可しましょうと今回の例もそういうことになったかと思い

ます。そして今回、先ほど青少年・児童家庭課長がおっしゃったように建物が

建ったからということですが、それは例えば認可されることによってすぐ建物

の増改築が始まるという例もあるのですけれども、今回の増築というのはその

ことなのですか。例えば、認可外保育施設が認可されることによってその建築

物については国の予算が入るわけですよ、とれるわけですよ。それを見越して

今回の増築、それがあったわけですか。
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このあずま保育所に関しては施設整備を伴○田端一雄青少年・児童家庭課長

っておりまして、それに関して県としても現場での確認などを行っているとこ

ろです。

話は戻りますが、今回の事例で認可したわけですが、認○渡嘉敷喜代子委員

可するに当たって１年に１度認可外保育施設の視察もするわけですか。調査に

入るわけですよ、皆さんは。そのときにこの件については問題があったという

ことは皆さんはわかりませんでしたか。

休憩をお願いします。○奥村啓子福祉保健部長

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、福祉保健部長から手元に資料がないため答弁できない旨の

説明があった ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

渡嘉敷喜代子委員。

それはおかしいのではないですか。これだけ問題が出て○渡嘉敷喜代子委員

きているわけですから、自分たちが調査したのがどうだったのかということわ

かっているはずなのですよ。これだけ問題が出てきているわけですよ。今まで

、 。保護者会もなかったものが このことに関して保護者会もできたわけでしょう

ですから自分たちが１年前に認可外保育施設のときに調査したときにはどうい

う問題があったかということがわかっているはずなのですよ。今すぐ答えられ

ませんか。

手元に認可外保育施設の立入調査の結果は○田端一雄青少年・児童家庭課長

ございませんが、浦添市が認可をするに当たって出された意見書の中では、設

立予定者はこれまでの実績、経験から施設運営に十分な資質を有しているとい

うことで推薦をいただいているとこころであります。

やはりこれは、浦添市も含めて県の責任も伴ってくると○渡嘉敷喜代子委員

思うのですよ、これだけ問題が出てきているわけですから。そういう認識は福
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。 。祉保健部長はありますか 県の責任も一端にあるのだという思いはありますか

やはり、認可は県知事の権限ですので、そういう意○奥村啓子福祉保健部長

味では責任の一端はあると認識しています。

認可するに当たって、現場を調査しないで書類上で決め○渡嘉敷喜代子委員

てしまうということで、これは去年のことになるのですが、ある経営者が新し

い保育所ができて、そして全く古い保育所があって、どっちが認可保育所にな

るのかなと思ったら、その古いほうを申請して古いほうが認められたという事

例があるのですよ、去年。それわかりますか。認可外保育施設の基金の対策で

700万円やった認可外保育施設ですよ。それが２つの認可外保育施設を持って

いるわけですよ。そして協議会の皆さんにとっては、この新しい認可外保育施

設が当然認可されるだろうと思ったら全く古いところが認可されたということ

を聞いているのですよ。そして、そのときに認可されたことによって即増改築

をやろうという動きがあって、それが前にもそういう事例があって、協議会か

らおかしいよということで引っ込めたという例を聞いていませんか。

今、渡嘉敷委員御指摘のように沖縄市の保○田端一雄青少年・児童家庭課長

育所で沖縄県保育所入所待機児童対策特別事業基金の700万円を活用して認可

化に至った施設があります。これにつきましては、沖縄市からの推薦も踏まえ

て県で認可をしたものであります。

やはり認可を受けるということも大切ですよ。やはり待○渡嘉敷喜代子委員

機児童を解消するためにも、より多くの認可外保育施設を認可にしていこうと

。 、いう国とか県の思いというのはよくわかります でもその認可を申請する中で

なかなか認められなくて建物が古くなるというケースもあるかと思いますが、

認可をされることによっての特典というのがあるわけですよ。国の予算で改築

ができると。そういうことも含めて、やはりもう少しそのあたりはちゃんと現

場を視察するなり、県としての責任としてもそのあたりはやっていただきたい

なという思いがするのです。今回の事例もあることですし、やはり県知事が認

、 。可するわけですから そのあたりもしっかりやっていただきたいなと思います

そして、このことによってまた認可外保育施設が厳しい中で認可保育所にでき

、 、ないということも問題になるかと思いますので そのあたりは柔軟性を持って

しっかりと県の責任でもって推し進めていってほしいなと思います。要望とし

ます。
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ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

上原章委員。

何点か質疑させてください。重ならないようにしたいと思いま○上原章委員

す。まず、46ページの陳情第178号次世代育成支援対策後期行動計画策定に対

する陳情で、処理方針が変更になった中に、このおきなわ子ども・子育て応援

プラン後期計画において新たに発達障害児への支援等を位置づけたと。この背

景を教えていただけますか。

前期計画のときは、この発達支援―法律は平成17年○奥村啓子福祉保健部長

でしたか、できたということでまだ発達障害という形での特化した形での施策

とかそういう法がまだきちんとできてなかったということがあって、前期には

入っておりませんでした。ただ、後期計画を見直す中で、やはり発達障害がか

なりいろいろなところで支援対策がまだまだ十分ではない部分がいっぱい出て

きたということで、いろいろな議論の中で県としてもきちんと体系立てた形で

その施策を取り組む必要があるということで、体制整備計画とか人材育成計画

をつくったところです。そういう中で、やはりこのプランの中で普通の障害と

いう形でのひっくるめた形ではなくて、やはり発達障害として少し別途の形で

支援を明記する必要があるのではないかということで、今回の後期計画には別

途の形でそれを明記したというところでございます。

本委員会でも、この発達障害児の子供たちへの支援―大人も含○上原章委員

めてですけれども、家族も含めてしっかり支援体制つくらないといけないと思

うのですが、皆さんのこの処理方針に具体的な支援策等を明記したとあるので

すが、その辺もちょっと具体的な支援策というのはどのような形のものか教え

てもらえますか。

この項目の中に盛り込んだ支援策の主な内容は、発○奥村啓子福祉保健部長

達障害児対策体制整備ということで支援センター等の体制整備を図りますとい

うこと。それから早期発見早期支援体制の充実の中で乳幼児検診受診率等受診

票の見直しを行う。それからライフステージに応じた各種支援の取り組みとい

うことで、身近な地域で支援を受けられるように市町村と連携した療育支援の

体制整備の推進、また保育所や幼稚園等、その職員の療育技術の向上やその辺

の児童クラブ、幼稚園も含めて障害児を受け入れる特別支援教育の体制整備の
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充実ということを盛り込んで、あと数値目標の中に乳幼児検診受診率とか、デ

イサービス事業とか、療育支援事業の箇所数を平成26年度を目標として数値目

標を立ち上げたということでございます。

ぜひ、実行性がまた効果がしっかり出るように頑張っていただ○上原章委員

きたいと思います。今後、また注視していきたいと思います。

次に、76ページの陳情第81号がん条例についてですが、私もぜひこのがん条

例は必要ではないかなと思っておりますが、県の処理方針で沖縄県がん対策推

進計画アクションプランを中心にしっかり支えていきたいということで話があ

りましたけれども、このアクションプランというのは推進状況の検証とか、評

価、そういったのはどういった機関が行うのですか。

がん対策検討会のほうでやっていきたいと考えておりま○平順寧医務課長

す。

このメンバーはどういったメンバーですか。○上原章委員

まず11名は、中心になる方は県医師会になりますが、がん○平順寧医務課長

のいろいろな部位がありますので、それを専門としている医師、それからこの

間、４月に沖縄県がん患者会連合会もできましたので、そういった人たちを入

れて検討していきたいなと思っております。

正式メンバーには、沖縄県がん患者会連合会の皆さんは入るわ○上原章委員

けですか。

現在、運営要綱でやっておりますけれども、それを少し入○平順寧医務課長

れ込むような形で改正してからやっていきたいと。そのためにも近いうちに患

者の皆さんと意見交換をして意向を聞いてから、そういったもろもろの改正を

していきたいと思っております。

ぜひ、このがん条例を県につくってほしいと。患者の皆さん、○上原章委員

また家族の皆さん、関係者が本当にその準備のためにいろいろ御苦労されてき

ている。きょうも参考人ということでお話もお聞きしました。県がしっかりそ

の方々の思いを、心情をしっかり酌み取ってこの人たちのこの思いを要望をこ

たえていただきたいわけなのですが、なぜがん条例が必要なのか。沖縄県がん
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対策推進計画アクションプランも当然これは大事な取り組みなのですけれど

も、具体的にこの人たちの声をしっかり拾っていかないとこのアクションプラ

ンも本当にただの号令だけで終わってしまう気がするのです。去年、私もこの

アクションプランをつくるときにも、患者の皆さん、関係者の皆さんが本当に

声が届いていないということで、私もその場で一緒に県の皆さんともやりとり

を見ていたのですけれども、現実に本当に痛みを抱えているのはその方々なの

ですよ。ですから、皆さんはいろいろな法律のもとで何らかの計画、行動等を

つくるのですけれども、本当にそれが現場の生の声の方々にこたえているのか

どうかというのを常に検証しないといけないと思うのですよ。ですから、この

がん対策検討会の中に正式にこの代表の皆さんを入れて、常にその一つ一つの

推進がしっかり実行性あるものになっているというものを県の責務として私は

明らかに今後していただきたいのですけれども、例えばきょうの一緒に意見を

聞いた中にこういう話がありました。今回、がん患者会が、子宮頸がん―女性

特有の、また検診、そしてワクチン接種で治るがんと言われている。これは若

い女性に今多いということで、そういったのも含めて普及啓発を学校現場でし

っかりやっていただきたいという申し出を県のほうにした場合、これは教育委

員会の管轄であるということで、もう数年かかりますよというようなやりとり

がありましたと聞いたわけなのですけれども。本当にこういった、すぐ手を打

ってほしい、いろいろなそういった思いにこたえられる形になっていないのが

非常に私も納得できないのです。今回、がん患者会の皆さんが出したこのがん

条例の案の中に、学校におけるがんに関する教育等の推進と。今あえてこの項

目を入れているのですよ。ですから本当に、確かに沖縄県がん対策推進計画ア

クションプランも総合的な取り組みだと思うのですけれども、もう一つ踏み込

んだ、非常に患者側からしかわからないようないろいろなそういう思いもある

と思うのですよ。そういう意味では、先ほど福祉保健部長は非常に内容が濃い

今回の条例案が出ているということで話がありましたけれども、ぜひ行政の立

場からも一つ一つ皆さんが今進めている沖縄県がん対策推進計画アクションプ

ランと対立する形ではなくて、ある意味では合わせる形でその辺の必要性がな

いのか、検討できないかお聞きしたいのですが。

私のほうから子宮頸がんワクチンのことについて、それか○平順寧医務課長

ら国保・健康増進課からはその普及啓発についてお答えします。子宮頸がんワ

クチンの件ですが、まず子宮頸がんを住民にも普及、勧奨していくとなります

と予防接種法に基づく定期接種―例えば今、定期接種がいろいろ市町村でやら

れておりますが、結構、昔は学校現場でやられていたのです。1970年代に、そ
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れまでいわゆる日本は予防接種の先進国と言われていたのです。ところがその

副作用がいろいろ問題になりまして、それでだんだん学校現場も引いてきて、

定期接種の数も限られて、全世界に少し数的には置いていかれているという状

況があるのです。子宮頸がんワクチンを、学校で今10歳から14歳ぐらいまでが

効果的だろうと言われております。そこら辺にやるとなるとほかのワクチン、

あれもどうするのかと、もとに戻すのかという議論になりますので、非常に大

変な作業かなと思います。今後、定期接種化を県は国に求めておりますけれど

も、そういったものをやるという形で、国は国会にも法律を出しておりますけ

れどもそこら辺の議論が今市町村がはがきを出して公民館の中に呼んでやって

いるような状況なのですけれども、あるいはそのはがきを持って医療機関でや

ってもらうとか、どっちがいいのかということの議論はまた今後出てくるのだ

ろうと思いますけれども、沖縄県だけで学校現場でというほかの予防接種との

関係もありますので、すぐには難しいかなと思っております。それから学校現

場での普及啓発については国保・健康増進課に説明をかわります。

琉球大学のがんセンターのほうと協議会が○上原真理子国保・健康増進課長

ございまして、その中に普及部会があります。そこに県の担当者、班長たちも

一緒に入っていって、私たちの成人保健班の班長と担当者はその普及部会に入

っていますけれども、その中で一緒になって、学校の特に校長や養護教諭、あ

るいはＰＴＡの方々へまず小学校６年生から中学校３年生ぐらいが適当と思わ

れる子宮頸がんワクチンがなぜどのように効果があり、必要かという話をやっ

て、そこでの理解を十分に得た上でそういう教育が学校でできるような方向づ

けをしたいという形で動いているところです。

去年、国もこのワクチン接種を承認して、結構、各地方自治体○上原章委員

では公費助成も積極的に予算を組んで、学校現場でもそういった対応をし始め

ているわけですよ。ですからそういう意味では、子供が一番多い沖縄県にとっ

てもしっかりその対策というのは組まなくてはいけないのかなと思っておりま

す。先ほど来、ほかの委員からも患者、また家族の皆さんの声がしっかり県に

届く形で、今後、このがん条例も具体的に中身を我々県議会議員も詰めていく

と思うのですけれども、県は本来、行政のある意味では責任があるわけですか

らしっかりその辺も受けとめていただきたいなと要望します。

それから79ページ、今のと関連もしますが陳情第94号、この乳がん及び子宮

頸がんの無料検診クーポン券、これは昨年からスタートしているのですが、今

国が今回２年目の予算は大幅に削減したということなのですが、私も本会議で

H22.07.05-03

文教厚生委員会記録



- 113 -

も確認したところですが、ことしも沖縄県においては全市町村が実行するとい

うことで認識していいでしょうか。

今年度２年度目に入りますけれども、昨年○上原真理子国保・健康増進課長

同様、全市町村がこれに入ることになっております。

１年目の成果というのは県のほうでまとめられていますか。○上原章委員

まだすべてまとまっているわけではないの○上原真理子国保・健康増進課長

ですが、一つの大きな市のまとめによりますと２割程度はアップしたかなとい

うデータがあること、それから日本対がん協会という全国組織がまとめた中で

も、受けた人と受けなかった人と調べた中で、受けた人は８割方がクーポンが

あったので受けましたというアンケート結果に答えておりました。そしてやは

り２割方ほど増加したというデータが出ておりました。

これは、５歳、５歳で受ける形になってますので最低５年やら○上原章委員

ないと全員が受けられないわけですけれど、これはもう私どもとしてもぜひ今

後永久的に取り組むべきではないかなと思っております。

あと、83ページの陳情第98号難病支援についてですが、今、県が取り組んで

いる難病特別対策推進事業は、この相談支援センター事業のみでやっていると

いうことですか。

先ほどは相談支援センターという形でのア○上原真理子国保・健康増進課長

、 、ンビシャスへの委託の話だったのですけれども それ以外に難病医療相談事業

これは福祉保健所などが主になりますけれども。それから難病患者等居宅生活

支援事業、ここら辺は市町村が日常生活用具給付などをやっております。それ

以外に、特定疾患対策として自己負担を公費で負担するという事業、先ほどの

相談支援センター以外にこの３つがございます。

今、この難病患者と言われる方々は県内にどのぐらいいらっし○上原章委員

ゃるのですか。

平成21年度末現在では、6691名と出ており○上原真理子国保・健康増進課長

ます。

H22.07.05-03

文教厚生委員会記録



- 114 -

これは公費負担を受けている人でしょうか。○上原章委員

そうです。56疾患プラス11疾患加わりまし○上原真理子国保・健康増進課長

たので、67疾患の申請登録の患者の数になります。

私が聞いているのは、この130疾患ある難病指定されている患○上原章委員

者の数なのですよ。

これにつきましては、今のところ県として○上原真理子国保・健康増進課長

の把握はできておりません。

数万人いるとも聞いておるのですが、その中で就労支援という○上原章委員

のは非常に大事な取り組みだと思うのですが、今この相談支援センターに配置

されている支援者というのは正式な名称は何なんですか、就労支援員でいいの

ですか。

難病相談支援員という名称になっておりま○上原真理子国保・健康増進課長

す。

ということは就業支援員という人はいないのですか。○上原章委員

、 。○上原真理子国保・健康増進課長 はい そういう名称にはなっておりません

モデル事業を前やっていたと聞いているのですが、この中では○上原章委員

就労支援モデル事業という名称ですのでちゃんとしたそういった支援員がいた

のですか。

先ほどの労働局からの予算で２年間やりま○上原真理子国保・健康増進課長

したけれども、その全体の予算の中で沖縄県では１名だったということです。

これは、なぜ２年で終わったのでしょうか。○上原章委員

先ほども申し上げたのですけれども、県の○上原真理子国保・健康増進課長

事業ではございませんので、厚生労働省のほうの仕事でおりてきた２年間の予

算でした。
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ですからそれはわかるのですけれども、この就労支援モデル事○上原章委員

業というのは各都道府県で実施となっていますよ。これが、なぜ沖縄県は２年

で終わったのかを教えてほしいのですけれども、わかりますか。

２年間の中で、沖縄本島北部、中部、南部○上原真理子国保・健康増進課長

並びに宮古及び八重山の５圏域の中で、そういうネットワークづくりを何とか

２年間の中でやったということで、それがお金はなくてもつながっていくよう

な形を人のネットワークではやっていると、現実には。そういう形でお金自体

は２年間しか続いてはいないのですけれども、現場ではそういう形を引き続い

ていただいていると聞いています。

先ほど数は把握していないとおっしゃっていましたけれども、○上原章委員

相当の方々が厳しい病気を持ちながら、それでも働きたいという方々が多いわ

けです。公費負担の制度を実施している人も6600人余りの人のうち約2000人が

就労しているという中で、やはりこの就労支援というのは、これ国のものです

という問題ではなくて県がしっかり取り組まなくてはいけない部分だと思うの

ですよ。そういう意味では、今の相談だけのそういった配置では現場の皆さん

の声にこたえていないと思うのですよ。しっかり県が国とタイアップして、予

算をある意味では半分ずつ出すぐらいの意欲でこの就労支援の配置をする必要

があると思うのですが、いかがですか。

先ほどの厚生労働省からの２年間のもの○上原真理子国保・健康増進課長

で、沖縄本島北部、中部、南部並びに宮古及び八重山圏域にそれぞれ厚生労働

省のほうからはその後も就業支援員という方が１名ずつは配置されているとい

うことで、この方々を核にして２年間で培ってきたネットワークがさらに動く

ようにということの継続はあるようです。ですので、お金のほうがモデル事業

としての２年間は終わっているんですが、就業支援員という相談を受けて必要

な援助、訓練のあっせんを行うような人は１名ずつの配置があるということで

す。

具体的に、成果はどのくらいの方が就労されているかございま○上原章委員

すか。

今申しました障害者の職業生活に関する就○上原真理子国保・健康増進課長
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、 、業支援員という方々は 障害者の方々のために最初配置ということなんですが

それを難病の方々にも広げるという形で、ここのところ難病の方々は障害者手

帳を持っていないといろんなことにふぐあいがあるということがありましたの

で、国のほうも障害者と銘打ったものを難病者にも準用という形に広げており

ますので、この形をとるということで障害者向けが少し幅広くなって難病の方

々もそれに加われるということで先ほど９名というお話をしましたが、それが

昨年度の実績という形でこれからまた積み上がっていくのかなと思っておりま

す。

先ほど確認するのを忘れたんですけれども、先ほどの難病特別○上原章委員

対策推進事業、これは国の事業と言いましたか。

先ほどのものは、国と県で２分の１ずつの○上原真理子国保・健康増進課長

事業だったということです。

事業主体は県なんでしょうか。○上原章委員

半分ずつということで、主体としては県と○上原真理子国保・健康増進課長

いうことになります。

要綱はちゃんと手元にあるのですよ。それで質疑もしています○上原章委員

ので、そうだと思いますとかではなくて。だから皆さんが今やっている事業も

予算をつけて、具体的に就職支援、就労支援をやりましょうというのがこの事

業だと私は認識しているので、ぜひ相談も含めてですけれども、具体的に今の

県内の難病の人たちが支援を求めているわけですから、実際これが具体的にど

のくらいの成果を上げているかは、これはしっかり県として検証をする必要が

あると思うのですが、いかがですか。

お金が入っているときでも入っていないと○上原真理子国保・健康増進課長

きでも、やはり難病の所掌を県としても持っておりますので、実績をきちんと

把握して、それを評価していく必要があると思います。

最後に済みません。97ぺージ、琉球大学のほうから出ている講○上原章委員

座の新設についてですが、私はこの要旨を読んで、非常に沖縄県、島嶼県の中

に大事な部分ではないかなと思ったんですよ。先ほどお話を聞いていたら、ま

H22.07.05-03

文教厚生委員会記録



- 117 -

だ中身がこれからですというお話だったんで、ちょっとがくっとしたのですけ

れども、ぜひ前向きにこれは県が、当然島嶼県の我々これだけ医者が不足して

ずっと悩んでいる中で、こういった国とタイアップしてできるのは、私はどん

どん声を上げるべきではないかなと思うんですけれども、どうですか。

全くそのとおりで、まず基本的に先ほどから申し○宮里達也保健衛生統括監

ましたように、沖縄独特のということで島嶼県であるということ、あるいは長

寿県であるとか、要するに講座を持つ意味でのターゲットというのはある程度

議論されてまとめられているんですけれども、では具体的に講座として人員は

何人でとか、予算が幾らくらい必要だとか、そういうことまでまだ煮詰まって

いる段階ではないと理解していますということで、しかもかつ私も積極的にこ

れは上原委員と同じ意見で、ぜひこういうことは実現に向けて行政の側として

は頑張っていこうかなと調整しております。

概算要求がもう始まることを想定して多分陳情を出していると○上原章委員

思いますので、ぜひその資料の中身等確認していただいて、むしろ県のほうか

らどんどん声を出していただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

最後のページ、新規の陳情第147号沖縄子ども振興計画の策○仲村未央委員

定に係る陳情ですけれども、この要旨について、まず福祉保健部長の見解をお

尋ねしたいのですが、沖縄の貧困というもの、特に子供たちの貧困の実態とい

うのを県としてはどのように把握されているのか。陳情の趣旨に照らしてどう

いう認識なのかをお尋ねいたします。

最近、生活保護の受給世帯とか、その他世帯がふえ○奥村啓子福祉保健部長

、 、ているとか それからひとり親世帯がかなり厳しい状況にあるという調査とか

それから学校における給食費未納とか、そういうのが年々ふえているという状

況がございますので、そういう意味ではかなり格差というのが出てきているの

かなという認識は持っております。

それで、この陳情の中にもあるのですが、不況としてとらえ○仲村未央委員

るというよりは、むしろ沖縄の置かれている環境とか、あるいは今福祉保健部
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長がおっしゃるようなひとり親世帯の多さ、所得の低さとか、そういったこと

に起因する、あるいは公的な保障がやはり乏しいという実態もあろうかと思う

、 、 、のですけれども 例えば学童保育なんか 公設の学童保育が極端に少ないとか

ほかの都道府県と明らかに公的な環境が違い過ぎるということの、所得が低い

上に高コストな負担を各家庭が負わざるを得ないというような状況というのは

県としてはどのように認識されているのか。例えば、学童保育ということなん

ですけれども。

今、学童保育という話が出ましたが、確かにおっし○奥村啓子福祉保健部長

ゃるとおり全国に比べて民設民営が多くて、アパート等の家賃が高いというこ

とで、結果として保育料が全国と比べて高くなっているということは非常に課

題だと認識しております。そのためにも、公的な施設への―学校の空き教室等

を利用した児童館とか、その辺で学童クラブの受け皿をよりふやしていくよう

な取り組みというのが今後求められるのかなと考えております。

公的な保障とか、公設が少ないというのはどこから来るかと○仲村未央委員

いうと沖縄県の歴史的な背景を抜きにはなかなか語れないというか、そういっ

た状況もあるのかなと思いますが、これはここにも出てくるように制度的な不

備とか、法律運用の不徹底、基地の存在、経済状況などいろいろあるのでしょ

うけれども、これについて県としては対応が不足していたなという認識がある

のか、そこら辺は今の現状を見るにつけ県としての取り組みの弱さというのも

やっぱりあるのですか。

保育所等に関して言えば、復帰後、かなり公的な部○奥村啓子福祉保健部長

分での保育所の設置が進んできたという部分はございますが、昭和50年代あた

りでかなり定員割れとかそういうのが起きたために十分に必要を満たしている

のではないかという市町村の動きとかがあって、一時保育所の整備がストップ

というか、まあこれでいいのではないかという形の時期があって、その間にあ

、 、る意味認可外保育施設がふえていったりとか そういう状況がございますので

そういう意味では施設整備面において対応が少し弱かった部分というのはあっ

たのかなということは言えるのかなとは思っております。

ここで記の１なんですけれども、 第三者機関を設置してそ○仲村未央委員

ういった現状がどうなっているのかとか、調査、分析、これは非常に重要では

ないかと。陳情の趣旨もそうですし、私もそう思うのです。例えば、さっき言
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った所得の低さ、そこに起因することによって子供たちがどういう影響を受け

ているのかとか、あるいはネグレクトを含む実態、虐待の実態が沖縄県はどう

なっているのかとか、進学率も含めて、あるいは深夜徘回とか、そういった全

体的な子供を取り巻く環境と貧困というのがどういう関係性を持っているのか

というのは沖縄の特徴としてとらえて、これを調査をして、分析をして手を打

つということが、これまでの県として足りなかった部分を含めれば当然これは

やるべきことではないかと。それがないと、次の政策の展開の中で、予算要求

のあり方も含めて、そういった裏づけが非常に根拠として大事になってくるの

ではないかと思えてならないのですが、陳情の処理方針を見ると、今ある外部

有識者等で構成している沖縄県次世代育成支援対策推進協議会で対応するとい

う趣旨になっているわけですが、そこで今言うような現状の分析や、把握や、

提言まで含めて貧困の問題としてとらえるようなことができるような機関なの

ですか。

この沖縄県次世代育成支援対策推進協議会の中で、○奥村啓子福祉保健部長

おきなわ子ども・子育て応援プランを審議して、議論していただいたのですけ

れども、その中でも今おっしゃるような課題―沖縄の５歳児問題とか、そうい

う意味での課題、子供たちが置かれている状況というのが、やはり沖縄の特殊

的な、歴史的な背景というのがあるのではないかという疑問が出て、それにつ

いてきちんと議論して対応していくべきではないかという意見がありました。

それを踏まえて、おきなわ子ども・子育て応援プランの中には今後そういうも

のについて議論していくという項目を、委員の皆さんの意見を受けて盛り込ん

だということになっています。そういう意味では、この協議会はそういう視点

というか、問題意識を持っていただいたということでは十分対応できるのかな

と思っています。それと調査ということでございますが、当面できることは貧

困の対策を立てるとか、子育て支援を含めて子供を取り巻くいろんな制度につ

いて、教育庁を含めて、福祉保健部、あと労働サイドとで、今ある施策を十分

に吟味して、この施策の利用状況、執行状況、活用状況というのがどうなって

、 、 、いるのか まず現状を認識した上で その制度の中でどういう課題があるのか

現在の制度では仕組みでは解決できない部分があるのか、そういう視点で現状

を把握しようという計画はしております。

関連して、陳情第128号、これも新規なんですけれども、94○仲村未央委員

ページ。やはり同じような、沖縄子ども振興計画をぜひ策定すべきではないか

という陳情が出ているわけです。これの処理方針の中にも、今の沖縄振興計画
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に続く次の振興計画におきなわ子ども・子育て応援プランの内容を反映させる

よう協議してまいりたいと答えているわけです。これは、私が代表質問でも聞

きましたがこのような答えだったと思います。ただ、今言うような沖縄振興計

画に続く新たな計画というのも、実際それ自体も明らかになっていないわけで

す。それがどういう形で出てくるのか、あるいは沖縄21世紀ビジョン―沖縄の

、 、新たな方向性を県として主体的につくったビジョン そのものの推進体制とか

予算の裏づけとか、あるいは国が責任を持つということの裏づけも含めて議論

はこれからというか、はっきりした形がまだ見えていないという不安はあるわ

けですよ。どこまで国が真剣に歴史的な背景を踏まえて、国の責任として予算

の裏づけを出そうかということの根拠というのはまだ見えていないと感じるも

のですから、今言う実態の把握とか、調査というものが中途半端だったら、今

までと同じように沖縄振興計画はあるけれども、子供のこと、貧困のことなど

継続してきた課題というのは40年かかっても解決していないわけですから、次

の計画でどこまで具体的に踏み込めるのかというところが勝負どころだと見え

るのですけれども。だから、協議していきたいという先方の状況もまだはっき

りしない中で、今早急にやるべきことは子供ということを切り口とするまとめ

をきちんとやることではないかと思えてならないのですよ。それは、企画部主

体ではどうしても上がってこないです。これ実は、私たち沖縄21世紀ビジョン

の中でもこの提言を沖縄県議会として要求しました。決議をしました。それで

、 、も 沖縄21世紀ビジョンの中にそういったものがくくりとしてあるかというと

やっぱり見えないですよ。ですので、私は第三者機関というここで出ているよ

うな専門機関による提言も必要だろうと思うし、福祉保健部長がおっしゃるよ

うな問題認識というのは県議会にもあるし、当局もあると思うからこそもっと

緻密な、具体的な調査や、把握や提言というのが今必要ではないかと思うので

すが、いかがですか。

まさにそのとおりかとは思います。現在、沖縄21世○奥村啓子福祉保健部長

紀ビジョンの実現のための計画に向けてのいろんな制度の要望とか、事業の要

望というのを企画部を中心に出しておりますが、我々としてはその中にもそう

いう視点で新たな事業を盛り込んでいくつもりですし、そういう観点できちん

と関係機関を含めて議論をしていきたいと考えております。

それでは陳情第81号、76ページ。先ほど来、議論になってい○仲村未央委員

るがんの件ですけれども、ほとんど皆さんがたくさん聞いていらっしゃいまし

たので１つお尋ねですが、午前中の患者の皆さんからの要望の中に強かったの
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は、体の病気というのはもちろん病院、医療機関にかかるということができま

すけれども、術後も含めて、あるいは長い間の看病に当たった家族のケアも含

めて病院外の何らかの支援センターとか、相談窓口とか、そういったものが必

要だという声が非常に高かったのです。これについては病院外のそういう窓口

の設置、相談支援センターみたいなものというのは、今、皆さんが推進をされ

ている沖縄県がん対策推進計画アクションプランの中にはどのような位置づけ

になっているのでしょうか。

相談内容ががんの場合、専門的な内容になりますので、地○平順寧医務課長

域がん診療連携拠点病院、あるいは県のほうに相談支援センターという部署を

設置して、そこで相談していこうという流れでずっと来たのですが、地域にな

りますと、例えば専門的な相談はどうするのかとか、ただ福祉的な相談であれ

ば通常は病院のケースワーカーなりと相談してというのが通常なのですが、そ

こまでは沖縄県がん対策推進計画アクションプランの中では相談支援センター

という形で考えております。

やっぱり条例の制定を求める患者の気持ち―先ほどの沖縄県○仲村未央委員

がん患者会連合会の皆さんの気持ちというのは、条例をつくったから全部が解

決するだろうということではなくて、むしろ条例をつくる過程や、あるいはこ

のプランの中にいかにそういった患者が本当に必要とするものが盛り込まれる

ことができたかなとか、その経過の中で自分たちがかかわることによって医療

者では気づかない、行政では気づかない、そういった当事者だからこそ、ある

いは家族だからこそ気づく部分もあるのだということの声の反映というのを非

常に期待してのことだと思うのです。それを全県民で確認するという形が条例

というシステムの中にあればということも非常に感じるわけです。ですので、

先ほどの例でいうと高知県なんかでは、県の予算を活用して病院外で相談支援

センターを置いているという例もあるようですから、やっぱりそこに求めてい

る今の趣旨というものをよく踏んでいただいて、ぜひそういった意思の疎通、

きちんと当事者が必要とするものは何なのかというところをもう一歩踏み込ん

で対応ができるような、このプランの推進においても、あるいは条例を求める

ことの背景にどういう思いがあるのかということも含めて、もう少し柔軟に対

応できるような体制をとっていただきたいと思うのですけれども、福祉保健部

長はいかがでしょうか。

沖縄県がん対策推進計画アクションプランの中にも○奥村啓子福祉保健部長
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がん患者を初め県民の意見を尊重して、これらの者が参加できる取り組みを明

確にすると。県民の視点に立ったがん対策の実現ということで盛り込んでおり

まして、県民の声の設置、意見交換の場の設置、がん対策検討会へのがん患者

の皆さんの参加を今後予定しておりますので、そういう中で皆さんの意見を酌

み取って、可能な限り何ができるかを一緒になって考えていきたいと思ってお

ります。

実質的に、そういう予算がないからということで切り捨てる○仲村未央委員

のではなくて、そこで、今、福祉保健部長がおっしゃったことそのものが本当

に声として反映されるというようなシステムも含めてのつくり方だと思います

ので、ぜひ強い努力をお願いしたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

西銘純恵委員。

一、二点お尋ねします。ただいまの77ページ陳情第81号のが○西銘純恵委員

んの件ですけれども、がん対策検討会で沖縄県がん対策推進計画アクションプ

ランの実行と言われましたけれども、がん患者会ががん対策検討会に入らない

ままに沖縄県がん対策推進計画アクションプランがつくられたという、この話

は昨年なんですよ。昨年から今日に至ってもまだ、がん患者会の皆さんが要綱

の中でがん患者会が入っていないということで改正したいということを言われ

たんですけれども、取り組みそのものは、がん患者会の皆さんがなかなか行政

の皆さんと意思疎通が図れないという理由はそこにあるのかなと思うんです

よ。だから余計に、沖縄県がん対策推進計画アクションプランということだけ

ではなくて、実際に前に進む、財源を伴う、実行ある中身の沖縄県がん対策推

進計画アクションプランにしてほしいというのが条例を求める意見だと思うん

ですよ。ですから、どうしてがん対策検討会にがん対策患者会を入れるという

ことで話されて今日までおくれているのかということを先にお尋ねします。

昨年度の沖縄県がん対策推進計画アクションプランをつく○平順寧医務課長

る際には、沖縄県がん患者会連合会というものがことしの４月にできましたの

で、昨年度はがん患者の集まりの方々の３名の方に来ていただいていろんな話

し合いをしたということなんです。今回は、沖縄県がん患者会連合会もできま

したので、そういう連合会をきちんと位置づけてやっていきたいと思っており

ます。
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そのとき沖縄県がん患者会連合会はできていなかったですけ○西銘純恵委員

れども、オストミー協会とか、きょうの声友会とか、乳がんとか、子宮がんに

ついても６団体というのは当時からがん患者会として動いているんですよ。だ

から、沖縄県がん患者会連合会ができなかったから入れていないというのは理

由にはならないと思うのですよ。

昨年、そういう声を聞こうということでやったのですが、○平順寧医務課長

このアクションプランもできてはいるのですが、今後もがん患者の皆さんの声

も聞きながらやっていくという形にしていきたいと思っておりますので、今回

がん対策検討会にも入っていただいて、それから別に自由な意見交換の場も設

置していきたいなと思っておりますので、いろいろ話を聞きながらこのアクシ

ョンプランもそうなんですが、沖縄県がん対策推進計画アクションプランに書

かれてないようないろんなことも出てくるだろうと思います。そこら辺につい

ても十分声を聞いていきたいと思っております。

午前中に、参考人招致をしたときに沖縄県がん患者会連合会○西銘純恵委員

。 、 。の会長が県民の命は宝ですと そして この救える命を本当に救ってほしいと

何でがん条例ですかというのは、やはり早期発見をして早期に手をかけたら一

定程度回復する、たまたまがん患者会で頑張っていらっしゃる皆さんはいろい

ろ困難はありながらも社会的に代表として頑張っていらっしゃるのですけれど

も、でも身近には命を落とす方が多いわけですよ。だから財政がとか予算がと

いう、そういうところとの患者の救える命を救ってほしいと。命が優先ではな

いですかという気持ちがやはり行政に条例をつくってほしいという声になって

いるというのが、私は一番の問題だと思っているんですよ。それで、いろいろ

宿題として、私はきょうは投げておきたいと思うんですけれども、がんに関係

してがんにかかってでもいいんですが、患者を抱えてでもいいんですが、自殺

をされた方が何名いるか、そういうものをちゃんとつかんでいらっしゃるかと

かです。例えば、がんが進行して先進医療を受けたいといいますか、とにかく

わらをもすがる思いであれこれしたいという方がやはりお金がなくてそれはで

きなかったとか、そういう事例はないんですかとかですか。本当に、私はある

意味では手おくれになったら手術をしても―きょうは乳がんの役員の方は、結

局、両方ともがんは別々に摘出している話もされましたので、手術をすれば健

康になったということでもない。再発とか、それからその後もずっと仕事も失

って、雇用の問題とか、抱える問題というのはたくさんあるのだなと。一人の
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人がその病気にかかって抱えている問題はたくさんあるんだなと。それが総合

的にやはりとらえられていないんではないかということをとても感じるわけで

すよ。それで、那覇市が、患者の目線でがんサロンをつくりましたと報道され

たんですよ。そういうものもその当時者が必要、ほしいということを、やはり

そうだということがどうしてすぐに進まないんですかということを問いたいん

ですよ。そういう意味では、条例については結構厳しいということを、予算上

のということを福祉保健部長さっき言ったんですけれども、やはり仕事をする

には財政が伴うわけですよ。そういう意味では、そこら辺予算もきちんとつけ

ていくということも含めて、条例化に向けては必要性を認めていると思います

ので、ぜひ積極的にできるようにという立場で働いてほしいと思いますが、い

かがでしょう。

確かに、予算については毎年の予算調整の中で必要なもの○平順寧医務課長

をどこに集中させていくかという形でやっていきますので、我々もいろんな計

画を沖縄県がん対策推進計画アクションプランにあるやつや、それから県民の

いろいろな声を聞く形の中で、次年度こういった事業をやっていこうかという

ようないろんな議論が出てくるかと思いますので、すぐさますべてのものに予

算をつけられるという―限られた予算の中でどこに集中していくかということ

が基本ですので、そこら辺は難しい面がありますけれども努力していきたいな

とは思っております。

議論がいろいろあるんですが、次に進みます。99ページの陳○西銘純恵委員

情第143号あずま保育園の件ですけれども、私はこの新しい保育所、現場知っ

ているんですけれども、認可外保育をやってきた施設を閉鎖して新しい土地に

新しい施設をつくった認可保育所だと見ています。この認可化をするときに実

績、経験があるという市長の意見書があったと、そういうものでやっていると

いうことなんですが、認可外保育施設として何年間やってきたところか答えら

れますでしょうか。

この認可外保育施設は、昭和54年に浦添市○田端一雄青少年・児童家庭課長

内に設立をされておりますので30年ちょっとということになります。

私は、沖縄県内の認可外保育施設―待機児童を受け入れて保○西銘純恵委員

育を担ってきたという認可外保育施設の立場からすれば、やはりこれだけの地

域で保育をしてきたというところを浦添市はそれなりに評価をしてということ
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で意見書が出てきたのかなと思うんですけれども、認可外保育施設のときに県

は調査しますよ。その中で特別に問題があったということが出た施設なんでし

。 。ょうか 特にそういうことはこれまでなかったということでいいのでしょうか

手元にその資料がないので申しわけないん○田端一雄青少年・児童家庭課長

ですが、認可外保育施設の立入調査をした際には、安全面であったり保育の内

容等々について指摘をしております。ただ、あずま保育園に関してはどうだっ

たかということは、ちょっと手元に資料がないので申し上げられません。

指導監督をたびたび行ったとか、そういうことではやはり施○西銘純恵委員

設の名前とかは皆さんの記憶の中に残っていると思うんですよ。特にそういう

ことがあったのかどうかというのが記憶にないという状況でもあれば一般的な

認可外保育施設としてやってきたところなのかなと思うんですが、それは答え

られますか。

認可外保育施設の段階の際に、浦添市の指○田端一雄青少年・児童家庭課長

定保育所制度というものがありまして、それで浦添市から指定をされていたと

いう事実がございます。

そうしますと、浦添市が指定をするほかの市町村にない浦添○西銘純恵委員

市独自の保育制度だと思っているんですけれども、これは浦添市のどれだけの

認可外保育施設の中の、何件の指定保育の中に入っていたんでしょうか。

浦添市は、５カ所の指定保育所を指定して○田端一雄青少年・児童家庭課長

いるようですが、その５カ所の中の１つということであります。

そうしますと、認可化に当たってと先ほども比嘉京子委員が○西銘純恵委員

言っていましたけれども、やはり認可保育所との違いとか、そこら辺の研修等

の、認可化するに至るまでの、そこら辺を充実させていくというのも大きな課

題かなと思うんですが、園長、理事長がこの認可をするに当たっての貢献、財

産的なものも含めてどのような貢献があったのでしょうか。

現理事長は、自宅の建物と敷地、それと以○田端一雄青少年・児童家庭課長

前経営していた認可外保育施設の建物と敷地を担保にしまして、市中銀行から

4900万円の融資を受けて現保育園の敷地を購入しており、その上で保育園用地
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として無償貸与をしております。また、現理事長と施設長は市中銀行から借り

入れた資金のために毎月29万円を返済しているということです。

認可園になったら、補助金が入るからということで先ほどあ○西銘純恵委員

ったんですが、やはりそれなりに法人にするときの個人的な負担というのも相

当なものを持っているということを今お伺いしてわかりました。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲田弘毅委員。

がん条例と難病に関して参考人招致もやりまして、いろいろ○仲田弘毅委員

勉強もさせていただきました。そして認識も新たにしてたくさん質疑項目を準

備していたんですが、残りの委員がたくさんやりましたので１点だけです。97

ページ陳情第137号、新規であります。琉球大学の学長からの陳情であります

けれども、琉球大学医学部は沖縄県における患者の診療を初め医師の養成、そ

れから派遣等本県における地域医療に大きな貢献があったかと思うんですが、

そのことについて福祉保健部、病院事業局はどういうふうな見解を持っていら

っしゃるのか、まずはそこを聞かせていただきたいと思います。

実は、琉球大学医学部ができて、去年で30周年だ○宮里達也保健衛生統括監

ったようです。今や県立病院の運営は、大学が養成した医者を抜きにしては維

持できないと私は理解しております。ですから基本的に、大学が機能強化、発

展していくことが、ひいては沖縄の、通常我々が維持しなければいけない医療

の確保のためにはぜひとも必要な事項であって、そのために医学部が向上する

ことは私としてもあるいは県民ひとしくみんなが望んでいることだと思いま

す。ですので、今、私のところにはこういうような資料はいただいておりまし

て、これは学長の強い思いがあるようです。十分な調整ができているかどうか

というのは、私の得ている情報の中でという意味ですので、今後きちんと詰め

て、２つの講座を新しく設置して、さらに沖縄県独特の特性のある大学にして

いこうという思いがあるようですので、我々としても十分バックアップしてい

こうとも考えております。

伊江病院事業局長はどうでしょうか。○仲田弘毅委員

今、福祉保健部の保健衛生統括監が述べられました○伊江朝次病院事業局長
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ように、沖縄県の県立６病院の地域医療を推進する上で、大学の協力なしには

不可能だと考えております。

この文教厚生委員会は、もう長い委員はちょうどことしで５○仲田弘毅委員

年半になるんですが、そのころから文教厚生委員会はもう医師不足ということ

に対する敏感な反応をやりまして県外からドクターをお呼びをする。これも大

事なことではあるけれども、自前のドクターを育てることも一番大事ですよと

いうことを訴えてきたわけです。そこで、琉球大学医学部のメンバーをお互い

の医師確保のためのスタッフとして、本県のスタッフの中に入れる必要もある

、 。んではないかということも前に提言をしたんですが それは実現していますか

私は、病院現場に３月までいた者として、正直言っ○伊江朝次病院事業局長

て県と琉球大学との組織的な連携はいまいちだと思っております。病院現場、

それぞれがやっていたというふうな状況です。琉球大学側も各講座、そして病

院側も病院それぞれが独自に動いてやっていたという状況でございまして、せ

んだって私が就任したときには琉球大学の学部長や病院長ともお話ししたんで

すけれども、やはり組織と組織としてのそういうあり方をこれから構築してい

けるようにやりましょうというふうなお話は提言しておきました。

そのころに各委員から出た意見は、奨学資金を出してでも地○仲田弘毅委員

域枠のドクターを、つまり琉球大学医学部の中に地域枠でどうにかできません

かということが実現をして、処理案件の中でも平成21年度から実施したという

ことですが、今何名くらい地域枠で琉球大学医学部にいらっしゃいますか。

昨年度が地域枠として７名、ことしの１年次から入って来○平順寧医務課長

られた方が12名、合計で19名、現在います。

これは間違いなく将来、沖縄県のために働いていただけるド○仲田弘毅委員

クターの卵だと思うのですが、ぜひそういったことを一つの起点にして、今、

沖縄県地域医療再生臨時特例基金というものを使ってやっていらっしゃるよう

ですが、具体的にはどういう基金で、どういう使い道で頑張っていますか。

実は、この地域枠にも一部使っておりますし、それから琉○平順寧医務課長

球大学のシミュレーションセンター、要は女医などが育児休業をとって休まれ

て、医療につくのにちょっと不安という場合にそこで訓練をしたりとか、それ
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から他の県立病院からもシミュレーションセンターに来て研修を一緒にやった

りとか、そういう施設をつくるものに使ったり、それから生活習慣病―糖尿病

とか、沖縄県は糖尿病の死亡率が高いのですが、糖尿病の予防から治療にかけ

て各医療機関が連携をもう少しやろう、あるいは研修会をもう少し多くしよう

とか患者の情報をお互いに共有していこうと。そういう仕組みをつくるための

予算をつくったり、それから電子カルテシステムですか、そういったものを構

築していくとか、あと数からすると一番多いのですが、町立診療所の整備とか

そこら辺にも使うことにしております。

これは絶対に必要なことでありますし、まずは沖縄県自体が○仲田弘毅委員

地域の大学をバックアップする。そしてこういう横の連携をとることが、沖縄

県の地域医療、特に宮里保健衛生統括監がおっしゃったように沖縄に合った医

療をやるための新しい講座の新設とか、そういったものを今目標にしてこの陳

情が出ていますので、そうすることが沖縄県のためになっていく、沖縄県の将

来の医療に大きな貢献をしていくという、そういった意味でも絶対に必要なこ

とだと考えていますので、ぜひその講座を含めて沖縄県も文部科学省へ意見書

を出して頑張っていきたいと、ぜひスタッフの皆さんも頑張っていただきたい

と思います。

ほかに質疑はございませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

以上で、福祉保健部及び病院事業局関係の陳情に対する質疑○赤嶺昇委員長

を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員退席 ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

議案及び陳情等の質疑についてはすべて終結し、採決を残すのみとなってお

ります。

休憩いたします。

（休憩中に、議案及び陳情等の採決について協議 ）。
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再開いたします。○赤嶺昇委員長

これより、議案及び陳情等の採決を行います。

まず初めに、乙第６号議案沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例

の一部を改正する条例の採決を行いますが、その前に意見、討論等はありませ

んか。

（ 意見、討論等なし」と呼ぶ声あり）「

意見、討論等なしと認めます。○赤嶺昇委員長

以上で、意見、討論等を終結いたします。

これより、乙第６号議案沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の

一部を改正する条例を採決いたします。

本案は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君の挙手を求めます。

（挙手）

挙手多数であります。○赤嶺昇委員長

よって、乙第６号議案は、原案のとおり可決されました。

次に、乙第８号議案沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の採決を行いますが、その前に意見、討論等はありませんか。

（ 意見、討論等なし」と呼ぶ声あり）「

意見、討論等なしと認めます。○赤嶺昇委員長

以上で、意見、討論等を終結いたします。

これより、乙第８号議案沖縄県立青少年の家の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例を採決いたします。

本案は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君の挙手を求めます。
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（挙手）

挙手多数であります。○赤嶺昇委員長

よって、乙第８号議案は、原案のとおり可決されました。

次に、乙第７号議案の条例議案を採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの議案は、原案のとおり決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第７号議案は原案のとおり可決されました。

次に、陳情等の採決を行います。

陳情等の採決に入ります前に、その取り扱いについて御協議願います。

休憩いたします。

（休憩中に、議案等採決区分表により協議）

再開いたします。○赤嶺昇委員長

お諮りいたします。

陳情については、休憩中に御協議いたしました議案等採決区分表のとおり決

することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、閉会中継続審査・調査事件の申し出の件についてお諮りいたします。

先ほど、閉会中継続審査・調査すべきものとして決定した陳情114件と御手

元に配付してあります所管事務調査事項を閉会中継続審査及び調査事件とし

て、議長に申し出たいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「
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御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

ただいま議決しました議案等に対する委員会審査報告書の作成等につきまし

ては、委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、平成22年第１回議会２月定例会で採択した陳情平成21年第159号細菌

性髄膜炎を予防するＨｉｂ（ヘモフィルス・インフルエンザｂ）ワクチンの公

費負担による接種を求める陳情は意見書を提出してもらいたいという要望の陳

情でありますが、議員提出議案として、意見書を提出するかどうかについて休

憩中に御協議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、意見書の提出について協議を行った結果、意見書を提出す

ること、内容及び提出方法は案のとおりとすることで意見の一致を見

た ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

細菌性髄膜炎ワクチンの早期定期接種化等を求める意見書の提出について

は、休憩中に御協議いたしましたとおり決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、平成22年第１回議会２月定例会で採択した陳情第14号保育所・児童入

所施設の環境改善を求める意見書の可決を求める陳情は意見書を提出してもら

いたいという要望の陳情でありますが、議員提出議案として、意見書を提出す

るかどうかについて休憩中に御協議をお願いいたします。

休憩いたします。
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（休憩中に、意見書の提出について協議を行った結果、意見書を提出す

ること、内容及び提出方法は案のとおりとすることで意見の一致を見

た ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

保育所児童入所施設の環境改善を求める意見書の提出については、休憩中に

御協議いたしましたとおり決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、参考人招致についてを議題といたします。

陳情第147号沖縄子ども振興計画の策定と子ども、子育て支援に関する陳情

について、陳情者を参考人として出席を求め、説明を聴取するかどうかについ

て、休憩中に御協議をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、参考人招致について協議した結果、陳情者を参考人として

て出席を求め、陳情第147号について説明を聴取することで意見の一

致を見た ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

お諮りいたします。

陳情第147号について、陳情者を参考人として出席を求め、説明を聴取する

ことについては、休憩中に御協議いたしましたとおり決することに御異議あり

ませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

ただいま議決しました参考人招致の日時等の詳細な事項につきましては委員

長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
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（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、視察調査日程についてを議題といたします。

休憩いたします。

（休憩中に、西銘純恵委員から２月定例会において賛成した沖縄県議会

常任委員会海外調査要領の一部変更に関して、真意が逆に受け取られ

ているとのことで賛成意見を撤回するとの発言があった。また、視察

・調査日程について事務局より説明。その後協議した結果、案のとお

り実施することで意見の一致を見た ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

お諮りいたします。

視察・調査日程につきましては、休憩中に御協議いたしましたとおり決する

こととし、議長に対し委員派遣承認要求をしたいと存じますが、これに御異議

ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

なお、委員派遣の日程、場所、目的及び経費等の詳細な事項及びその手続に

つきましては、委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませ

んか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本委員会に付託された議案等の処理はすべて終了いたしました。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 赤 嶺 昇
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